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○国有財産評価基準について

平成１３年３月３０日 

財 理 第 １３１７号 

改正 平成１４年 ４月 １日財理第 1434号 

同 １４年１１月２０日同 第 4278号 

同 １５年 ４月 １日同 第 1415号 

同 １６年 ４月２５日同 第 1175号 

同 １７年 ３月３１日同 第 1257号 

同 １８年 ３月３０日同 第 1231号 

同 １８年１１月２２日同 第 4375号 

同 １９年 ６月２５日同 第 2614号 

同 ２３年 ５月１３日同 第 2200号 

同 ２５年１０月３１日同 第 4995号 

同 ３０年 ９月１８日同 第 3112号 

令和 元年 ９月２４日同 第 3227号 

同 ２年１２月２３日同 第 4154号 

同 ４年 ９月３０日同 第 3238号 

同 ５年 ６月 ６日同 第 1615号 

同 ６年 ８月３０日同 第 2624 号 

財務省理財局長から各財務（支）局長、沖縄総合事務局長宛 

標記のことについて、別紙のとおり定めたから、通知する。 
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第３章 一般評価 

第１ 基本的事項の確定 

第２ 処理計画の策定 

第３ 資料の収集及び整理 

第４ 鑑定業者等の選定 

第５ 鑑定業者等への評価依頼 

第６ 鑑定評価書等の審査 

第７ 評定価格の決定 

第８ 評価調書の作成 

第４章 特例評価 

第１ 数量単位当たりの評定価格 

第２ 評定価格の決定 

第３ 評価調書の作成 

第５章 評価替等 

第１ 評価替の対象財産 

第２ 評価替の方法 

第３ 評定価格の決定 

第４ 評価調書の作成 

第５ 改めて鑑定評価書等を徴する場合 

第６章 他の手法等 

第１ 本基準に定めのない他の手法等 

第２ 通達改正に伴う経過措置 

様式 

第１号様式 鑑定評価依頼書 

第２号様式 鑑定評価請書 

第３号様式 審査調書 

第３－２号様式 審査チェックシート 

第４号様式 評価調書 

第５－１号様式 単独利用困難な土地評定価格調書【取引事例価格による場合】 

第５－２号様式 単独利用困難な土地評定価格調書【相続税評価額又は鑑定評価等による

場合】 

第５－３号様式 単独利用困難な土地評定価格調書【固定資産税評価額等による場合】 

第６号様式（その①） 貸付中の財産等（土地）評定価格調書 

  鑑定評価書等を徴することに経済的合理性がない財産（土地）評

定価格調書 

第６号様式（その①）別紙① 相続税（路線価方式）評価額算出調書 

第６号様式（その①）別紙② 相続税（倍率方式）評価額算出調書 
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第６号様式（その①）別紙③ 【倍率地域】「地積規模の大きな宅地の評価」算出調書 

第６号様式（その②） 貸付中の財産等（国有地上の建物）評定価格調書 

第６号様式（その③） 貸付中の財産等（借地上の建物）評定価格調書 

第７号様式 緊急を要する場合等（土地）評定価格調書 

第８号様式 建物評定価格調書 

第９号様式 工作物・機械・船舶・航空機評定価格調書 

第 10号様式 地域格差率算出調書 

第 11号様式 個別格差率算出調書 

別表 

別表第１ 木造建物種目別価格構成割合表 

別表第２ 地域格差比較項目表 

別表第３ 個別格差比較項目表（Ａ） 

別表第４ 個別格差比較項目表（Ｂ） 

別表第５ 個別格差比較項目表 

第１章 総則 

第１ 目的 

本基準は、国有財産等の評価及び審査の手順等を定め、評価事務の適正を期し、か

つ、統一的な運用を図ることを目的とする。 

第２ 用語の定義 

 本基準において使用する用語の定義は以下による。 

  １ 国有財産等 国有財産法（昭和 23年法律第 73号）第２条第１項第１号から第４号ま

でに規定する国有財産、第６号に規定する国有財産のうち不動産の信託の受益権、附

則第４条に規定する国有財産及び国有財産となるべき財産並びにこれらに関する借地

権、借家権等の権利 

  ２ 財務局等 財務局、福岡財務支局及び沖縄総合事務局 

  ３ 財務局長等 財務局長、福岡財務支局長及び沖縄総合事務局長 

  ４ 評価財産 評価の対象となる国有財産等 

  ５ 不動産鑑定評価 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和 38 年法律第 152 号）第３条

第１項に規定する不動産鑑定士が行う不動産の鑑定評価のうち、不動産鑑定評価基準

（平成 14年７月３日付国土交通事務次官通知）に則った不動産の鑑定評価 

  ６ 鑑定評価書 不動産鑑定評価による成果物 

  ７ 不動産価格等調査 不動産の鑑定評価に関する法律第３条第１項に規定する不動産

鑑定士が行う不動産の鑑定評価のうち、不動産鑑定評価基準に則らない不動産の価格

等調査 



4 

  ８ 価格調査書 不動産価格等調査による成果物 

  ９ 精通者意見 不動産の鑑定評価に関する法律第３条第２項に規定する不動産鑑定士

が行う調査及び不動産鑑定士以外の民間精通者が行う調査 

  10 意見書 精通者意見による成果物 

  11 鑑定評価書等 鑑定評価書、価格調査書及び意見書 

  12 鑑定評価額等 鑑定評価書、価格調査書及び意見書において求められた評価額 

  13 鑑定業者等 不動産鑑定業者及び民間精通者 

  14 価格時点 鑑定評価等において価格等判定の基準となる日 

第３ 書面等の作成・提出等の方法 

１ 電子ファイルによる作成 

本通達に基づき、作成を行う書面等（書面その他文字、図形その他の人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）に

ついては、電子ファイルにより作成を行うことができる。 

２ 電子メール等による提出等 

⑴ 本通達に基づく提出等の手続のうち、書面等により行うこととしているものにつ

いては、電子メール等の方法により行うことができる。 

⑵ 上記⑴の方法により提出等を行うときは、電子ファイルをもって行うものとする。

第２章 国有財産等の評価の全体像 

第１ 評価によって求める価格 

 財務局長等は、国有財産等の評価に当たって、財政法（昭和 22年法律第 34号）第９

条及び予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165号）第 80条第２項の趣旨を踏まえ、

評価財産の適正な対価（以下「評定価格」という。）を求めることを基本とする。 

第２ 評定価格の求め方 

財務局長等は、評定価格を求めるに当たっては、下記第５の２及び第５章（第５を

除く。）に規定する場合を除き、原則として鑑定評価書等を徴し、本基準に基づく審査

等を経るものとする。 

なお、賃料については、他の通達の定めるところにより算定を行うが、鑑定評価書

等を徴する場合の評価の手順は本基準による。 

第３ 評定価格の有効期間 

 評定価格の有効期間は、他の通達に定めのあるものを除き、以下のとおりとする。 

なお、価格時点は、評価財産の処分等予定日を考慮して適切に確定することに留意

する。 

１ 財務局長等専決事案 評定価格の決定時点又は価格時点のいずれか遅い日から４か
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月 

２ 上記１のうち旧軍港市転換法（昭和 25 年法律第 220 号）に基づく事案 評定価格の

決定時点又は価格時点のいずれか遅い日から６か月 

３ 普通財産取扱規則（昭和 40 年大蔵省訓令第２号）第５条に規定する財務大臣の承認

を受けなければならない事案 評定価格の決定時点又は価格時点のいずれか遅い日か

ら６か月 

４ 上記３のうち旧軍港市転換法に基づく事案 評定価格の決定時点又は価格時点のい

ずれか遅い日から８か月 

  

第４ 評価財産の区分 

国有財産等の評価は、原則として以下の区分により行う。 

１ 土地 

 ⑴ 宅地 

① 更地 

 建物等の定着物がなく、かつ、使用収益を制約する権利の付着していない宅地

をいう。 

② 建付地 

 建物等の用に供されている敷地で、建物等及びその敷地が同一の所有者に属し、

かつ、当該所有者により使用され、その敷地の使用収益を制約する権利の付着し

ていない宅地をいう。 

    ③ 貸家建付地 

 建物等の用に供されている敷地で、建物等及びその敷地が同一の所有者に属す

るが、建物が賃貸借に供されている宅地をいう。 

    ④ 借地権 

 借地借家法（平成３年法律第 90 号）に規定する借地権（建物の所有を目的とす

る地上権又は土地の賃借権）をいう。 

⑤ 底地 

 宅地について借地権の付着している場合における当該宅地の所有権をいう。 

⑵ 宅地見込地 

⑶ 農地（採草放牧地を含む。） 

⑷ 林地（原野を含む。） 

２ 建物及びその敷地（土地とその定着物（建物、工作物、立木竹等）を一体で評価す

る場合） 

⑴ 自用の建物及びその敷地 

 建物所有者とその敷地の所有者とが同一人であり、その所有者による使用収益を

制約する権利の付着していない場合における当該建物及びその敷地をいう。 

⑵ 貸家及びその敷地 

 建物所有者とその敷地の所有者とが同一人であるが、建物が賃貸借に供されてい
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る場合における当該建物及びその敷地をいう。 

⑶ 借地権付建物 

 借地権を権原とする建物が存する場合における当該建物及び借地権をいう。 

⑷ 区分所有建物及びその敷地 

 建物の区分所有等に関する法律（昭和 37年法律第 69号）第２条第３項に規定する

専有部分並びに当該専有部分に係る同条第４項に規定する共用部分の共有持分（区

分所有建物）及び同条第６項に規定する敷地利用権をいう。 

３ 建物等 

⑴ 建物 

⑵ 工作物 

⑶ 立木竹 

⑷ 借家権 

     借地借家法が適用される建物の賃借権をいう。 

４ その他の権利 

⑴ 地上権等  

地上権、地役権、鉱業権等の権利 

⑵ 不動産の信託の受益権 

５ 機械 

６ 船舶 

７ 航空機 

   

第５ 評価の分類 

  １ 鑑定評価書等を徴する場合の評価 

鑑定評価書等を徴する場合の評価（以下「一般評価」という。）については、以下の

とおり取り扱う。 

⑴ 不動産鑑定評価又は不動産価格等調査 

上記第４の１～４の評価は、原則として不動産鑑定評価による。 

ただし、不動産鑑定評価によることができない場合等は、その理由等を明らかに

した上で、不動産価格等調査によることができる。 

   ⑵ 精通者意見 

上記第４の５～７の評価は、精通者意見による。 

また、上記第４の１⑶及び３⑵の評価については、必要に応じて精通者意見によ

ることができる。 

  ２ 国の職員が行う評価 

  以下に該当する評価財産については、上記１の規定にかかわらず、国の職員が行う

簡易的な評価（以下「特例評価」という。）によることができる。 

  ただし、鑑定業者等の専門的な判断等が必要と認められる場合は、この限りでない。 

   ⑴ 処分の促進を図る必要がある評価財産 
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処分の促進を図る必要がある評価財産とは、財務局長等が、当該財産の特性を考

慮して処分の促進を図る必要があると認める以下の財産をいう。 

なお、下記①～③の複数に該当する場合は、原則として先に規定する財産として

評価するものとする。 

    ① 単独利用困難な土地 

      単独利用困難な土地とは、無道路地、袋地又は地形狭長等のため、評価土地の

みでは周辺土地利用と同様の機能を十分に発揮できない土地をいう。 

      単独利用困難か否かの判断に当たっては、以下の点に留意する。 

     イ 評価土地が所在する地域に属する他の土地の標準的な使用方法を確認し、評

価土地の規模、形状等ではこれと同一の使用方法とすることが困難と認められ

る場合には、単独利用困難な土地と判断する。        

ロ 評価土地が無道路地及び袋地の場合には、公道からの位置並びに通行手段の

確保の可能性及び経済性等を勘案して、単独利用可能と判断することができる。 

     ハ 土地の一部を分割して処分する場合には、分割前の画地により判断する。 

    ② 堂宇敷地等 

堂宇敷地等とは、堂宇敷地、墳墓地、海浜地、池沼、ゴルフ場等敷地、貸付中

の軌道等敷地、鉱泉地等の特殊な現況にある土地をいう。 

    ③ 貸付中の財産等 

      貸付中の財産等とは、貸付中の財産（借地借家法第 22 条第１項に基づく定期借

地権及び同法第 23条に基づく事業用定期借地権が設定されたものを除く。）及び平

成 13 年３月 30 日付財理第 1267 号「誤信使用財産取扱要領」通達第１に規定する

誤信使用財産をいう。 

     イ 宅地として評価する場合 

       以下のいずれの基準も満たす土地 

       面積基準 面積が、おおむね 1,000平方メートル以下 

       金額基準 概算評価額が、おおむね 5,000 万円以下 

     ロ 宅地以外として評価する場合 

       金額基準 概算評価額が、おおむね 3,000 万円以下の財産 

      概算評価額は、次の算式により求める。算式中の借地権等割合（借地権割合及

び耕作権割合）及び評価倍率は、昭和 39 年４月 25 日付直資 56、直審（資）17 国

税庁長官通達「財産評価基本通達」（以下「財産評価基本通達」という。）により

求める。 

     （算式） 

土地 

（イ）相続税路線価が定められている地域（以下「路線価地域」という。）に所

在する宅地及び宅地比準方式により評価する宅地以外の土地 

概算評価額＝相続税路線価（正面路線）×（１－借地権等割合）×評

価土地の面積 
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（ロ）相続税路線価が定められていない地域（以下「倍率地域」という。）に所

在する宅地及び倍率方式により評価する宅地以外の土地 

概算評価額＝固定資産税路線価（正面路線）又は近傍の固定資産税評

価に係る標準宅地の１㎡当たりの価額×評価倍率×（１

－借地権等割合）×評価土地の面積 

 なお、下記第４章第１の３により求めた数量単位当たりの評定価格を用いて

基準を満たすか否かを判断することを妨げない。 

 

土地以外 概算評価額＝国有財産台帳に登録された価格 

 

   ⑵ 鑑定評価書等を徴することに経済的合理性がない評価財産 

鑑定評価書等を徴することに経済的合理性がない評価財産とは、上記⑴に該当し

ない財産のうち、上記⑴③により求めた評価財産の価額が鑑定評価書等を徴するた

めの費用を下回る財産をいう。 

ただし、以下のような鑑定業者等の専門的な判断を要する財産等、特例評価をす

ることが適当とは認められない場合を除く。 

① 不動産の併合による効用増又は不動産の分割による効用減が発生する可能性の

ある土地 

    ② 物理的瑕疵（地下埋設物、土壌汚染又はアスベスト等）のある土地又は建物 

    ③ 老朽化した建物等が存し、解体費用等を考慮する必要のある土地 

   ⑶ 管理及び処分に緊急を要する評価財産 

     管理及び処分に緊急を要する評価財産とは、財務局長等が特別の事情により緊急

に評価を行わなければならない場合等、一般評価により処理することが適当でない

と認める財産をいう。 

 

第３章 一般評価 

    一般評価のうち、鑑定評価書又は価格調査書を徴する場合の評価については、以下

の手順により行うものとする。また、意見書を徴する場合の評価については、これに

準じて行うものとする。 

 

 第１ 基本的事項の確定 

    国有財産等の管理及び処分の担当者（担当機関）から評価の依頼があった場合には、

評価財産の区分に応じて、以下の基本的事項を確定する。 

１ 評価財産 

不動産の評価に当たっては、まず、評価の対象となる土地又は建物等について、以

下の物的事項及び権利関係（所有権及び所有権以外の権利）の態様について資料等を

基に明らかにし、評価財産を確定する。 

   ⑴ 土地 
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所在、地番、種目（地目）、地積等 

⑵ 建物 

所在、地番、家屋番号、種目、構造、数量（建面積、延面積）、建築年月日、用途

等 

   ⑶ 工作物 

 所在、地番、種目、構造、数量、設置年月日等 

   ⑷ 立木竹 

 所在、地番、樹種、樹齢、数量（材積、本数、束）等 

   ⑸ 機械 

所在、地番、構造、型式、寸法、能力、製造年月日等 

⑹ 船舶 

所在、地番、構造、寸法、能力、建造年月日等 

⑺ 航空機 

所在、種類、構造、型式、寸法、能力、製造年月日等 

  ２ 価格時点 

  評価財産の価格は、時の経過により変動するものであるから、価格時点を確定する。 

３ 評価条件 

   ⑴ 対象確定条件 

     依頼目的に応じて対象確定条件を設定する。 

    ① 現状所与 

    ② 独立鑑定評価 

    ③ 部分鑑定評価 

    ④ 併合鑑定評価、分割鑑定評価 

    ⑤ 未竣工建物等鑑定評価 

    ⑥ その他 

   ⑵ 想定上の条件 

  依頼目的に応じて、評価財産の現実の価格形成要因と異なる状態を前提とした想

定上の条件を設定することができる。 

この場合の条件設定に当たっては、鑑定評価書等の利用者の利益を害するおそれ

がないこと、実現性を満たすこと及び合法性を満たすことという三つの要件を、他

の事情を含めて総合的に勘案する必要がある。 

⑶ 調査範囲等条件 

国による既存の調査及び不動産鑑定士の通常の調査の範囲では事実の確認が困難

な場合、調査範囲等条件を設定することができる。 

ただし、鑑定評価書等の利用者の利益を害するおそれがないと判断される場合に

限る。 

   ⑷ その他の条件 

上記⑴～⑶以外に不動産鑑定評価委託契約において業務上の前提条件がある場合



10 

 

に設定することができる。 

  ４ 価格又は賃料の種類 

    上記３で設定する評価条件を踏まえて価格又は賃料の種類を確定する。 

   ⑴ 価格 

    ① 正常価格 

    ② 限定価格 

    ③ 特定価格 

    ④ 特殊価格 

   ⑵ 賃料 

    ① 正常賃料 

    ② 限定賃料 

    ③ 継続賃料 

 

 第２ 処理計画の策定 

    評価財産に係る利用計画、契約予定日等について確認を行うとともに、評価事務に

要する日数のほか、不動産鑑定士等の選定、国有財産等の管理及び処分の担当者（担

当機関）における予定価格の決定、処分等相手方との折衝等の事務に要する日数を勘

案の上、評価の着手日及び評定価格の回答日の設定を行うなど、適切な処理計画を策

定する。 

 

 第３ 資料の収集及び整理 

    国有財産等の価格は、その現実の状態に応じて変動するものであるから、現実の状

態が確認できる資料を客観性の確保に配慮しつつ可能な限り収集する。 

 

第４ 鑑定業者等の選定 

    鑑定業者等は、令和元年９月 24日付財理第 3228号「国有財産等の評価に係る不動産

鑑定業者の選定方法について」通達に定めるところにより選定する。 

 

 第５ 鑑定業者等への評価依頼 

１ 鑑定業者等への評価依頼は、上記第１で確定した基本的事項を記した書面（第１、

２号様式（財務局等の実情によりこれを修正して使用して差し支えない。以下、本基

準の他の様式について同じ。））により行う。また、必要な関係資料を提供するととも

に、以下の事項について適切に説明する。 

   ⑴ 依頼目的及び確定した基本的事項等 

   ⑵ 提供した関係資料の作成者及び作成の背景・経緯等 

⑶ 評価財産の過去の一般競争入札における最低売却価格等の情報（第１号様式（別

紙）） 

２ 地下埋設物又は土壌汚染等の土地の物理的瑕疵が存する場合、これらの瑕疵が地価
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に及ぼす影響を十分説明するよう鑑定業者等に要請する。 

３ 評価に当たって、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）第４条第１項の規定により消

費税の課税対象となる建物等の鑑定評価額等は、原則として消費税相当額を含まない

ものとする。 

また、同法第６条第１項の規定により非課税となる土地等の評価において、土地の

造成等課税対象となる役務の提供に係る経費等を考慮するときは、当該経費等相当額

は、消費税相当額（円単位未満切捨て）を含むものとする。 

４ 評価依頼後、依頼時に確定した基本的事項等を変更する場合には、必要に応じて、

「不動産鑑定士が不動産に関する価格等調査を行う場合の業務の目的と範囲等の確定

及び成果報告書の記載事項に関するガイドライン」（平成 21 年８月 28 日付国土交通事

務次官通知。以下「価格等調査ガイドライン」という。）の「Ⅱ．業務の目的と範囲等

の確定」に定めのある「変更を明記した文書等」（いわゆる「確認書」）の取り交わし

を行う。 

 

 第６ 鑑定評価書等の審査 

  １ 審査に当たっての基本姿勢 

    鑑定業者等から提出された鑑定評価書等の審査は、客観的立場において行い、鑑定

評価書等の内容について確認を行う。その際、不動産鑑定評価基準及び価格等調査ガ

イドラインに留意する。 

  ２ 審査の方法 

    鑑定評価書等の審査は、原則として書面による審査（鑑定評価書等の内容について

の鑑定業者等への聴取及び説明資料の徴求を含む。）を行う。ただし、書面による審査

のみでは審査の適正を期し難いと認めるときは、実地調査の上、審査を行う。 

  ３ 審査の内容 

⑴ 価格形成要因の把握 

     上記第３で収集した資料等を基に、評価財産の価格形成要因を把握する。 

   ⑵ 鑑定評価書等の審査事項 

    鑑定評価書等の審査は、以下の事項等について、第３－２号様式を活用して確認

する。 

    ① 依頼目的及び確定した基本的事項と鑑定評価書等の記載内容との整合性 

    ② 上記⑴で把握した価格形成要因と鑑定評価書等の記載内容との整合性 

    ③ 表記及び計算の正確性 

    ④ 不動産鑑定評価の各段階における各種判断等の説得性 

     イ 同一需給圏、近隣地域の範囲、市場分析及び標準的使用（標準的画地） 

     ロ 最有効使用（土地の最有効使用、建物及びその敷地の最有効使用） 

     ハ 適用した評価手法及びその内容 

二 試算価格又は試算賃料の調整（複数の評価手法を適用した場合には、各手法

に共通する価格形成要因に係る判断の整合性を含む。） 
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  ４ 鑑定業者等に対する要請等 

  鑑定評価書等の内容に疑義等がある場合には、鑑定業者等に対して以下の要請等を

行う。 

   ⑴ 事実関係に係る是正 

  鑑定評価書等の記載内容と依頼目的及び確定した基本的事項とが異なる場合又は

事実関係に誤認がある場合には、その相違点等を明らかにして是正の要請をする。 

   ⑵ 疑問点、不明点に係る説明、再検討 

  鑑定評価書等の記載内容について、疑問点又は不明点がある場合には、説明を求

めるとともに、必要に応じて再検討の要請をする。 

   ⑶ 第三者チェックの有識者意見の活用 

平成 30 年９月 18 日付財理第 3111 号「普通財産の処分価格等の明確化に係る手続

きについて」通達第４の１に定める第三者チェックの結果、外部の有識者から意見

が示された場合には、不動産鑑定士に伝達し活用を促す。 

ただし、不動産鑑定評価は、独立した専門職業家である不動産鑑定士が行うもの

であるため、最終判断及び責任は不動産鑑定士が負うものであることに留意する。 

  ５ 審査調書の作成 

鑑定評価書等の審査を行った後、審査の内容を明らかにした審査調書（第３号様式）

を作成する。 

 

第７ 評定価格の決定 

１ 上記第６の鑑定評価書等の審査を経て、鑑定評価額等を基として評定価格を決定す

る。この場合において、以下の点に留意する。 

⑴ 複数の鑑定評価書等を徴した場合には、これらを平均した価格を基とする。 

   ⑵ 鑑定評価額等が零以上でない場合には、評定価格は「無し」とする。 

２ 一般競争入札対象財産の評定価格は、上記１の規定にかかわらず、需給の状況等を

考慮して鑑定評価額等を 20％の範囲で修正することができる。 

３ 評定価格の算定に当たっては、上位４位以下の端数を四捨五入の上、上位３位にと

どめ、端数計算の結果、１円以上 1,000円未満となった場合には 1,000 円とする。 

  ただし、賃料の評価は端数計算を行わない。 

 

 第８ 評価調書の作成 

    評定価格の決定に当たっては、評価の内容を明らかにした評価調書（第４号様式）

を作成する。 

    評価調書の作成は、審査調書の作成と併せて行う。 

 

第４章 特例評価 

特例評価については、上記第２章第５の２に規定する評価財産ごとに以下の手順に

より行うものとする。 
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 第１ 数量単位当たりの評定価格 

  １ 単独利用困難な土地 

    単独利用困難な土地の数量単位当たりの評定価格は、一体利用地を判定したうえで、

評価土地の現況により、宅地、宅地造成地及びその他の土地の区分に分類して以下の

とおり算定する。 

   ⑴ 一体利用地の判定 

一体利用地とは、評価土地を含めて一体で利用することが適当と認められる画地

をいう。一体利用地の判定に当たっては、以下の点に留意する。 

① 土地所有関係にかかわらず、一区画の土地として利用されているか否かその使

用の実態に応じて判定する。 

② 一区画の土地として利用されているか否かは、不動産登記上の筆界にかかわら

ず、現況の土地の用途により判定する。 

   ⑵ 宅地 

    （算式） 

     
数量単位当たりの

評定価格
＝ �

基礎とする

土地の価格
−
造成・有益

費等相当額
�× �１−

借地権

割合
�×

需給関係に

よる修正
 

（更地価格） 

 

 ① 基礎とする土地の価格 

イ 一体利用地内に宅地の取引事例がある場合 

   （算式） 

       
基礎とする

土地の価格
＝

�
各取引

事例価格
×

事情に

よる修正
×

時点に

よる修正
�の合計

取引事例の数
 

 

     （イ）各取引事例価格 

  一体利用地の所有者等から宅地の取引事例（評価土地の価格時点から原則

として既往５年以内の取引事例）に係る資料等を取得した場合には、取引事

例価格を基として基礎とする土地の価格を算定する。 

     （ロ）事情による修正 

        取引事例が特別な事情等を含み、取引事例価格に影響していると認められ

る場合には、事情による修正を行う。ただし、取得した資料等では修正する

ことが困難な場合には、当該取引事例価格を使用しない。 

       Ａ 取引事例価格が取引の際における極度の買進み、売急ぎ又は特別な縁故

関係等による特別な事情が加味されたものであると判明したときは、当該

特別な事情がない価格に修正する。 

       Ｂ 取引事例価格が所有権以外の権利付価格であるときは、これらの権利が
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付されていない土地としての価格に修正する。 

Ｃ 取引事例価格に建物価格、立木補償及び移転補償等土地の対価以外のも

のが含まれているときは、当該取引事例価格からこれらを控除して修正す

る。 

     （ハ）時点による修正 

        取引事例の契約時点と評価土地の価格時点との間において土地の価格水準

に変動があると認められるときは、その間の時点による修正を行う。 

        時点による修正は、以下のうち適当と認められる方法により求めた修正率

を用いて行う。また、各指標の基準日以降の変動予測は、民間の調査機関等

の地価動向調査等を考慮することができる。 

       Ａ 国土交通省地価公示又は都道府県地価調査の地価（以下「公示価格等」

という。）の変動を基とした修正率 

       Ｂ 相続税路線価の変動を基とした修正率 

       Ｃ Ａ及びＢを加味した修正率 

       Ｄ Ａ～Ｃにより難い場合には、意見書の変動率 

     ロ 一体利用地内に宅地の取引事例がない場合 

     （イ）路線価地域に所在する場合 

       （算式） 

        
基礎とする

土地の価格
＝
一体利用地の

相続税評価額
× 時価倍率 × 時点による修正 

      

       Ａ 相続税評価額 

         相続税評価額は、財産評価基本通達の規定によって算定する。その際、

評価土地の価格時点が９月１日から 12月 31日までの間であるものは、その

年の相続税評価額を用いる。 

この場合において、以下の点に留意する。 

       （Ａ）評価土地が私道敷地、高圧線下地又はがけ地の場合は、一体利用地に

ついて、財産評価基本通達で定める私道評価、がけ地補正率等の修正は

行わない。 

       （Ｂ）一体利用地が財産評価基本通達に規定する地積規模の大きな宅地に該

当しない場合において、一体利用地の所有者等から一体利用地の固定資

産税評価額に係る資料等を収集したときには、使用の可否等を判断した

上で、上記算式の一体利用地の相続税評価額を当該一体利用地の固定資

産税評価額を基とした価格に読み替えることを妨げない。その際、評価

土地の価格時点が９月１日から３月 31 日までの間であるものは、その年

度の固定資産税評価額を用いる。 

ただし、当該固定資産税評価額に上記（Ａ）に類する修正がされてい

る場合には、当該修正の適用がない価格に補正する。 



15 

 

         （算式） 

          

一体利用地の

固定資産税評価額

を基とした価格

＝
一体利用地の

固定資産税評価額
×
一体利用地の相続税路線価

一体利用地の

固定資産税路線価

 

        

       Ｂ 時価倍率 

         原則として 1.00倍とし、財務局長等が必要と認める場合は 1.00を修正す

ることができる。 

       Ｃ 時点による修正 

         上記イ（ハ）により求める。 

         ただし、規定中「取引事例の契約時点」とあるのは「相続税評価額の調

査時点（評価土地の価格時点の属する年の相続税評価額の場合はその年の 1

月 1日、前年分の相続税評価額の場合は前年の 1月 1日）」と読み替える。 

 

なお、基礎とする土地の価格の算定が困難な場合には、鑑定評価書等によ

り求めることができる。 

     （ロ）倍率地域に所在する場合 

（算式） 

        
基礎とする

土地の価格
＝
一体利用地の

相続税評価額
× 時価倍率 × 時点による修正 

      

       Ａ 相続税評価額 

         相続税評価額は、上記（イ）Ａ（（Ｂ）を除く。）により求める。 

         この場合において、以下の点に留意する。 

       （Ａ）一体利用地の所有者等から一体利用地の固定資産税評価額に係る資料

等を収集した場合には、使用の可否等を判断した上で、当該固定資産税

評価額を用いて相続税評価額を算定することを妨げない。その際、評価

土地の価格時点が９月１日から３月 31 日までの間であるものは、その年

度の固定資産税評価額を用いる。 

       （Ｂ）一体利用地が財産評価基本通達に規定する地積規模の大きな宅地に該

当する場合は、財産評価基本通達 21－２ただし書は適用しない。 

       Ｂ 時価倍率 

         上記（イ）Ｂにより求める。 

       Ｃ 時点による修正 

         上記（イ）Ｃにより求める。 

 

なお、基礎とする土地の価格の算定が困難な場合には、鑑定評価書等によ
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り求めることができる。 

② 造成・有益費等相当額 

      造成・有益費等相当額は、財産評価基本通達の規定に準じて算定し、この規定

により算定することができない又は適当でないときは、意見書により求めること

ができる。 

なお、基礎とする土地の価格の算定において、既に造成・有益費等相当額が控

除されている場合等には、重複して控除することのないよう留意する。 

    ③ 借地権割合 

借地権割合は、財産評価基本通達の規定に基づく割合により求める。 

なお、財産評価基本通達の規定に基づく地域別の借地権割合によることが著し

く実情に沿わないと認められる場合は、意見書によることができる。 

また、評価土地が誤信使用財産である場合は「誤信使用財産取扱要領」通達に

より求める。 

④ 需給関係による修正 

評価土地の態様に応じて、次表に掲げる修正率を適用して需給関係による修正

を行う。この場合において、以下の点に留意する。 

イ 評価土地が複数の態様にまたがる場合には、態様ごとに区分したうえで、修

正率を適用する。 

ロ 態様が重複する場合には、重複する態様のうち最も低い修正率を適用する。 

ハ 基礎とする土地の価格を上記①イで算定する場合において、採用した取引事

例が、私道敷地、高圧線下地又はがけ地であって評価土地と同一の態様に属す

る土地に係る取引事例価格である場合には、次表の上記以外の土地とみなして

需給関係による修正を行う。 

二 基礎とする土地の価格を上記①ロで算定する場合において、土砂災害特別警

戒区域内にあるがけ地の需給関係による修正は、財産評価基本通達の特別警戒

区域補正率に次表に掲げるがけ地の修正率を乗じて適用する。 

この場合において、その最小値は 0.50 とすると定められているが、本基準で

は、単独利用困難な土地の性質に鑑み、当該最小値は適用しない。  

  また、固定資産税評価額を用いて算定する場合には、市町村に特別警戒区域

の指定による減価の有無を確認し、既に考慮されている場合には、重複して修

正することがないよう留意する。 

 

態       様 修正率（残価率）（％） 

私   道   敷   地 10 

高  圧  線  下  地 30 

が け 地 

45度以上 ５ 

30度以上 45度未満 20 

15度以上 30度未満 40 

上 記 以 外 の 土 地 50 
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   ⑶ 宅地造成地 

     宅地造成地とは、造成後経過期間がおおむね５年以内の宅地、造成中の宅地見込

地及び宅地造成することが決定又は予定されている宅地見込地をいう。 

     また、宅地造成とは、田、畑等宅地以外の土地を宅地とするため、道路等公共施

設の新設を伴うなど相当規模の切土、盛土等の土木工事を要するものである。 

     なお、宅地造成地の所在する地域の発展状況によって、造成後市街化されるまで

の期間に著しく差異を生ずる場合があるので、造成後の経過期間が５年以内であっ

ても周辺が市街地として熟成しているときは、宅地として評価するものであるから

留意する。 

（算式） 

     
数量単位当たりの

評定価格
＝ �

基礎とする

土地の価格
−
造成・有益

費等相当額
�× �１−

借地権

等割合
�×

需給関係に

よる修正
 

                 （更地価格） 

 

    ① 基礎とする土地の価格 

イ 宅地造成地内に宅地造成前の土地（以下「素地」という。）の取引事例がある

場合 

（算式） 

       
基礎とする

土地の価格
＝

�
各取引

事例価格
×

事情に

よる修正
×

時点に

よる修正
×
各取引事例

の面積
�の合計

取引事例の総面積
 

 

     （イ）各取引事例価格 

        一体利用地の所有者等から素地の取引事例（評価土地の価格時点から原則

として既往３年以内の取引事例とし、これがない場合には既往５年以内の取

引事例とする。）に係る資料等を取得した場合には、取得したすべての取引事

例価格を基として基礎とする土地の価格を算定する。 

        この場合において、以下の点に留意する。 

       Ａ 評価土地の分布状況等からみて、単一の価格によることが著しく不適当

と認められる場合は、宅地造成地を適宜分割し、それぞれに対応する取引

事例価格による。 

Ｂ 複数の取引事例価格が同一年（暦年又は決算年度）内にある場合は、最

後に行われた取引の取引時点を同一年内のすべての取引事例価格の取引時

点とする。 

Ｃ 評価土地の価格時点から既往１年又は２年以内に素地の価格水準を把握

できる取引事例価格がある場合は、既往１年又は２年以内の取引事例価格

による。 
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（ロ）事情による修正 

        上記⑵①イ（ロ）により求める。 

     （ハ）時点による修正 

        上記⑵①イ（ハ）により求める。 

     ロ 宅地造成地内に素地の取引事例がない場合 

       上記⑵①ロにより求める。 

    ② 造成・有益費等相当額 

      上記⑵②により求める。 

③ 借地権等割合 

借地権割合は、上記⑵③により求める。 

耕作権割合は、財産評価基本通達の規定に基づく割合により求める。 

なお、財産評価基本通達の規定に基づく地域別の耕作権割合によることが著し

く実情に沿わないと認められる場合は、意見書（原則として評価土地の所在する

地域における農業委員会の意見書）によることができる。 

また、評価土地が誤信使用財産である場合は「誤信使用財産取扱要領」通達に

より求める。 

④ 需給関係による修正 

  上記⑵④により求める。 

   ⑷ その他の土地 

（算式） 

     
数量単位当たりの

評定価格
＝ �

基礎とする

土地の価格
−
造成・有益

費等相当額
�× �１−

耕作権

割合
�×

需給関係に

よる修正
 

（更地価格） 

 

    ① 基礎とする土地の価格 

      上記⑵①により求める。 

    ② 造成・有益費等相当額 

      上記⑵②により求める。 

    ③ 耕作権割合 

      上記⑶③（借地権割合を除く。）により求める。 

    ④ 需給関係による修正 

      上記⑵④により求める。 

  ２ 堂宇敷地等 

    堂宇敷地等の数量単位当たりの評定価格は、以下のとおり算定する。 

   （算式） 

    
数量単位当たりの

評定価格
＝
基礎とする

土地の価格
×
需給関係に

よる修正
 

             （更地価格） 
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⑴ 基礎とする土地の価格 

     基礎とする土地の価格は、上記１の規定に準じて求める。 

     ただし、⑵①ロ（イ）Ａ（Ａ）及び（Ｂ）並びに（ロ）Ａ（Ａ）及び（Ｂ）を除

く。 

この場合において、以下の点に留意する。 

① 評価土地が所在する地域の標準的な用途に供されているものとして、基礎とす

る土地の価格を求める。 

    ② 基礎とする土地の価格の算定が困難な場合には、鑑定評価書等により求めるこ

とができる。 

⑵ 需給関係による修正等 

評価土地の用途に応じて修正率を適用して需給関係による修正を行う。 

    ① 堂宇敷地（地蔵尊、馬頭観音及び祠等の敷地） 

      その状況に応じ、残価率を 50％程度まで見込む。 

② 墳墓地（墳墓の用に供されている土地） 

  その状況に応じ、残価率を 50％程度まで見込む。 

③ 海浜地（表土が砂れきからなる海沿いの自然状態にある平坦な土地） 

  評価土地を近隣の土地に相応した土地とするために必要とする造成費等相当額

の限度内において、経済価値を参しゃくして残価率を見込む。 

  なお、評価土地が林地に介在する場合は、その状況に応じ、残価率を 50％程度

まで見込む。 

④ 池沼（自然水等を貯水している土地） 

  次のイ又はロのいずれかによる。 

 イ 評価土地を近隣の土地に相応した土地とするために必要とする造成費等相 

当額の限度内において、その経済価値を参しゃくして残価率を見込む。 

なお、評価土地が林地に介在する場合は、その状況に応じ、残価率を 50％程

度まで見込む。 

ロ 評価土地を養魚池として利用し、その経済価値が高いと認められる場合は、

その状況に応じ、当該土地を養魚池とするために必要とする造成費等相当額及

び当該養魚池の収益力等を参しゃくして増加修正率を見込む。 

⑤ ゴルフ場等敷地（ゴルフ場、遊園地、運動場、野球場及びこれらに準ずる土地） 

  次のイ又はロのいずれかによる。 

 イ 評価土地をゴルフ場等敷地とするために必要とする造成費等相当額及び当該

ゴルフ場等の収益力を参しゃくして増加修正率を見込む。 

ロ 評価土地の経済価値が低いと認められる場合は、その状況に応じ、近隣の土

地に相応した土地とするために必要とする造成費等相当額の限度内において、

その経済価値を参しゃくして残価率を見込む。 

⑥ 貸付中の軌道等敷地（貸付契約後、10 年以上軌道敷及びプラットホーム敷とし
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て利用されている土地） 

  残価率を 50％とする。 

なお、その一区画の土地は、帯状の土地をその周辺の価格標準を考慮し、適宜、

一定の範囲で分割して定めるものとする。 

⑦ 鉱泉地（鉱泉（温泉及び冷泉を含む。）の涌出口並びにその維持及び管理に必要

な土地） 

      一口座について、その鉱泉地と状況の類似する鉱泉地の価格若しくは取引事例

価格又は鑑定評価書等を参しゃくして求める。 

  ３ 貸付中の財産等及び鑑定評価書等を徴することに経済的合理性がない評価財産 

    貸付中の財産等及び鑑定評価書等を徴することに経済的合理性がない評価財産の数

量単位当たりの評定価格は、評価財産の区分により以下のとおり算定する。 

   ⑴ 土地 

    （算式） 

     
数量単位当たりの

評定価格
＝ �

基礎とする

土地の価格
−
造成・有益

費等相当額
�× �１−

借地権等

割合
� 

                 （更地価格） 

 

 ① 基礎とする土地の価格 

     （算式） 

      
基礎とする

土地の価格
＝

評価土地の

相続税評価額
× 時価倍率 × 時点による修正 

      

     イ 相続税評価額 

相続税評価額は、上記１⑵①ロ（イ）Ａ（（Ａ）及び（Ｂ）を除く。）により

求める。 

鑑定評価書等を徴することに経済的合理性がない評価財産のうち、土地の一

部を分割して処分するような場合の数量単位当たりの評定価格は、分割前の画

地等の相続税評価額により求める。 

     ロ 時価倍率 

上記１⑵①ロ（イ）Ｂにより求める。 

     ハ 時点による修正 

       上記１⑵①ロ（イ）Ｃにより求める。 

 

      なお、基礎とする土地の価格の算定が困難な場合には、鑑定評価書等により求

めることができる。 

    ② 造成・有益費等相当額 

上記１⑵②により求める。 

    ③ 借地権等割合 
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      上記１⑶③により求める。 

      なお、国有地上に存する建物を貸家にしている場合であって、当該建物に借家

権が付着することにより評価上の減価要因と認められる場合には、借地権割合に

借家権割合を乗じて求めた率を、算式において適用することができる。 

   ⑵ 建物 

    ① 国有地上の建物 

（算式） 

      
数量単位当たりの

評定価格
＝自用の建物の価格 × �１−借家権割合� 

 

イ 自用の建物の価格 

      （算式） 

       
自用の建物

の価格
＝

建物の

再調達原価
×
物理的減価

による修正
×
機能的・経済的

減価による修正
 

 

     （イ）建物の再調達原価 

        評価建物を新たに建築するものとしての標準的な再調達原価は、評価先例

（財務局等において徴した鑑定評価書等のうち、評価建物の価格時点から原

則として既往３年以内のもの）の建物の再調達原価等を参考に求める。 

        なお、適切な評価先例がない場合には、意見書によることができる。 

     （ロ）物理的減価による修正 

評価建物の建設後の期間の経過に伴い、自然的作用による老朽及び地震・

火災等の偶発的な事故により損傷している場合又は評価建物に使用者が有益

費を投じている場合は、物理的減価による修正を行う｡  

       （算式） 

        
物理的減価

による修正
＝
経年による

残価率
× 滅失残価率 

 

Ａ 経年による残価率 

  経年による残価率は、当該建物の実情により、定額法又は定率法のうち

いずれか適当と判断される方法で求める。 

（Ａ）定額法 

  （算式） 

          
経年による

残価率
＝１−

１−建物残存割合

建物耐用年数
× 経過年数 

 

（Ｂ）定率法 

  （算式） 
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経年による

残価率
＝�１−償却率�

経過年数
 

  

建物耐用年数、建物残存割合及び償却率は、減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和40年３月31日大蔵省令第15号）別表に基づき求める。 

また、建物の経過年数は、当該建物の建設年月日から価格時点までの期

間について月数計算により求めるものとし、この場合の月数は暦に従って

計算し、１か月に満たない端数を生じたときは、これを１か月とする。 

ただし、次のａ～ｃに掲げる場合は、上記により算定した経過年数に替

え、当該建物の耐用年数から当該建物の価格時点以降について現実に使用

に耐えると見込まれる期間を控除した期間を、経過年数とみなして求める。 

なお、「現実に使用に耐えると見込まれる期間」の具体的な判断に当たっ

ては、鑑定業者等の意見を求め、客観的に判断する。 

ａ 評価建物の維持管理が特に良好なものであるとき 

ｂ 評価建物の維持管理が特に不良等（地震・火災等により被害を受け、

若しくは化学薬品を使用していたことにより、又は行政財産の用途廃

止後未使用の状態となり、通常の維持管理が行われていないことによ

り、老朽化が著しいもの等）であるとき 

ｃ 評価建物の構造及び仕上げの程度が著しく劣るとき 

Ｂ 滅失残価率 

  「滅失」とは、地震・火災による被害、盗難及び風水害により、建物構

成部材が滅失している状態をいい、建物が滅失した場合に適用する滅失残

価率は、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造、コンク

リートブロック造、無筋コンクリート造、れんが造、石造及びこれらと木

造を併用する建物等（以下「鉄筋コンクリート造建物等」という。）につい

ては、次の（Ａ）及び（Ｃ）、木造建物については、次の（Ｂ）及び（Ｃ）

のそれぞれの相乗積により求める。 

（Ａ）鉄筋コンクリート造建物等の滅失残価率は、滅失している部分を補修

するために必要な滅失補修額（概算で差し支えない。）を工種別に次の算

式により求める。 

（算式） 

          滅失残価率＝１−
滅失補修額（総額）

再調達原価（総額）
 

 

（Ｂ）木造建物の滅失残価率は、別表第１に掲げる「木造建物種目別価格構

成割合表」による評価建物の各構造区分の価格構成割合に、当該構造区

分の滅失割合（概算で差し支えない。）を乗じて得た計数の合計（次の算

式においてＳと表示する。）を求め、これに次の算式を適用して算出する。 
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（算式） 

          滅失残価率＝１−
Ｓ

価格構成割合の合計（100）
 

 

（Ｃ）貸付中の評価建物に使用者が有益費を投じていることが確認できる場

合は、有益費投下時の資料に基づき、鉄筋コンクリート造建物等につい

ては、再調達原価に有益費投下部分の工種別価格構成割合（概算で差し

支えない。）を乗じて有益費相当額を求め､また､木造建物については、各

構造区分の価格構成割合に当該構造区分における有益費投下部分の割合

を乗じて得た計数の合計（次の算式においてＳと表示する。）を求め、そ

れぞれ次の算式により滅失残価率を算出する。 

（算式） 

          滅失残価率＝１− �
有益費相当額

再調達原価
又は

Ｓ

価格構成割合の合計（100）
� 

 

     （ハ）機能的・経済的減価による修正 

        評価建物が機能的陳腐化及び経済的不適応等となっている場合は、次のＡ

及びＢに定めるところにより、立地条件及び陳腐化等による残価率を求め、

機能的・経済的減価による修正を行う。 

       （算式） 

        
機能的・経済的

減価による修正
＝
立地条件による

残価率
×
陳腐化による

残価率
 

 

        なお、機能的陳腐化及び経済的不適応等が一般の不動産取引の状況からみ

て大きい場合は、自用の建物を、評価上取り壊すことが妥当と認められる建

物として取り扱うことに留意する。 

Ａ 立地条件による残価率 

評価建物の位置、環境、日照及び通風並びにガス及び水道等供給施設の

不便等により効用価値の劣る場合には、その程度に応じた残価率を見込む。 

Ｂ 陳腐化等による残価率 

最近建築された建物に比し、陳腐化又は非効率化している建物である場

合又は特殊用途向きの建物であるため、そのままでは一般に利用価値が少

ないものである場合は、その程度に応じた残価率を見込む。 

 

     ロ 借家権割合 

       借家権割合は、財産評価基本通達の規定に基づく割合により求める。 

なお、財産評価基本通達の規定に基づく地域別の借家権割合によることが著

しく実情に沿わないと認められる場合は、意見書によることができる。 
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       また、評価建物が誤信使用財産である場合は「誤信使用財産取扱要領」通達

により求める。 

② 借地上の建物（借地権付建物） 

 （算式） 

      

数量単位

当たりの

評定価格

＝ �
自用の

建物の

価格

× �１−
借家権

割合
��＋

更地

価格
×
借地権

割合
× �１−

借家権

割合
�×

借地の

面積

評価建物の延面積
 

   

   イ 自用の建物の価格 

     上記①イにより求める。 

   ロ 借家権割合 

     上記①ロにより求める。     

   ハ 更地価格 

     上記⑴により求める。 

   二 借地権割合 

     上記１⑵③により求める。 

なお、評価建物が民有地上の国有建物である場合の借地権価格の取扱いは、

昭和 61 年４月 23 日付蔵理第 1686 号「民有地上の国有建物の処理について」通

達により求める。 

  ４ 管理及び処分に緊急を要する評価財産 

   ⑴ 土地 

    ① 宅地（更地） 

      更地の数量単位当たりの評定価格は、次の算式により求める。 

     （算式） 

      

数量単位

当たりの

評定価格

＝
評価先例の

鑑定評価額
×

時点に

よる修正
×

地域格差

による修正
×

個別格差

による修正
−
造成・有益

費等相当額
 

      

     イ 評価先例の鑑定評価額 

       不動産鑑定評価基準に規定された地域分析を行い、近隣地域又は同一需給圏

内の類似地域における評価先例の鑑定評価額（財務局等において徴した鑑定評

価書等のうち、評価土地の価格時点から原則として既往３年以内のもの）から

求めるものとし、以下の点に留意する。 

     （イ）評価先例において標準的画地の価格が求められている場合には、評価先例

の鑑定評価額ではなく標準的画地の価格を採用することができる。 

     （ロ）評価土地の規模が評価先例の規模を著しく上回り、評価土地を分割利用す

ることが合理的と認められるときは、評価土地を標準的な宅地規模に区画割
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りするとした場合に必要となる道路、公園等の潰地による修正を次の算式に

より行った後の価格を採用することができる。 

       （算式） 

        

修正後の

評価先例の

鑑定評価額

＝
評価先例の

鑑定評価額
× �１−

想定した道路及び公園等の面積

評価土地の面積
� 

 

     ロ 時点による修正 

       上記１⑵①イ（ハ）により求める。 

       ただし、規定中「取引事例の契約時点」とあるのは「評価先例の価格時点」

と読み替える。 

     ハ 地域格差による修正 

       近隣地域と評価先例が所在する地域との間において地域格差が認められる場

合には、当該評価先例の鑑定評価額を現状に即した地域格差により修正する。 

       地域格差による修正は、別表第２「地域格差比較項目表」を適用し、次の算

式により地域格差修正率を求め、当該評価先例の鑑定評価額をその地域格差修

正率により修正する。 

       なお、別表第２「地域格差比較項目表」の格差率は標準的な率であることか

ら、同表によることが現状に即さないと認められるときは、当該修正率を超え

て修正したものを採用する。 

       また、評価先例が近隣地域に所在する場合には、地域格差による修正は行わ

ない。 

      （算式） 

       地域格差修正率＝
近隣地域の格差率（100）

評価先例が所在する地域の格差率
 

 

     二 個別格差による修正 

       評価土地と評価先例との間において個別格差（造成・有益費等相当額で考慮

するものを除く。）が認められる場合には、評価先例の鑑定評価額を現状に即し

た個別格差により修正する。 

       個別格差による修正は、別表第３「個別格差比較項目表（Ａ）」及び別表第４

「個別格差比較項目表（Ｂ）」を適用し、次の算式により格差修正率を求め、当

該評価先例の鑑定評価額をその格差修正率により修正する。 

なお、別表第３「個別格差比較項目表（Ａ）」及び別表第４「個別格差比較項

目表（Ｂ）」の格差率は標準的な率であることから、同表によることが現状に即

さないと認められるときは、当該格差率を超えて修正したものを採用する。 

  （算式） 
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       個別格差修正率＝
評価土地の格差率

評価先例の格差率
 

 

     ホ 造成・有益費等相当額 

       上記１⑵②により求める。 

② 宅地以外の土地 

  宅地以外の土地（建付地、貸家建付地、借地権及び底地を除く。）については、

上記①の規定に準じて求める。 

なお、個別格差による修正については、別表第５「個別格差比較項目表」を適

用する。 

⑵ 自用の建物 

  自用の建物（解体する場合を除く。）の数量単位当たりの評定価格は、上記３⑵①

イにより求める。 

⑶ 工作物 

工作物（解体する場合を除く。）の数量単位当たりの評定価格は、１メートル又は

１個ごとに、上記３⑵①イの規定に準じて求める。 

⑷ 機械 

機械（解体する場合を除く。）の数量単位当たりの評定価格は、機械１個ごとに、

上記３⑵①イの規定に準じて求める。 

なお、機能的・経済的減価による修正を行うに当たって、労働安全衛生法（昭和

47 年法律第 57 号）による検査を必要とする場合は、これに必要とする経費を考慮し

て残価率を見込む。 

⑸ 船舶 

船舶（解体する場合を除く。）の数量単位当たりの評定価格は、船舶１隻ごとに、

上記３⑵①イの規定に準じて求める。 

なお、機能的・経済的減価による修正を行うに当たって、船舶安全法（昭和８年

法律第 11 号）による検査を必要とする場合は、これに必要とする経費を考慮して残

価率を見込む。 

⑹ 航空機 

航空機（解体する場合を除く。）の数量単位当たりの評定価格は、１機ごとに、上

記３⑵①イの規定に準じて求める。 

 

第２ 評定価格の決定 

  １ 各評価財産の評価単位及び数量単位は以下による。 

      

評価財産の区分 評価単位 数量単位 

土地 
宅地及び宅地見込地 （平方メートル） 

一区画の土地 

１平方メートル当たり 

農地・林地 1,000平方メートル当たり 
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建物 
（平方メートル） 

一棟 
延１平方メートル当たり 

工作物 
メートル １メートル当たり 

一個 １個当たり 

機 械 一個 １個当たり 

船 舶 一隻 １隻当たり 

航空機 一機 １機当たり 

 

  ２ 評定価格の算定に当たって、以下の点に留意する。 

   ⑴ 相手方ごとの評定価格は､評価財産の区分ごとの評定価格の合計額による｡ 

   ⑵ 評価財産の区分ごとの評定価格は、評価単位当たりの評定価格の合計額による。 

⑶ 評価単位当たりの評定価格は、数量単位当たりの評定価格に評価数量を乗じて求

める。 

  ３ 評定価格の算定に当たって、端数計算は以下のとおりとする。 

⑴ 金額 

① 価格計算 

評定価格を算定するまでの計算過程において、価格計算の結果、１円未満の端

数が生じた場合には､その端数を四捨五入の上、円の単位にとどめる。 

ただし、その過程において、相続税評価額及び固定資産税評価額を基とした価

格を求める場合は、その端数を切り捨てる。 

② 数量単位当たりの評定価格 

数量単位当たりの評定価格の端数計算は以下による。 

 

数量単位当たりの評定価格 端数計算 

10万円以上 1,000円未満の端数を四捨五入し、 

1,000円の単位にとどめる。 

１万円以上 10万円未満 100円未満の端数を四捨五入し、 

100円の単位にとどめる。 

10円以上１万円未満 10円未満の端数を四捨五入し、 

10円の単位にとどめる。 

1円以上 10 円未満 端数計算しない。 

 

③ 評価単位当たりの評定価格 

評価単位当たりの評定価格の端数計算は以下による。 

 

評価単位当たりの評定価格 端数計算 

10億円以上 100万円未満の端数を四捨五入し、 

100万円の単位にとどめる。 

10万円以上 10億円未満 上位４位以下の端数を四捨五入し、 

上位３位にとどめる。 

1,000円以上 10 万円未満 1,000円未満の端数を四捨五入し、 

1,000円の単位にとどめる。 

1円以上 1,000円未満 1,000円とする。 
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⑵ 修正率等 

各種の修正率又は指数は、小数点４位以下の端数を四捨五入の上、小数点３位に

とどめる。なお、格差修正率を求める場合の格差率については、小数点２位にとど

める。 

 

第３ 評価調書の作成 

    評定価格の決定に当たっては、評価の内容を明らかにした評価調書（第５～９号様

式）を作成する。 

 

第５章 評価替等 

    評価財産の契約予定日が上記第２章第３に規定する評定価格の有効期間を超える場

合には、以下の手順により評価替等を行い、評定価格を求める。 

 

 第１ 評価替の対象財産 

    評価替の対象財産は以下のとおりとする。 

  １ 一般評価により評定価格を求めた評価財産（新規賃料を含む。） 

  ２ 特例評価により評定価格を求めた評価財産のうち、管理及び処分に緊急を要する評

価財産（これに該当しない評価財産については、改めて特例評価を行って評定価格を

求める。） 

 

 第２ 評価替の方法 

  公示価格等を基とした変動率等、適当と認められる方法により求めた変動率を当初

の評定価格に乗じて評価替を行う。 

ただし、これにより難い場合又は新規賃料の評価替の場合には、意見書の変動率に

よる。 

 

 第３ 評定価格の決定 

  １ 評価替等による評定価格の決定は、以下のとおり行う。 

   ⑴ 当初の評定価格を一般評価により求めた場合 

上記第３章第７（２を除く。）の規定に準じて行う。 

⑵ 当初の評定価格を特例評価により求めた場合 

上記第４章第２の規定に準じて行う。 

  ２ 一般競争入札対象財産について、評価替を行う場合又は改めて特例評価を行って評

定価格を求める場合には、評定価格の決定に当たり、当分の間、評価土地に対する市

場の需給の状況に応じた修正を行うことができる。 

 

第４ 評価調書の作成 
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    評定価格の決定に当たっては、評価の内容を明らかにした評価調書（第４号様式）

を作成する。 

 

第５ 改めて鑑定評価書等を徴する場合 

    以下に該当する場合等、上記第２によることが適当でない場合には、原則として改

めて鑑定評価書等を徴し、上記第３章の規定により評定価格を求める。 

  １ 当初の価格時点から評価替の価格時点の間に、地価等に急激な変動が生じた場合 

評価財産の周辺地域における相続税路線価、公示価格等が、前年比 10％以上変動し

ている場合又は前年比５％以上の変動が同一方向に２年連続した場合等 

２ 鑑定評価書等の受領後新たに価格形成要因が判明した場合又は価格形成要因が変動

した場合 

  

 

第６章 他の手法等 

 

 第１ 本基準に定めのない他の手法等 

 財務局長等は、本基準に定めのない他の手法等によることが適当であると認められ

る場合には、あらかじめ、本省と意見調整の上、他の手法等により評価することがで

きる。 

 

 第２ 通達改正に伴う経過措置 

    本通達は、令和７年４月１日以降、新規に評定価格を決定するものから適用する。 

ただし、同日前に評定価格を決定して相手方と交渉を開始している場合には、なお

従前の例によることができる。 



 

 

         

     

 
 
 

       

 

   

 

   

 

   

 

       

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

        

            

            

 

                                                                       

第1号様式

（  ）鑑定評価依頼書

１ 財産の所在地、種目、構造、数量及び所有者 

所 在 地 種  目 構  造 数  量 所 有 者

２ 財産の状況 

① 財産の状況 

② 所有権以外の権利の存否及びその内容 

３ 鑑定評価の条件 

① 依頼目的 

② 財産の類型（有形的利用及び権利関係の態様） 

③ 価格時点 令和 年 月 日 

④ 価格の種類 

⑤ その他の条件 

４ その他 

① 鑑定評価書の記載内容はなるべく詳細に記載すること。 

② 鑑定評価書の提出期限 令和 年 月 日 

③ 〃   提出部数  部  

④ 現地確認の日時 令和 年 月 日

集合場所 

担当者氏名 

５ 添付資料 



 

    

    

    

    

    

 
 

 
 

 
 

 

 

 

第1号様式（別紙） 

入 札 実 施 日 年  月  日 年  月  日 年  月  日

区 分

公 表 価 格 円 円 円

応札（募）者数 人 人 人

公 表 方 法

公 表 期 間
年 月 

～ 

日

年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

（注１）「区分」欄には、「一般競争入札」及び「一般競争入札（価格公表分）」の別を記

入する。 

（注２）「公表方法」欄には、レインズ、ホームページ、掲示板等の具体的方法を記入する。

なお、公表方法が複数ある場合には、「○○等」として主なものを記入する。その

際、「公表期間」欄には通算した期間を記入する。 

（注３）上表については、入札等実施回数に応じ、適宜、欄を追加する。 



 

 

                                   

 

 

 

                                

                                

                                  

 

 

         

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

                                                                             

第2号様式

令和  年  月 日

支出負担行為担当官 財務（支）局総務部（次）長 殿 

 所在地

 商号又は名称

 代表者氏名 印

（  ）鑑定評価請書

   令和  年  月   日付  第 号で依頼のあった下記１の物件にかかる

鑑定評価については、下記２の留意事項を厳守し誠実に履行いたします。 

記 

１ 物件の所在 

２ 留意事項 

① 本契約の履行期限は令和 年 月 日とする。 

② 本評価にあたり、知り得た事項及び評価額については守秘義務を負うこと。 

③ 本物件に対する貴（支）局以外からの評価依頼は、これを辞退すること。 

④ 本契約の履行について、作業の全部又は一部を第三者に委託しないこと。 

⑤ 鑑定評価依頼書に記載された依頼内容により評価を行うこと。 

⑥ 上記各事項の一に該当する場合は、本契約を解除されても異存がないこと。 



 

 

 

第３号様式 

年  月  日 

審 査 調 書 

物件番号             

担 当 者             

 下記財産の不動産鑑定評価書について、国有財産評価基準に則り、審査を了した。 

記 

 １ 財産の表示 

   所 在 地 

   区分･数量 

 

 ２ 不動産鑑定業者・担当不動産鑑定士 

 

 ３ 審査結果 

 

備考  

 



 

 

第３－２号様式（その①） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（更  地） 

 物件番号  
担当者  

 対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

 

 

 

 

評

 

価

 

手

 

法

 

の

 

適

 

用

 

内

 

容 

取引事例比較法    取引事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的 

要因の比較 
   

比準価格の試算    
その他    

土地残余法 

（収益還元法） 
最有効使用に係る建物 

等の想定内容 
   

総収益及び総費用    
基本利率及び純収益の 

変動率 
   

未収入期間    
建物等の初期投資額    
その他    

開  発  法 分譲想定    
開発計画    
収支計画    
開発スケジュール    
投下資本収益率    
その他    

原 価 法 素地価格    
造成工事費等    
熟成度加算    
その他    

公示価格との規準等    
その他    

 



 

 

 

第３－２号様式（その②） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（建付地） 

 物件番号  
担当者  

 対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

取引事例比較法    取引事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的 

要因の比較 
   

比準価格の試算    
配分法    
その他    

土地残余法 

（収益還元法） 
最有効使用に係る建物 

等の想定内容 
   

総収益及び総費用    
還元利回り    
現に存する建物の状況    
その他    

現状の利用状況と更地としての最有効使用との

関係 

   

更地化の難易の程度等    
その他    

 

 



 

 

第３－２号様式（その③） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（貸家建付地） 

 物件番号  
担当者  

 対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

取引事例比較法    取引事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的 

要因の比較 
   

比準価格の試算    
配分法    
取引事例に係る建物等

の賃貸借契約の内容 

   

その他    
土地残余法 

（収益還元法） 
最有効使用に係る建物 

等の想定内容 
   

総収益及び総費用    
還元利回り    
現行の建物等に係る賃

貸借契約の内容 

   

その他    
現状の利用状況と更地としての最有効使用との

関係 

   

更地化の難易の程度等    
その他    

 

 



 

 

第３－２号様式（その④） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（借地権） 

 

 物件番号  
担当者  

 対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

借地権の種類    

借地権取引の慣行 

借地権取引の慣行    
借地権の取引形態    
借地契約当事者以外の

取引 

   

借地権の新規設定    
一時金授受の慣行    

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

取引事例比較法 取引事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的 

要因の比較 

   

比準価格の試算    
その他    

土地残余法 総収益及び総費用    
還元利回り    
借地契約の内容    
その他    

割合法 借地権割合    
その他    

賃料差額還元法 賃料差額及び取引部分    
還元利回り    
その他    

底地価格控除法 更地価格等    
底地価格    

その他    
 



 

 

第３－２号様式（その⑤） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（底  地） 

 物件番号  
担当者  

 対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

底地の種類    

底地取引の慣行 

借地権取引の慣行    
借地権の取引形態    
借地契約当事者以外の

取引 

   

借地権の新規設定    
一時金授受の慣行    

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

収益還元法 総収益及び総費用    
経済的利益の復帰の可

能性の程度 
   

還元利回り又は割引率    
その他    

取引事例比較法 取引事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的 

要因の比較 
   

比準価格の試算    
取引事例にかかる経済

的利益の復帰の可能性

の程度 

   

その他    
借地人が底地を買い取る場合における市場性の

回復の程度及び増分価値とその配分方法 
   

その他    
 

 

 



 

 

第３－２号様式（その⑥） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（農地・林地） 

 物件番号  
担当者  

 対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

取引事例比較法    取引事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的 

要因の比較 
   

比準価格の試算    
取引形態    
宅地化の影響の程度    
その他    

収益還元法 総収益及び総費用    
還元利回り    
その他    

原価法 素地価格    
造成工事費等    
熟成度加算    
その他    

その他    
 

 

 



 

 

第３－２号様式（その⑦） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（宅地見込地） 

 物件番号  
担当者  

 対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

 

 

 

 

評

 

価

 

手

 

法

 

の

 

適

 

用

 

内

 

容 

取引事例比較法    取引事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的 

要因の比較 
   

比準価格の試算    
取引事例に係る造成後

・転換後に想定される更

地価格 

   

取引事例の造成の難易

度及び造成後の有効利

用度 

   

その他    
転換後・造成後の更

地価格から求める方

法 

転換後・造成後の宅地と

しての有効利用度  
   

転換後・造成後の更地価

格 
   

造成費相当額等    
熟成度修正    
その他    

転換前の土地の種別

に基づく価格に宅地

となる期待性を加味

する方法 

転換前の農地・林地等と

しての価格 
   

宅地となる期待性    
その他    

その他    
 

 



 

 

第３－２号様式（その⑧） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（自用の建物及びその敷地） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用（更地）    
最有効使用 

(建物及びその敷地) 
   

評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

 

価

 

手

 

法

 

の

 

適

 

用

 

内

 

容 

原 価 法 土地 取引事例比較法    
 事例の選択    

事情補正    
時点修正    
要因比較    

その他手法    
公示価格との 

規準等 
   

建物 再調達原価    
減価修正    

建物及びその

敷地 

土地・建物一体と

しての市場性等 

   

収益還元法 
   

総収益    
総費用    
還元利回り    

取引事例比較法 土地価格    
 事例の選択    

事情補正    
時点修正    
要因比較    

建物価格    
 事例の選択    

事情補正    
時点修正    
要因比較    

その他    
 



 

 

第３－２号様式（その⑨） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（貸家及びその敷地） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

 

価

 

手

 

法

 

の

 

適

 

用

 

内

 

容 

収益還元法 
   

契約内容    
総収益    
総費用    
還元利回り    
建物と敷地の適

応、環境との適合 

   

その他    
原 価 法 土地 取引事例比較法    

 事例の選択    
事情補正    
時点修正    
要因比較    

その他手法    
公示価格との 

規準等 
   

建物 再調達原価    
減価修正    

建物及びその

敷地 

土地・建物一体と

しての市場性等 

   

借家権の付着による価格の影響    
取引事例比較法 土地価格    

建物価格    
取引事例に係る

建物と敷地の適

応、環境との適合 

   

借家権の付着に

よる価格の影響 

   

その他    
 



 

 

第３－２号様式（その⑩） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（借地権付建物） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

 

価

 

手

 

法

 

の

 

適

 

用

 

内

 

容 

収益還元法 
   

賃貸借契約内容    
総収益    
総費用    
還元利回り    
建物と敷地の適

応、環境への適合 

   

その他    
原 価 法 借地権 借地権価格    

建物 再調達原価    
減価修正    

建物及びその

敷地 

土地・建物一体と

しての市場性等 

   

借家権の付着による価格の影響    
取引事例比較法 土地価格    

建物価格    
借家権の付着に

よる価格の影響 

   

その他    
 

 

 

 

 



 

 

第３－２号様式（その⑪） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（区分所有建物及びその敷地） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
地  目  地  番  地  積  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

 

価

 

手

 

法

 

の

 

適

 

用

 

内

 

容 

原 価 法 土地 取引事例比較法    
 事例の選択    

事情補正    
時点修正    
要因比較    

その他手法    
公示価格との 

規準等 
   

建物 再調達原価    
減価修正    

建物及びその

敷地 

土地・建物一体と

しての市場性等 

   

対象不動産 階層別効用比及

び位置別効用比 

   

その他    
収益還元法 
   

総収益    
総費用    
還元利回り    
その他    

取引事例比較法 事例の選択    
事情補正    
時点修正    
要因比較    
その他    

その他    
 



 

 

第３－２号様式（その⑫） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（建物） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           

評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

原 価 法 再調達原価    
減価修正    
その他    

取引事例比較法 
   

事例の選択    
事情補正    
時点修正    
要因比較    
取引事例に係る建物と

敷地の適応、環境との適

合 

   

建物残余法 総収益及び総費用    
土地に帰属する純収益    
還元利回り    
その他    

その他    
 

 



 

 

第３－２号様式（その⑬） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（借家権） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算価格の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

借家権の取引慣行 
取引慣行の有無    
立退料支払の授受状況    

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

取引事例比較法 契約内容    
自用の建物及びその

敷地から貸家及びそ

の敷地の価格を控除

する方法 
   

自用の建物及びその敷

地の価格 
   

貸家及びその敷地の価

格 

   

その他    
借家権割合による方

法 

借家権割合    
契約内容    

賃料差額等から求め

る方法 
代替建物の賃料水準    
一時金等の移転費用    

その他    
 

 



 

 

第３－２号様式（その⑭） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（新規賃料） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算賃料の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

積算法 

   
更地価格（※1）    
契約による制約等    
基礎価格    
期待利回り    
必要諸経費（※2）    
積算賃料の試算    
その他    

賃貸事例比較法 賃貸事例の選択    
事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的要

因の比較 

   

比準賃料の試算    
その他    

収益分析法 収益純賃料    
必要諸経費（※2）    
収益賃料の試算    
その他    

その他    
（※1）家賃の場合には建物価格の積算も含む 

（※2）家賃の場合には必要諸経費等 



 

 

第３－２号様式（その⑮） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 

（継続賃料） 

 物件番号  
担当者  

対象不動産の所在  
家屋番号  構  造  用  途  床 面 積  

不動産鑑定業者  担当不動産鑑定士  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と鑑定評価書           

の記載内容との整合性           
評価財産の範囲    
評価条件    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と鑑定評

価書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

鑑定評価額の決定過程

おける各種判断の説得

性 

近隣地域の範囲    
標準的使用    
最有効使用    
評価手法及び適用内容    
試算賃料の調整及び 

鑑定評価額の決定 
   

評

価

手

法

の

適

用

内

容 

差額配分法 

   
適正な実質賃料（又は支

払賃料）の査定 

   

 積算法    
 賃貸事例比較法    

収益分析法    
配分率    
差額配分法に基づく賃

料の試算 

   

その他    
利回り法 基礎価格    

継続賃料利回り    
必要諸経費（※）    
利回り法による賃料の

試算 

   

その他    
スライド法 従前純賃料    

変動率    
必要諸経費（※）    
スライド法に基づく賃

料の試算 

   

その他    
賃貸事例比較法 賃貸事例の選択    

事情補正    
時点修正    
地域要因及び個別的要

因の比較 

   

比準賃料の試算    
その他    

その他    
（※）家賃の場合には必要諸経費等 



 

 

第３－２号様式（その⑯） 

審 査 チ ェ ッ ク シ ー ト 
（精通者意見） 

 

 物件番号  
担当者  

 対象財産の所在  
区 分  種 目  数 量  備 考  

民間精通者  担 当  
 

確  認  項  目 確  認  結  果 
済 未済 特 記 事 項 

依頼内容と意見価格書

の記載内容との整合性 
評価財産の範囲    
評価条件    
その他    

物件調書等で把握した           

価格形成要因と意見価

格書の記載内容との整

合性 

物的確認    
権利態様の確認    
地域要因    
個別的要因    
その他    

表記及び計算の正確性          
  

表記の正確性    
計算の正確性    

評価先例とのバランス    
その他    

 



 

 

 様 式 記 載 要 領 

 

第３－２号様式 

 

１ 「確認結果」の覧の「済」及び「未済」の覧については、該当する方に「○」

を記入する。但し、「済」及び「未済」のどちらにも該当ない場合については

「－」を記載する。 

２ その他に「確認事項」に該当するものがある場合には、適宜追加して使用す

る。 

                               

 

 



   

 

 

   

 

第４号様式（その①）

評　　価　　調　　書

整 理 番 号

価 格 時 点

㎡当た

り単価

円 円 円

総 額 円 円 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

その他の条件

備

　

考

令和 年 月 日

現

　

　

況

民

間

精

通

者

鑑

定

評

価

額

財産の所在地

沿 革

種 目

数 量

利 用 状 況

民 間

精 通 者 名

審

査

結

果

総

額

評

定

価

格

評

価

の

基

本

的

事

項

財務（支）局

財務事務所 出張所



 

      

第４号様式（その②）

評　　価　　調　　書（ 評　 価　 替 ）

価 格 時 点

種 目

数 量

利用状況

前々々回評定価格

価格時点

変動率等

評定価格

前 々 回 評 定 価 格

評

価

実

績

前 回 評 定 価 格 当 初 評 定 価 格

現

　

　

況

そ の 他 の 条 件

財産の所在地
評

価

の

基

本

的

事

項

令 和 年 月 日

沿 革

財 務 （ 支 ） 局

財 務 事 務 所 出 張 所

整 理 番 号

変

動

率

等

評

定

価

格

備

　

　

　

考



第５－1号様式

①

② 1 2 3

③

④ ㎡ ㎡ ㎡

⑤ 円/㎡ 円/㎡ 円/㎡

⑥

⑦

⑧ 円/㎡ 円/㎡ 円/㎡

⑨ 円/㎡

⑨ 円/㎡

相当額 円/㎡

価格（⑨－⑩） 円/㎡

借地権等割合(%)

価格（⑪×(1-⑫)) 円/㎡

修正率(%)(理由：　  　　）

価格（⑬×⑭） 円/㎡

数量単位当たりの評定価格 円/㎡

数量 ㎡

⑯×⑰ 円

評価単位当たりの評定価格 円

取 引 年 月 日

現 況 地 目 （ 契 約 上 の 地 目 ）

取 引 数 量

取 引 事 例 価 格 （ 単 価 ）

単独利用困難な土地評定価格調書

財 産 の 所 在

価 格 時 点

【取引事例価格による場合】

事 情 に よ る 修 正

⑧ の 平 均 価 格 （ 宅 地 造 成 地 ）

時 点 に よ る 修 正

⑤ × ⑥ × ⑦

⑧の平均価格（宅地造成地以外）

需給関係(％)
⑭

⑮ 0

⑬ 0

造成・有益費等（円/㎡）
⑩

借地・借家・耕作権割合(借地権等が付
着することによる減価割合)(％)

⑪ 0

⑫

⑱

⑲

評定価格（円）

⑯ 0

⑰

※ 評定価格を算定するまでの計算過程において、価格計算の結果、１円未満の端数が生じた場合には、その端数を四捨五入の上、円の単位にとどめる。

※ 数量単位当たりの評定価格及び評価単位当たりの評定価格の端数処理は、「国有財産評価基準」第４章-第２-３-⑴-②及び③を参照。

(

取
引
事
例
価
格)

基
礎
と
す
る
価
格



第５－２号様式

①

区 分 路線価 奥行補正率 影響加算率 評価額

正 面 路 線

側 方 路 線

側 方 路 線

二 方 路 線

備   考 計 a 円/㎡

b 円/㎡

c 円/㎡

d 円/㎡

e 円/㎡

f 円/㎡

g 円/㎡

ｈ 円/㎡

② 円/㎡

円/㎡

標準宅地の固定資産税評価額 i 円

比準割合(奥行等) j i×j 円/㎡

⑤ 円/㎡

国税局長の定める倍率 ⑥

(倍率方式)相続税評価額((③/④/⑤)×⑥) ⑦ 円/㎡

円/㎡ 円/㎡

備考

時価倍率 ⑨ ）

時点による修正 ⑩

(②/⑦/⑧)×⑨×⑩ ⑪ 円/㎡

相当額 円/㎡

価格（⑪－⑫） 円/㎡

借地権等割合(%)

価格（⑬×(1-⑭)) 円/㎡

修正率(%)(理由：　  　　）

価格（⑮×⑯） 円/㎡

数量単位当たりの評定価格 円/㎡

数量 ㎡

⑱×⑲ 円

評価単位当たりの評定価格 円

鑑定業者等の鑑定評価
等による価格

⑧ 円/㎡
鑑定業者等名

単独利用困難な土地評定価格調書

【相続税評価額又は鑑定評価等による場合】

(
 
相
 
続
 
税
 
評
 
価
 
額
 
等
 
)
 
基
 
礎
 
と
 
す
 
る
 
価
 
格

(路線価方式)相続税評価額

財 産 の 所 在

価 格 時 点

路線価方式

固定資産税評価額(市街地宅地
評価法による)

比準事由固定資産税評価額（その他の宅
地評価法による）

一体利用地の固定資産税評価額

④

※ 評定価格を算定するまでの計算過程において、価格計算の結果、１円未満の端数が生じた場合には､その端数を四捨五入の上、円の単位にとどめる。ただ
し、その過程において、相続税評価額及び固定資産税評価額を基とした価格を求める場合は、その端数を切り捨てる。

⑱

⑲

㉑

借地・借家・耕作権割合(借地権等が付着
することによる減価割合)(％)

需給関係(％)

評定価格（円）

⑭

⑮

⑬
造成・有益費等（円/㎡）

倍率方式

③

⑴間口狭小等

⑵不整形地

⑶地積規模の大きな宅地

⑷無道路地

⑸土砂災害特別警戒区域

⑺その他(　　　　　　　)

(注)本手法による場合には、上記「相続税の路線価方式」の路線価、各補正等欄に値を入力する。

（間口狭小補正率）

（不整形地補正率）

（規模格差補正率）

（割合）

（特別警戒区域補正率）

（控除割合等）

⑯

⑰

⑳

評価額

⑫

（奥行長大補正率）

鑑定評価等による価格

⑹容積率の異なる2以上の区域 （控除割合）

※ 数量単位当たりの評定価格及び評価単位当たりの評定価格の端数処理は、「国有財産評価基準」第４章-第２-３-⑴-②及び③を参照。

0

その他　（1.00



第５－３号様式

判定

1

2

3

4

5

6

7

8

① 円/㎡

②

(Ⅰ) (Ⅱ) (Ⅲ) (Ⅳ)

(ⅰ) (ⅱ) (ⅲ) (ⅳ)

(ⅰ) (ⅱ) (ⅲ) (ⅳ)

②

③ 円/㎡

④

⑤

⑥ 円/㎡

相当額 ⑦ 円/㎡

価格（⑥－⑦） ⑧ 円/㎡

借地権等割合(%) ⑨

価格（⑧×(1-⑨)) ⑩ 円/㎡

⑪

価格（⑩×⑪） ⑫ 円/㎡

数量単位当たりの評定価格 ⑬ 円/㎡

数量 ⑭ ㎡

⑬×⑭ ⑮ 円

評価単位当たりの評定価格 ⑯ 円

※ 数量単位当たりの評定価格及び評価単位当たりの評定価格の端数処理は、「国有財産評価基準」第４章-第２-３-⑴-②及び③を参照。

※ 「評価額（円）」は、評価土地の価格時点が９月１日から３月３１日までの間であるものは、その年度の固定資産税評価額を用いる。

※ 「相続税路線価」は、評価土地の価格時点が９月１日から１２月３１日までの間であるものは、その年の相続税路線価を用い、「固定資産税路線価」は、
評価土地の価格時点が９月１日から３月３１日までの間であるものは、その年度の固定資産税路線価を用いる。

相続税路線価

固定資産税路線価

（路線価地域）平均評価倍率

路線毎の評価倍率

0

※ 評価倍率を求める場合、小数点４位以下の端数を四捨五入の上、小数点３位にとどめる。

0

※ 本様式は「国有財産評価基準」第４章第-１-１-⑵-①-ロ-(イ)-A-(B)又は同(ロ)-A-(A)の規定（これらによる場合を含む。）により算定する場合に使用す
る。

※ 評定価格を算定するまでの計算過程において、価格計算の結果、１円未満の端数が生じた場合には､その端数を四捨五入の上、円の単位にとどめる。ただ
し、その過程において、相続税評価額及び固定資産税評価額を基とした価格を求める場合は、その端数を切り捨てる。

0

評定価格（円）

修正率(%)(理由：　  　　）

単独利用困難な土地評定価格調書

【固定資産税評価額等による場合】

(

固

定

資

産

税

評

価

額

等

)

基

礎

と

す

る

価

格

造成・有益等（円/㎡）

借地・借家・耕作権割合(借地権等
が付着することによる減価割
合)(％)

需給関係（％）

（合計） 0.00 0

一体利用地の固定資産税評価加重平均値

仮の固定資産税評価額

所在等 現況地目 評価地積（㎡） 評価額（円）

①×② 0

時価倍率

時点による修正

③×④×⑤ 0

0

(相続税評価において国税局長が定める倍率)（倍率地域）評価倍率

財産の所在地

価 格 時 点

固定資産税評価額の
使用の可否

一体利用地と同じ地
目（現況）の総面積

一体利用地の総面
積（国有地除く）

一体利用地地目

一体利用地面積

備考



第６号様式（その①）

財産の所在地

① 0 円/㎡

②

③

④ 0 円/㎡

相当額 ⑤ 円/㎡

価格（④－⑤） ⑥ 0 円/㎡

借地権等割合(%) ⑦

価格（⑥×(1-⑦)) ⑧ 0 円/㎡

数量単位当たりの評定価格 ⑪ 0 円/㎡

数量 ⑫ ㎡

⑪×⑫ ⑬ 円

評価単位当たりの評定価格 ⑭ 円

貸付中の財産等（土地）評定価格調書

　造成・有益費等（円/㎡）

更
地
の
評
価
価
格

借地・借家・耕作権割合(借地権
等が付着することによる減価割
合)(％)

評定価格（円）

※ 数量単位当たりの評定価格及び評価単位当たりの評定価格の端数処理は、「国有財産評価基準」第４章-第２-
３-⑴-②及び③を参照。

鑑定評価書等を徴することに経済的合理性がない財産（土地）評定価格調書

更地の相続税評価額

時価倍率

時点による修正

①×②×③

※ 評定価格を算定するまでの計算過程において、価格計算の結果、１円未満の端数が生じた場合には、その端数
を四捨五入の上、円の単位にとどめる。



第６号様式（その①）別紙①

0

(A)

円 ＋ × ×

(B)

円 ＋ × ×

(C)

円 ＋ × ×

円 × ×

円 ×

ｍ × ｍ　= ㎡

㎡ － ㎡　 ÷ ㎡

× ＝ 0.00 Ⅰ

× ＝ 0.00 Ⅱ

円 ×

㎡　× ＋ ÷ 0.00 ㎡

円 × （１－ ）

（ 円× ㎡） ÷（ 円×

円 ×

円 ×

× ＝

円 × （１－ ）

円 ×

※　相続税評価額を求める計算過程において円未満の端数が生じた場合は、その都度端数を切り捨てる。

※　数量単位当たりの評定価格の端数処理は、「国有財産評価基準」第４章-第２-３-⑴-②を参照。

相続税路線価 参
考
事
項

正面路線（円） 側方路線（円） 側方路線（円）

奥行/間口

二方路線（円）

相続税（路線価方式）評価額算出調書

財産の所在地

価格時点

地目 地区区分 数量（㎡） 間口距離（ｍ） 奥行距離（ｍ）

(1)一路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18） （1㎡当たり
の価額）円

A（正面路線価） （奥行価格補正率）

円　　×

(2)二路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18） （1㎡当たり
の価額）円

B（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

(3)三路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18） （1㎡当たり
の価額）円

C（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

(4)四路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18） （1㎡当たり
の価額）円

D（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

（1㎡当たり
の価額）円

F

(AからDまでのうち該当するもの) 不整形地補正率　※

　※不整形地補正率の計算

(5-1)間口が狭小な住宅等（財産評価基本通達20-4） ※(5-1)と(5-2)は重複して適用できない。 （1㎡当たり
の価額）円

E(AからDまでのうち該当するもの) （間口狭小補正率） （奥行長大補正率）

0

（想定整形地の間口距離） （想定整形地の奥行距離） （想定整形地の数量）

0.00

(5-2)不整形地（財産評価基本通達20）

（想定整形地の数量） （不整形地の数量） （想定整形地の数量） （かげ地割合）

0.00 0.00 0.00 ×100＝

（不整形地補正率表の補正率） （間口狭小補正率）

（奥行長大補正率） （間口狭小補正率）

0.60

(6)地積規模の大きな宅地（財産評価基本通達20-2） （1㎡当たり
の価額）円

G

（AからFのうち該当するもの） 規模格差補正率　※

#DIV/0!

0.00 ×0.8＝ #DIV/0!

(7)無道路地（財産評価基本通達20-3）

　※規模格差補正率の計算

（数量（A)) （B) （C) （数量（A)）

（1㎡当たり
の価額）円

H

（F又はGのうち該当するもの） 割合　※

　※ 割合の計算（0.4を上限とする。）

（正面路線価） （通路部分の地積） （F又はGのうち該当するもの）

I(AからHまでのうち該当するもの) （がけ地補正率）

（評価対象地の地積）

㎡）＝

(8-1)がけ地等を有する宅地（財産評価基本通達20-5） （1㎡当たり
の価額）円

(8-2)土砂災害特別警戒区域内にある宅地（財産評価基本通達20-6） （1㎡当たり
の価額）円

J

(AからHまでのうち該当するもの) 特別警戒区域補正率※

　※ がけ地補正率の適用がある場合の特別警戒区域補正率の計算（0.5を下限とする。）

（特別警戒区域補正率表の補正率） （がけ地補正率）

(9)容積率の異なる2以上の地域にわたる宅地（財産評価基本通達20-7） （1㎡当たり
の価額）円

K

(AからJまでのうち該当するもの)

× ＝

　※ 控除割合

× ㎡ ＋ ×

相続税評価額（円/㎡） 数量単位当たりの評定価格（円/㎡） 第6号様式（その
①）①へ0 0

(10)その他（　　　） （1㎡当たり
の価額）円

L(AからKまでのうち該当するもの) （ ）

0% × 0 ㎡

㎡
1 －

小数点以下2位未満切捨て

小数点以下3位未

満四捨五入

不整形地補正率

Ⅰ、Ⅱいずれか低い率、

0.6を下限とする

小数点以下2位未満切捨て

控除割合(小数点第3位未満四捨五入)

小数点以下2位未満切捨て



第６号様式（その①）別紙②

※【倍率地域】「地積規模の大きな宅地の評価」は別紙③により算定

円 ×

(A)

円　＋ × ×

(B)

円　＋ × ×

(C)

円　＋ × ×

円 ×

ｍ × ｍ　= 0.00 ㎡

㎡ － 0.00 ㎡　　÷ ㎡×100＝

× ＝ 0.00 Ⅰ

× ＝ 0.00 Ⅱ

円 ×

円 × ×

円 ×

補足事項

※　相続税評価額を求める計算過程において円未満の端数が生じた場合は、その都度端数を切り捨てる。

※　数量単位当たりの評定価格の端数処理は、「国有財産評価基準」第４章-第２-３-⑴-②を参照。

相続税（倍率方式）評価額算出調書

財産の所在地

価格時点

地目 地区区分 数量（㎡） 間口距離（ｍ） 奥行距離（ｍ）

固定資産税路線価 近傍の固定資産税評価に係る
標準宅地の価額（円／㎡）正面路線（円） 側方路線（円） 側方路線（円） 二方路線（円）

奥行/間口

固
定
資
産
税
評
価
額

市街地宅地評価法による評価

(1)一路線に面する宅地（固定資産評価基準別表第3画地計算法3～6） （1㎡当たりの評点数）円

A

B（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

（正面路線価） （奥行価格補正率）

(2)二路線に面する宅地（固定資産評価基準別表第3画地計算法3～6） （1㎡当たりの評点数）円

D（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

(3)三路線に面する宅地（固定資産評価基準別表第3画地計算法3～6） （1㎡当たりの評点数）円

C（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

（1㎡当たりの評点数）円

(AからDまでのうち該当するもの) （不整形地補正率 ※）

※不整形地補正率の計算

（想定整形地の間口距離） （想定整形地の奥行距離）

(4)四路線に面する宅地（固定資産評価基準別表第3画地計算法3～6） （1㎡当たりの評点数）円

（想定整形地の数量）

（想定整形地の数量） （不整形地の数量） （想定整形地の数量） （蔭地割合）

(5)不整形地（固定資産評価基準別表第3画地計算法7(1)）

(6)無道路地（固定資産評価基準別表第3画地計算法7(2)） （1㎡当たりの評点数）円

F(AからEまでのうち該当するもの) （通路開設補正率）

E

（奥行長大補正率） （間口狭小補正率）

0.60

0.00 0.00

（不整形地補正率表の補正率） （間口狭小補正率）

(7)間口が狭小な宅地（固定資産評価基準別表第3画地計算法7(3)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※⑺と⑸及び⑹は重複して適用できない。

（1㎡当たりの評点数）円

G
(AからFまでのうち該当するもの) （間口狭小補正率） （奥行長大補正率）

その他の評価法による評価

近傍の固定資産税評価に係る標準宅地の
価額（円／㎡）

比準割合（注）
評価額（円／㎡）

奥行 その他

(8)がけ地を有する宅地（固定資産評価基準別表第3画地計算法7(3)） （1㎡当たりの評点数）円

F(AからGまでのうち該当するもの)   （がけ地補正率）

0 0

※　固定資産評価基準（昭和38年12月25日自治省告示第158号）に定める「宅地の比準表」は、標準宅地の形状が不明であることから適用できないため、原則、近傍の
固定資産税評価に係る標準宅地の価額を固定資産税評価額とみなす。ただし、市町村に照会するなどして適切な画地計算ができる場合には、「宅地の比準表」に則っ
た画地計算をすることも差し支えない。

0 0

国税局長の定める倍率 相続税評価額（円/㎡） 数量単位当たりの評定価格（円/㎡）
第6号様式（その

①）①へ

小数点以下2位未満切捨て

不整形地補正率

Ⅰ、Ⅱいずれか低い率、0.6を

下限とする



第６号様式（その①）別紙③

0.0

0.0 ×

(A) （評価倍率）

円 ＋ × 0.0 × ×

(B) （評価倍率）

円 ＋ × 0.0 × ×

(C) （評価倍率）

円 ＋ × 0.0 × ×

円 × ×

円

ｍ × ｍ　= ㎡

㎡ － ㎡  ÷ ㎡ ×100＝

× ＝ 0.00 Ⅰ

× ＝ 0.00 Ⅱ

円 ×

㎡　× ＋ ÷ ㎡ ×0.8＝

円 × （１ － ）

円× ㎡） ÷（ 円× ㎡）＝

円 ×

円 ×

× ＝

円 × （１－ ）

※　相続税評価額を求める計算過程において円未満の端数が生じた場合は、その都度端数を切り捨てる。

※　数量単位当たりの評定価格の端数処理は、「国有財産評価基準」第４章-第２-３-⑴-②を参照。

【倍率地域】「地積規模の大きな宅地の評価」算出調書

「地積規模の大きな宅地の
評価」の適用対象判定

○ 評価対象地が1,000㎡（三大都市圏においては500㎡）以上か。

○ 市街化調整区域（一定の規定に基づき開発行為を行うことができる区域を除く。）に該当しないか。

○ 用途地域が工業専用地域に該当しないか。

○ 指定容積率が400％（東京都特別区においては300％）以上の地域に該当しないか。

○ 一団の工場用地の地積が5万㎡以上の大規模工場用地に該当しないか。

財産の所在地

価格時点

数量（㎡） 地目 間口距離（ｍ） 奥行距離（ｍ） 国税局長の定める倍率(評価倍率)

二方路線（円）

固定資産税路線価 近傍の固定資産税評価に係る標
準宅地の価額（円／㎡）正面路線（円） 側方路線（円） 側方路線（円）

①
（固定資産税評価額）　 　（評価倍率） （1㎡当たりの価額）円

円　　×

②

(1)一路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18）
（1㎡当たりの価

額）円
A

（固定資産税路線価）or
（近傍の固定資産税評価に係る標準宅地の1㎡当たりの価格）

　（評価倍率） （奥行価格補正率）

0 円　　×

(2)二路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18）
（1㎡当たりの価

額）円
B（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

(3)三路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18）
（1㎡当たりの価

額）円
C（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

(4)四路線に面する宅地（財産評価基本通達15～18）
（1㎡当たりの価

額）円
D（側方・二方路線価） （奥行価格補正率） （側方・二方　路線影響加算率）

(5-1)間口が狭小な住宅等（財産評価基本通達20-4）  ※(5-1)と(5-2)は重複して適用できない。
（1㎡当たりの価

額）円
I

(AからDまでのうち該当するもの) （間口狭小補正率） （奥行長大補正率）

0

(5-2)不整形地（財産評価基本通達20）
（1㎡当たりの価

額）円

E

(AからDまでのうち該当するもの) （不整形地補正率　※）

×

　※不整形地補正率の計算

（想定整形地の間口距離） （想定整形地の奥行距離） （想定整形地の数量）

（想定整形地の数量） （不整形地の数量） （想定整形地の数量） （かげ地割合）

（奥行長大補正率） （間口狭小補正率）

0.60

（不整形地補正率表の補正率） （間口狭小補正率）

（1㎡当たりの価
額）円

F

（AからEのうち該当するもの） 規模格差補正率　※

　※規模格差補正率の計算

（数量（A)) （B) （C) （数量（A)）

0.00 0.00

(6)地積規模の大きな宅地（財産評価基本通達20-2）

（F又はGのうち該当するもの） （評価対象地の地積）

(7)無道路地（財産評価基本通達20-3）
（1㎡当たりの価

額）円

H

（F又はGのうち該当するもの） 割合　※

※ 割合の計算（0.4を上限とする。）

（正面路線価） （通路部分の地積）

(8-1)がけ地等を有する宅地（財産評価基本通達20-5）
（1㎡当たりの価

額）円
I

(AからHまでのうち該当するもの) （がけ地補正率）

(8-2)土砂災害特別警戒区域内にある宅地（財産評価基本通達20-6）
（1㎡当たりの価

額）円

J

(AからHまでのうち該当するもの) 特別警戒区域補正率※

相続
税評
価額

（①の価格） （②の価格） （いずれか低い価格）

　※ がけ地補正率の適用がある場合の特別警戒区域補正率の計算（0.5を下限とする。）

（特別警戒区域補正率表の補正率）

0% × 0 ㎡

（がけ地補正率）

(9)容積率の異なる2以上の地域にわたる宅地（財産評価基本通達20-7）
（1㎡当たりの価

額）円

1 － × ＝

数量単位当たりの評定価格
第6号様式（その①）

①へ
0 0 0

× ㎡× ㎡ ＋

K

(AからJまでのうち該当するもの)

　※ 控除割合

小数点以下

3位未満四

捨五入

小数点以下2位未満切捨て

控除割合(小数点第3位未満四捨五入)

小数点以下2位

未満切捨て

小数点以下2位未満切捨て

不整形地補正率

Ⅰ、Ⅱいずれか低い率、0.6を下限とす

る



第６号様式（その②） 

                        貸付中の財産等（国有地上の建物）評定価格調書 
 

 

 番号 

 

 
 

 評価上の種目 

 

 
 

 名 称 

 

 
 

 建設年月日 

 

 

     年  月  日 

 

  耐用年数 

  及  び 

  残存割合 

 

    年 

 

     ％ 

 

 

   経過年月 

 

 

   年 月 

 

 

   
 

 規 格 寸 法 

 

 

   

  

 

  ※  自用の建物の算定評価価格      ① 

 

 

                  円 

 

 

 

 

 １－借家権割合 

 

 

  借 家 権 割 合    ② 

 

 

                  ％ 

 

 

 

    １  －  ②    ③ 

 

 

                  ％ 

 

 

 
 
 
 

 

 評 定 価 格 

 

 
   数量単位当たり価格 
               ④ 
    ①  ×  ③ 
 

 
 
                  円 
 

 

 

   数      量    ⑤ 

 

 

                   ㎡ 

 

 

 

  総    額  ④×⑤  ⑥ 

 

 

                  円 

 

 

 

（注）※欄の価格は、第８号様式（建物評定価格調書）により求めた価格を記載する。                                                                                                   

                                                              



第６号様式（その③） 

        貸付中の財産等（借地上の建物）評定価格調書 
 
 
  
 番号 
 

  
 評価上 
 
 の種目 
 

 
  
 名称 
 

  
 建 設 
 
 年月日 
 

 
  
    年 月 日 
 

 
 耐用年数及       
 
 び残存割合       
 

 
     年 
 
     ％ 
 

 
 経 過 
 
 年 月 
 

 
  
   年 月 
 

 

 

 規格・寸法 

 

 

 
 借 地 権 の 付 着 し て              
 
 い る 土 地 の 所 在 地              
 

 
 
 
 種 目 
 

 
 
 
  数 量 
 

 
 
 
         ㎡ 
 

 

 貸 

 付 

 建 

 物 

 相 

 当 

 額 

 

 

 ※１ 自用の建物の算定評価価格                    ① 

 

 

          円 

 

 

 

 

 １－借家権割合          

 

 

 借 家 権 割 合             ② 

 

 

          ％ 

 

 

 

    １ － ②    ③ 

 

 

          ％ 

 

 

 

      ①   ×   ③       ④ 

 

 

          円 

 

 

 
 
 
 

 借 

 

 地 

 

 権 

 

 相 

 

 当 

 
 額 
 

 
    借地権の付着している                
 ※２                    ⑤ 
    土 地 の 更 地 価 格                
 

  

 

 借 地 権 割 合                       ⑥ 

 

 

          ％ 

 

 

 

 借 家 権 が       

 付 着 す る       

 ことによる       

 減 価 割 合       

 

 

 借 地 権 割 合               ⑦ 

 

 

          ％ 

 

 

 

 借 家 権 割 合               ⑧ 

 

 

          ％ 

 

 

 

     ⑦ × ⑧      ⑨ 

 

 

          ％ 

 

 

 

     ⑤ × （ ⑥ － ⑨ ）    ⑩ 

 

 

          円 

 

 

            土地数量       
 

 
 
          円 
 

 
  相 当 額  ⑩× 
 

     ⑪ 
 
 

               建物延数量       
 

 

 

 

 評定価格      

 

 

 数量単位当たり価格             ④＋⑪  ⑫ 

 

 

          円 

 

 

 

   数         量    ⑬ 

 

 

          ㎡ 

 

 

 

   総    額  ⑫ × ⑬  ⑭ 

 

 

          円 

 

 

 

（注）※１欄の価格は、第８号様式（建物評定価格調書）により求めた価格を記載する。 

   ※２欄の価格は、第６号様式（その①）（貸付中の財産等（土地）評定価格調書）により求めた相続税評価額を基とした価格を記

載する。                                                                                                   



 

 

 
 

 
 

              

 

                    

              

 
           

 

 

 

 

                  
 

      

                        
 

    

 

 

                

  
        

 

                

 

 

                   

                         

                      

   

           
             

                                  

 

           

 
 
 
 
 

 

 

     

 

      

  

                          

                         

 
            

             
       

            

 

 

第７号様式

緊急を要する場合等（土地）評定価格調書

財 産 の 所 在 地

区 分 価 格 等 摘 要

評価先例の鑑定評価額 ① 円

時点による修正 ②

地域格差による修正 ③

評価先例

の個別格差

（Ａ） ④

（Ｂ） ⑤

評価土地

の個別格差

潰 地 に よ る 修 正 ⑥

（Ａ） ⑦

（Ｂ） ⑧

個別格差による修正

（（⑥× ⑦×⑧） ÷（ ④×⑤）） ⑨

造 成 ・ 整 地 等による修正 ⑩ 円

算定評価価格（ ①×②×③×⑨－⑩ ） ⑪ 円

評 定 価 格

数量単位当たり価格 ⑫ 円/㎡

数 量 ⑬ ㎡

総 額 
⑭ 円

⑫ × ⑬



                    

 
 
 
  
 

 
 
         
 

 
 
   
 

 
 
        
 

 
      
 

 
 
        
 

 
        

 
        

     
 
 
 
 
  
 

 
 
     

 
                      

    
     

 
       

 
                

   
  

 
       

 
                

   
     

 
       

 
                

   
     

 
       

 
                 

 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
  
  
 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 

  

 
                                  

 
                                              

 
 
 
 
                
 

 
  
                 
 

 
 
             
 

 
 
                        
 

 
 
 
 
    
 

 
    
 
  

 
               

 
 
    
 

 
 
     
 

 
     
 
    

 
 
    
 

 
 
    
 

 
 
    
 

 
 
     
 

 
       

 
      

  
       
 

  
         
 

     
 

        
 

       
 
  
 

      
 

       
 
      
 

      
 
      
 

      
 

      
 
      
 

       
 
  
  

 
 
 
       
 

 
            

 
         

 
  

 
        

 
         

 
  

 
            

 
         

 
  

 
            

 
         

 
  

  
                          
 

  
        
 

       
  

  
       
 

      
  

  
         
 

      
  

 
 
 
 
             
 

 
           

 
                                   

 
 
 
         
 

 
           
           

 
           
           

 
           
           

 
           
           

 
           
           

 
           

 
           

 
           

 
           

 
           

 
            

 
 
 
                
 

 
                        

 
            

 
                    

 
            

 
                 

 
           

 
                                                                                                                                                                               

第８号様式

建物評定価格調書

番号 評価上の種目 名 称 建設年月日 年 月 日 耐 用 年 数 残 存 割 合 経 過 年 月

躯 体 年 ％ 年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

電 気 年 ％

構造・規格寸法 給排水衛生 年 ％

空 調 年 ％

ガ ス 年 ％

算

再 調 達 原 価 （Ｃ） 物 理 的 減 価 に よ る 修 正 （Ｍ）

総 額 円 経 年 に よ る 残 価 率 滅 失 残 価 率

相 乗 積
定

工 種 別 区 分
価 格 工 種 別 価 格

残 価 率 摘 要
滅

補

失

修 額
有 益 費 廃 材 費 差 引 額 摘 要

評

価

価

格 

構成割合 総 額 単 価

建築工事 躯 体
％ 円 円 

①

％ 円

％

円

％

円 円

％

％ 

⑥

設備工事

電 気 ② ⑦

給 排 水 衛 生 ③ ⑧

空 調 ④ ⑨

ガ ス ⑤ ⑩

機 能 的 ・ 経 済 的 減 価 に よ る 修 正 （ＦＶ） 立 地 条 件
％ 

⑪ 陳 腐 化 等
％ 

⑫ 相 乗 積 ⑪×⑫
％ 

⑬

建 築 工 事 設 備 工 事

合 計

(Ｖ)
価 格

躯 体 
① ×  ⑥ ×  ⑬

電 気 
② ×  ⑦ ×  ⑬

給 排 水 衛 生  
③ ×  ⑧ ×  ⑬

空 調 
④ ×  ⑨ ×  ⑬

ガ ス 
⑤ ×  ⑩ ×  ⑬

円 円 円 円 円 ⑭ 円

数量単位当たり価格 ⑮ 円

評 定 価 格 数 量 ⑯ ㎡

総 額 ⑮×⑯ ⑰ 円



 
 
 
 
 
 
  

 
 
  

 
 
 
 
 
  

 
 
  

 

 
 
  

  
  

  
  

 
  

  
    

 
 

 
   

    
 

 
 

   
    

 
 

 
 

 
  

  
 

 
 

     
 

    
 

    
 

    
 

    
 

    
 

  
 

     

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
    

 
 

 
 
 

 

    
 
 
 
 
 

 

   
 
 
 

 
 

   
 
 
 
 

 
 
 

 
 
    

 
 
 

 
 

   
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 

   
 
 

 
  

   
 
 
 
 

    
 

 
 
 

 
 
   

 
 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

     
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
  

 
 
 
 
 

 
 

    
 
 
 

  
   

 
 
 
 

 
  

 
 
 
 

    
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 

    
 
 
 
 

 
 

   
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 

  

   
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
     

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

    
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 

   
 

 
 

 
 

 
 

  
  

 
 

    
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 

   
  
  

  
  

 
 
 
 

    
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

   
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   

 
 
 

 
 
 
 
 
 

    
 
 
 
 
 
 
 
 

  

        
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

     

 
 

 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  

   
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

    
 
 
 
 
 
 
  

 
 

 第
９
号
様
式

工
作
物
・
機
械
・
船
舶
・
航
空
機
評
定
価
格
調
書

番
号

評
価
上
の
種
目

名
称

建
設
年
月
日

年
月

日
耐
用
年
数
及
び
残
存
割
合

年
％

経
過
年
月

年
月

構
造
・
規
格
寸
法

算 定 評 価 価 格
 

(
V
)

再
調

達
原

価
（
Ｃ
）

物
理

的
減

価
に

よ
る

修
正

（
Ｍ
）

構
造

区
分

構
造

細
分

単
位

修
正
係

数
又

は
数

値
価

格
経

年
に

よ
る

残
価

率
滅

失
残

価
率

数
値

摘
要

残
価
率

 (％
)

摘
要

滅
失

補
修

額
有

益
費

廃
材

費
差

引
額

摘
要

合
計

 

①
円

％
円 ％

円 ％
円

円 ％

相
乗

積
 

②
％

機
能

的
・

経
済

的
減

価
に

よ
る

修
正

（
Ｆ
Ｖ
）

立
地

条
件

 
③

％
内
容

陳
腐

化
等

 
④

％
内
容

相
乗

積
（
③

 ×
④
）

 
⑤

％

価
格

（
①
×
②
×
⑤
）

 
⑥

円

評
定

価
格

数
量

単
位

当
た

り
価

格
 

⑦

数
量

 
⑧

総
額

 
⑦

 ×
⑧

 
⑨

円



 

     
                                           
 
 
 
   
 

 
 
          
 

   
 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
 

   

   

   

   

   

   

   

 

 
               

 

               

 
       

      

       

 
 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
       

      

       

  

 
 

               

 

 
  

  

  

 
 

 

  

 
  

  

  

 

 
               

               

 
    

        

 
 

  

 
    

        

 

 
 

 

   

 

   

 

   

 

   

 

 
               

            

 
  

             

 
 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
  

             

  

 
               

               

 
  

             

 
 

  

 
  

             

 

 
               

               

 
    

        

 
 

  

 
    

        

 

 
               

               

 
      

             

 
 

  

 
      

             

 

 
  

 
               

 
               

 
  

 
  

 
               

  

 
  
 
  

   
 
      

 
      

 
     

 

 
 

       

 

 
                     

                             

 

 
                                                                                                                                 

第 10号様式（その①）

住宅地（用途的地域細分： ）
地 域 格 差 率 算 出 調 書

条 件 項 目 近 隣 地 域
格差率

計

相乗積

類 似 地 域
格差率

計

相乗積

交

通

・

接

近

条

件

都 心 へ の 所 要 時 間 及 び

交 通 施 設 の 状 態

都心まで（ ）時間

交通施設の状態（ ）

最寄駅の性格（ ） １００

１００

都心まで（ ）時間

交通施設の状態（ ）

最寄駅の性格（ ）

最 寄 商 店 街 の 性 格

大型店舗を含む商店街

一般商店街

日用品店舗のみの商店街 １００

大型店舗を含む商店街

一般商店街

日用品店舗のみの商店街

公 共 施 設 の 有 無 と

種 類 ・ 規 模

有 ・ 無

種 類・規 模（ ） １００

有 ・ 無

種 類・規 模（ ）

環

境

条

件

近 隣 の 社 会 的 環 境 の

良 否

劣・普通・良

（ ） １００

１００

劣・普通・良

（ ）

街 区 、 各 画 地 間 の

均 衡 等 町 並 の 良 否

劣・普通・良

（ ） １００

劣・普通・良

（ ）

危 険 施 設 、 処 理 施 設 等

の 有 無 と 種 類 ・ 規 模

有 ・ 無

種 類・規 模（ ） １００

有 ・ 無

種 類・規 模（ ）

公 害 又 は 災 害 の

発 生 の 危 険 性

無 ・ 小 ・ 大

（ ） １００

無 ・ 小 ・ 大

（ ）

その他 将 来 の 動 向 発 展 的 ・ 現 状 ・ 衰 退 的 １００ １００ 発 展 的 ・ 現 状 ・ 衰 退 的

地域格差修正率の決定

交通・接近条件 環 境 条 件 そ の 他 計

類 似 地 域

１００

× 

１００ １００  
× ＝



 

   
                                           
 
 
 
   
 

 
 
          
 

   
 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
   

   

   

   

   

   

   

 
               

 

               

 
       

      

       

 
 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

  

 
       

      

       

  

 
 

               

 

 
  

             

 

 
 

 

  

 
  

             

 

 

 
 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 
               

 

 
  

             

 
 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
  

             

  

 
               

 

 
  

             

 
 

  

 
  

             

 

 
               

               

 
  

             

 
 

  

 
  

             

 

 
               

               

 
    

        

 
 

  

 
    

        

 

 
               

               

 
      

             

 
 

  

 
      

             

 

 
  

 
               

 
               

 
  

 
  

 
               

  

 
  
 
  

   
 
         

 
      

 
     

 

 
 

       

 

 
                     

 

 

    

 

    

 

       
  

  

 
                                                                                                                                 

第 10号様式（その②）

別荘地
地 域 格 差 率 算 出 調 書

条 件 項 目 近 隣 地 域
格差率

計

相乗積

類 似 地 域
格差率

計

相乗積

交

通

・

接

近

条

件

都 心 へ の 所 要 時 間 及 び

交 通 施 設 の 状 態

都心まで（ ）時間

交通施設の状態（ ）

最寄駅の性格（ ） １００

１００

都心まで（ ）時間

交通施設の状態（ ）

最寄駅の性格（ ）

観 光 資 源 の 配 置 の 状 態

劣・普通・良

（ ）

１００

劣・普通・良

（ ）

環

境

条

件

傾 斜 等 の 地 勢 の 状 態 劣・普通・良

（ ） １００

１００

劣・普通・良

（ ）

地 域 の 名 声 、 知 名 度 等 劣・普通・良

（ ） １００

劣・普通・良

（ ）

各 画 地 間 の 均 衡 等 周 辺

の 利 用 状 態

劣・普通・良

（ ） １００

劣・普通・良

（ ）

危 険 施 設 、 処 理 施 設 等

の 有 無 と 種 類 ・ 規 模

有 ・ 無

種 類・規 模（ ） １００

有 ・ 無

種 類・規 模（ ）

公 害 又 は 災 害 の

発 生 の 危 険 性

無 ・ 小 ・ 大

（ ） １００

無 ・ 小 ・ 大

（ ）

その他 将 来 の 動 向 発 展 的 ・ 現 状 ・ 衰 退 的 １００ １００ 発 展 的 ・ 現 状 ・ 衰 退 的

地域格差修正率の決定

交通・接近条件 環 境 条 件 そ の 他 計

類 似 地 域

１００

× 

１００

×

１００  
＝



 

       
                                           
 
 
 
   
 

 
 
          
 

   
 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
   

   

 
               

 

 
               

 

 
 

  

 
 

  

 
               

 

  

 
   

   

   

    

 
               

 
     

 
  

 
 

 

 

  

 
     

  

 
               

               

 
           

         

 
 

  

 
           

         

 
 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 
               

               

 
      

 

 
 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
      

 

  

 
               

               

 
    

            

 
 

  

 
    

            

 

 
               

 

               

 
  

             

      

 
 

  

 

 
  

             

      

 

 
               

               

 
  

             

 
 

  

 
  

             

 

 
               

               

 
             

           

 
 

  

 
             

           

 

 
  

 
               

 
               

 
  

 
  

 
               

  

 
  
 
  

        
 
  

 
        

 
    

 
    

 

 
 

       

 

 
                    

 

 

   

 

   

 

   

 

      
    

  
   

 
                                                                                                                                 

第 10号様式（その③）

商業地（用途的地域細分： ）
地 域 格 差 率 算 出 調 書

条 件 項 目 近 隣 地 域
格差率

計

相乗積

類 似 地 域
格差率

計

相乗積

街条

路件

街 区 の 状 態 整 然 ・ 普 通 ・ 未 整 備

１００ １００

整 然 ・ 普 通 ・ 未 整 備

交接

通近

・条

件

最 寄 駅 の 乗 降 客 数 一日当たり（ ）人 １００

１００

一日当たり（ ）人

駐 車 場 の 整 備 と

交 通 規 制 の 状 態

駐車の便 良 ・ 普 通 ・ 不 便

交通規制（ ） １００

駐車の便 良 ・ 普 通 ・ 不 便

交通規制（ ）

環

境

条

件

デ パ ー ト ・ 大 型 店 舗

事 務 所 ビ ル の 集 中 度

デパート等の数（ ）

１００

１００

デパート等の数（ ）

客 等 誘 引 す る 施 設 の

有 無 と 種 類 ・ 規 模

有 ・ 無

種 類 ・ 規 模（ ） １００

有 ・ 無

種 類 ・ 規 模（ ）

背 後 地 及 び 顧 客 の

購 買 力

背後地の範囲

広 ・ 普 通 ・ 狭

購 買 力 強・普通・弱

１００

背後地の範囲

広 ・ 普 通 ・ 狭

購 買 力 強・普通・弱

店 舗 の 連 た ん と

高 度 利 用 の 状 態

連たん度・高度利用

高 ・ 普 通 ・ 低 １００

連たん度・高度利用

高 ・ 普 通 ・ 低

顧 客 の 通 行 量 と

営 業 時 間 の 長 短

通 行 量 多 ・ 普 通 ・ 少

営業時間 長 ・ 普 通 ・ 短 １００

通 行 量 多 ・ 普 通 ・ 少

営業時間 長 ・ 普 通 ・ 短

その他 将 来 の 動 向 発 展 的 ・ 現 状 ・ 衰 退 的 １００ １００ 発 展 的 ・ 現 状 ・ 衰 退 的

地域格差修正率の決定

街 路 条 件 交通・接近条件 環 境 条 件 そ の 他 計

類 似 地 域

１００

× 

１００ １００

× ×

１００  
＝



 

       

                                           
 
 

 
   
 

 

 
          
 

   

 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 

    

    

    

    

    

    

    

 

               

               

 

      

      

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

      

      

  

 

               

               

 

             

 

 

 

  

 

             

 

 

               

 

        

 

  

 

        

 

 

   

   

 

               

 

 

            

 

 

 

  

 

 

  

 

            

 

  

 

    

   

   

   

   

 

 

               

               

 

    

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

    

 

  

 

 

               

 

 

        

  

             

 

 

 

  

 

        

  

             

 

 

  

 

               

 

    

 

  

 

  

 

    

  

 

  
 
  

  

 

        

 

        

 

    

 

     

 

 

 

       

 

 

                    

 

 

    

 

   

 

   

 

    
    

  
   

 

第 10号様式（その④）

工業地（用途的地域細分： ）

地 域 格 差 率 算 出 調 書

条 件 項 目 近 隣 地 域
格差率

計

相乗積

類 似 地 域
格差率

計

相乗積

交

通

・

接

近

条

件

製 品 及 び 原 材 料 の

搬 出 入 先 と の 所 要 時 間

搬出先まで（ ）時間

搬入先まで（ ）時間 １００

１００

搬出先まで（ ）時間

搬入先まで（ ）時間

労 働 力 確 保 の 難 易

（ 通 勤 時 間 を 含 む ）

易 ・ 普 通 ・ 難

１００

易 ・ 普 通 ・ 難

公 共 岸 壁 有 ・ 無 １００ 有 ・ 無

環条

境件

公 害 発 生 の 危 険 性 無 ・ 小 ・ 大

１００ １００

無 ・ 小 ・ 大

行

政

的

条

件

行 政 上 の 助 成 の

有 無 と 程 度

有（良・普通）・無

１００

１００

有（良・普通）・無

行 政 上 の 規 制

規制の内容（ ）

規制の程度

強 ・ 普 通 ・ 弱 １００

規制の内容（ ）

規制の程度

強 ・ 普 通 ・ 弱

その他 工 場 進 出 の 動 向 発展的・現状・衰退的 １００ １００ 発展的・現状・衰退的

地域格差修正率の決定

交通・接近条件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

類 似 地 域

１００ １００

× × 

１００

×

１００  

＝



 

       

                                           
 
 

 
   
 

 

 
          
 

   

 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 
        
 

 
 
  
 

 
   
 
  

 

    

    

    

    

    

    

    

 

               

 

               

 

       

      

       

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

       

      

       

  

 

               

 

               

 

         

         

         

 

 

 

  

 

         

         

         

 

 

   

   

 

               

 

 

             

 

 

 

  

 

 

  

 

             

 

  

 

    

   

   

   

   

 

 

               

 

               

 

 

  

    

  

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

  

    

  

   

 

  

 

  
 
  

  

 

        

 

        

 

     

 

 

 

       

 

 

                

 

 

    

 

   

 

     
   

  
   

 

第 10号様式（その⑤）

宅地見込地（用途的地域細分： ）

地 域 格 差 率 算 出 調 書

条 件 項 目 近 隣 地 域
格差率

計

相乗積

類 似 地 域
格差率

計

相乗積

交

通

・

接

近

条

件

都 心 へ の 接 近 性 及 び

交 通 施 設 の 状 態

最 寄 商 店 街 及 び

公 共 施 設 の 有 無 と 性 格

都心まで（ ）時間

交通施設の状態（ ）

最寄駅の性格（ ）

最 寄 商 店 街

公 共 施 設

有（ ）・ 無

１００

１００ １００

都心まで（ ）時間

交通施設の状態（ ）

最寄駅の性格（ ）

最 寄 商 店 街

公 共 施 設

有（ ）・ 無

環条

境件

市 街 化 進 行 の 程 度 速 ・ 普 通 ・ 遅

１００ １００

速 ・ 普 通 ・ 遅

行

政

的

条

件

宅 地 造 成 に 対 す る 助 成

又 は 規 制 の 有 無 と 程 度

助成の程度

有（良・普通）・無

規制の程度

有（強・普通・弱）・無

１００ １００

助成の程度

有（良・普通）・無

規制の程度

有（強・普通・弱）・無

地域格差修正率の決定

交通・接近条件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 計

類 似 地 域

１００ １００

× ×

１００  

＝



 
     
                                                       
                                
 
 

 
  
 
  

 
 
     
 

  
          
 

  
   

   
  

          
 

  
   

   
  

  

 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
        
 
        

 
         
         
            

 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
         
         
            

  

 
     

 
       

 
   

 
        

 
     
 

 
          
   

 
 
   

 
          
   

 

 
     
 

 
             
          

 
 
   

 
             
          

 

 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
        
        

 
        
     

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
        
     

  

 
        
        

 
      
     

 
 
   

 
      
     

 

 
        
 
        

 
      
       
         

 
 
 
   

 
      
       
         

 

 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 

 
        
  

 
             
          

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
             
          

  

 
  
  

 
             
          

 
 
   

 
             
          

 

 
  
        

 
             
          

 
 
   

 
             
          

 

 
  
        

 
             
          

 
 
   

 
             
          

 

 
 
  
 
        
 

 
      

 
   

 
       

 
      

 
   

 
       

 
    

 
   

 
     

 
        
  
        

 
         
         
            

 
 
 
   

 
         
         
            

 

 
  
  
  
  
  

 
 
 
  
 

 
         
    
      
           
 

 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
    

 
         
    
      
           
 

  

 
  
  
  

       

 
                                                
 
  

 
        

 
        

 
        

 
        

 
       

 
      

 
 
        
 

 

 
 

    
      

           
 

 
 

 
                 

 
                                                                                                               

第11号様式（その①）（標準画地・評価土地）
住宅地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件
項 目 標 準 画 地 格差

率
計

相乗積
評 価 土 地 格差

率
計

相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞ 100 

100

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幅 員 接面街路幅員（ ）ｍ 100 接面街路幅員（ ）ｍ

舗 装 舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良 100

舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良

配 置 劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

接

近

条

件

最 寄 駅 へ の
接 近 性

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回 100 

100

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

最 寄 商 店 街
へ の 接 近 性

（ ）商店街まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回 100

（ ）商店街まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

公 共 施 設 等

へ の 接 近 性

（ ）小学校まで（ ）㎞
（ ）病院まで（ ）㎞
（ ） まで（ ）㎞ 100

（ ）小学校まで（ ）㎞
（ ）病院まで（ ）㎞
（ ） まで（ ）㎞

環

境

条

件

日 照 、 温 度
通風等の良否

劣（ ）
普通・良（ ） 100 

100

劣（ ）
普通・良（ ）

地勢、地質、
地盤等の良否

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

隣接地等周囲
の 利 用 状 況

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

各画地の配置
の 状 態

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

供給処理施設

の 状 態

上 水 道 有・可能・無 100 上 水 道 有・可能・無

下 水 道 有・可能・無 100 下 水 道 有・可能・無

都市ガス等 有・可能・無 100 都市ガス等 有・可能・無

危 険 施 設 、
処理施設等へ
の 接 近 性

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ） 100

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ）

行
政
的
条
件

公法上の規制

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ） 

100 100

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

評価土地（ ） × 
１００

× × × ＝
１００ １００ １００ １００



 
     
                                                       
                                
 
 

 
  
 
  

 
 
     
 

 
   

   
   
  

   
   

   
  

  

 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
        
 
        

 
         
         
            

  
 
         
         
            

  

 
     

 
        

 
        

 
     
 

 
          
   

 
 
          
   

 

 
     
 

 
             
          

 
 
             
          

 

 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
        
        

 
        
     

  
 
        
     

  

 
        
        

 
      
     

 
 
      
     

 

 
        
 
        

 
      
       
         

 
 
      
       
         

 

 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 

 
        
  

 
             
          

  
 
             
          

  

 
  
  

 
             
          

 
 
             
          

 

 
  
        

 
             
          

 
 
             
          

 

 
  
        

 
             
          

 
 
             
          

 

 
 
  
 
        
 

 
       

 
       

 
       

 
       

 
     

 
     

 
        
  
        

 
         
         
            

 
 
         
         
            

 

 
  
  
  
  
  

 
 
 
  
 

 
         
    
      
           
 

  
 
         
    
      
           
 

  

 
  
  
  

       

 
                                               
 
  

 
        

 
        

 
        

 
        

 
       

 
      

 
 
 
            

 
                        
 
 

    
 

   
 

   
 

   
 

  
 

     

 
 
 
            

 
                        
 
 

    
 

   
 

   
 

   
 

  
 

     

                                                                                                          

第11号様式（その②）（取引事例地・公示地等）
住宅地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件
項 目 格差

率
計

相乗積
格差
率

計
相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幅 員 接面街路幅員（ ）ｍ 接面街路幅員（ ）ｍ

舗 装 舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良

舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良

配 置 劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

接

近

条

件

最寄駅への
接 近 性

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

最寄商店街
への接近性

（ ）商店街まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

（ ）商店街まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

公共施設等

への接近性

（ ）小学校まで（ ）㎞
（ ）病院まで（ ）㎞
（ ） まで（ ）㎞

（ ）小学校まで（ ）㎞
（ ）病院まで（ ）㎞
（ ） まで（ ）㎞

環

境

条

件

日照、温度
通風等の良否

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

地勢、地質、
地盤等の良否

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

隣接地等周囲
の利用状況

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

各画地の配置
の 状 態

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

供給処理施設

の 状 態

上 水 道 有・可能・無 上 水 道 有・可能・無

下 水 道 有・可能・無 下 水 道 有・可能・無

都市ガス等 有・可能・無 都市ガス等 有・可能・無

危険施設、
処理施設等へ
の 接 近 性

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ）

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ）

行
政
的
条
件

公法上の規制

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

１００ １００ １００ １００ １００ 
× × × × ＝

（ ）

１００ １００ １００ １００ １００ 
× × × × ＝

（ ）



 
       
 

                                 
 
  

 
        
 

   

       
 

       
 

  
  

 
  

 
   
 

  
             
  

 
 
  

 
             
  

 

 
   

 
  

 
        

 
  

 
             

 

 
   

 
           

 
          

 
  

 
             

 

 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

 
 
       
 

 
 
  
 

 
      

 

 
  

       
      

 
 
           
 

 
 
       
 

 
 
  
 

 
      

 

 
  

         
      

 
 
           
 

 
      

 
 
  
 

 
      
      
      

 

   
        

 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
        
 

  
 
  
 

 
  
  
    

 

 
           
 
           

  
 
  
 

 
  
  
    

 

 
 
           
 

  
 
  
 

 
  
  
    

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

  
 
  
 

 
      

 

 
  

     
      

 
           

  
  

  

 
           

  
  

  

 
        

  
  

  

 
        

  
  

  

 
           

  
  

  

 
           

  
  

  

 
   
   
   

 
           

  
  

  

 
           

  
  

  

 
 
      
 

 
             

 
  

  

 
             

 
  

  

 
                                         
 
   

              
 

 
 
              
 

 

 
 

  
 

 
 

   
 

第 11号様式（その③）（標準画地・評価土地）
住宅地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ｂ）算出調書

比 較 項 目 標 準 画 地 評 価 土 地
格差率 格差率

方 位 優 良 ・ 標 準 ・ 混 在
（街路）北・西・東・南 １００

優 良 ・ 標 準 ・ 混 在
（街路）北・西・東・南

高 低 接面街路との高低差 等 高 １００ 高 い ・ 等 高 ・ 低 い

面 積 面 積 の 過 大 ・ 過 小 面 積 ㎡ １００ 劣 ・ 普 通 ・ 良

奥 行

奥 行 逓 減 画地の奥行 ｍ １００
奥行 ｍ 

(標
＝ 

)奥行 ｍ

奥 行 短 小 画地の奥行 ｍ １００
奥行 ｍ 

(標
＝ 

)奥行 ｍ

奥 行 長 大
奥行 ｍ

１００
奥 行 ｍ
間 口 ｍ＝ 

(A)
＝Ａ

間口 ｍ

側 道

角 地 １００
優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

準 角 地

二 方 路
１００

優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

三 方 路 １００
優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

地 形

間 口 狭 小 １００
間口 ｍ 

(標
＝ 

)間口 ｍ

不 整 形 地 １００

私 道 敷 地 １００

袋 地 １００

崖 地 １００

三 角 地 １００

無 道 路 地 １００

そ
の
他

高 圧 線 下 地 １００

そ の 他 １００

合 計（相乗積）
標 準 画 地 １００

方 位 を 除 く １００

個別格差修正率の決定

標 準 画 地

評 価 土 地 （ ）
１００

＝



 
       
 

                                 
 
 

 
 
        
 

   

 
 
   

 
  

 
   
 

 
           
 

 
             
  

 
 
             
  

 

 
   

 
  

 
              

 
              

 
   

 
           

 
              

 
              

 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

 
       

 
       

 
  

         
          

 
 
           
 

 
       

 
       

 
  

         
          

 
 
           
 

 
      
      
      

 
 
      
      
      

 

 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
        
 

 
  
  
    

 
 
  
  
    

 

 
           
 
           

 
  
  
    

 
 
  
  
    

 

 
 
           
 

 
  
  
    

 
 
  
  
    

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

 
       

 
       

 
  

         
          

 
               

 
               

 
            

 
            

 
               

 
               

 
   
   
   

 
               

 
               

 
 
      
 

    

 
                

 
                                         
 
  

 
              

 
               

 
 
            
 

 
    

 
    

 
 

  
 

 
 

  
 

  

 
 
            
 

 
    

 
    

 
 

  
 

 
 

  
 

  

 

第 11号様式（その④）（取引事例地・公示地等）
住宅地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ｂ）算出調書

比 較 項 目
格差率 格差率

方 位 接 面 街 路 の 方 位 優 良 ・ 標 準 ・ 混 在
（街路）北・西・東・南

優 良 ・ 標 準 ・ 混 在
（街路）北・西・東・南

高 低 接面街路との高低差 高 い ・ 等 高 ・ 低 い 高 い ・ 等 高 ・ 低 い

面 積 面 積 の 過 大 ・ 過 小 劣 ・ 普 通 ・ 良 劣 ・ 普 通 ・ 良

奥 行

奥 行 逓 減
奥行 ｍ 奥行 ｍ 

(標
＝ ＝ 

)奥行 ｍ (標)奥行 ｍ

奥 行 短 小
奥行 ｍ 奥行 ｍ 

(標
＝ ＝ 

)奥行 ｍ (標)奥行 ｍ

奥 行 長 大
奥 行 ｍ
間 口 ｍ＝ 

(A)

奥 行 ｍ
間 口 ｍ＝ 

(A)

側 道

角 地
優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

準 角 地

二 方 路

優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

三 方 路
優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

優良・標準・混在・農住
（側道）北・西・東・南
（幅員） ｍ

地 形

間 口 狭 小
間口 ｍ 間口 ｍ 

(標
＝ ＝ 

)間口 ｍ (標)間口 ｍ

不 整 形 地

私 道 敷 地

袋 地

崖 地

三 角 地

無 道 路 地

そ
の
他

高 圧 線 下 地

そ の 他

合 計（相乗積）
方 位 を 除 く

個別格差修正率の決定

標 準 画 地 方 位 を 除 く

（ ）
１００

＝
１００

＝

（ ）
１００

＝
１００

＝



 
  

                                
 
 

 
  
 
  

 
 
     
 

  
          
 

  
   

   
  

          
 

  
   

   
  

  

 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
        
 
        

 
         
         
            

 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
         
         
            

  

 
 
 
  
 

 
       
          
   
     
     

 
 
 
 
 
   

 
       
          
   
     
     

 

 
  
 
  
 
  
 
  

 
        
        

 
      
     

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
    

 
      
     

  

 
        
  
  
 

 
        
      
       
     

 
 
 
 
   

 
        
      
       
     

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 

 
        
 

 
             
          

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
             
          

  

 
        
  

 
             
          

 
 
   

 
             
          

  

 
  
  

 
             
          

 
 
   

 
             
          

 

 
        
        

 
             
          

 
 
   

 
             
          

 

 
  
        

 
             
          

 
 
   

 
             
          

 

 
 
  
 
        
 

 
      

 
   

 
       

 
      

 
   

 
       

 
    

 
   

 
     

 
        
  
        

 
         
         
            

 
 
 
   

 
         
         
            

 

 
        
        

 
             
          

 
 
   

 
             
          

  

 
        
        

 
             
          

 
 
   

 
             
          

  

 
  
  
  
  
  

 
 
 
  
 

 
         
    
      
           
 

 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
    

 
         
    
      
           
 

  

 
  
  
  

       

 
                                                
 
  

 
        

 
        

 
        

 
        

 
       

 
      

 
 
        
 

 
 
 
 

    
      
 

            
 

 

 
 

 

               
 

                                                                                                         

第11号様式（その⑤）（標準画地・評価土地）
別荘地

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件
項 目 標 準 画 地 格差

率
計

相乗積
評 価 土 地 格差

率
計

相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞ 100 

100

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幅員、構造等

接面街路幅員（ ）ｍ
舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良
勾配の程度 劣・普通・良
配置の状況 劣・普通・良 100

接面街路幅員（ ）ｍ
舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良
勾配の程度 劣・普通・良
配置の状況 劣・普通・良

接

近

条

件

交 通 施 設
へ の 接 近 性

（ ）停留所まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回 100 

100

（ ）停留所まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

利 便 施 設 、
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設
等への接近性

利便施設（ ）・無
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設（ ）・無
接 近 性 劣・普通・良
集中の度合 劣・普通・良 100

利便施設（ ）・無
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設（ ）・無
接 近 性 劣・普通・良
集中の度合 劣・普通・良

環

境

条

件

眺 望 の 良 否 劣（ ）
普通・良（ ） 100 

100

劣（ ）
普通・良（ ）

日 照 、 温 度
通風等の良否

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

地勢、地質、
地盤等の良否

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

樹 木 等 自 然
環 境 の 良 否

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

各画地の配置
の 状 態

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

供給処理施設

の 状 態

上 水 道 有・可能・無 100 上 水 道 有・可能・無

下 水 道 有・可能・無 100 下 水 道 有・可能・無

温泉設備等 有・可能・無 100 温泉設備等 有・可能・無

危 険 施 設 、
処理施設等へ
の 接 近 性

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ） 100

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ）

災 害 発 生 の
危 険 性

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

公 害 発 生 の
程 度

劣（ ）
普通・良（ ） 100

劣（ ）
普通・良（ ）

行
政
的
条
件

公法上の規制

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ） 

100 100

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

評価土地 （ ） × 
１００

× × × ＝
１００ １００ １００ １００



 
  
                                
 
 

 
  
 
  

 
 
     
 

 
   

   
   
  

   
   

   
  

  

 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
        
 
        

 
         
         
            

  
 
         
         
            

  

 
 
 
  
 

 
       
          
   
     
     

 
 
       
          
   
     
     

 

 
  
 
  
 
  
 
  

 
        
        

 
      
     

  
 
      
     

  

 
        
  
  
 

 
        
      
       
     

 
 
        
      
       
     

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 

 
        
 

 
             
          

  
 
             
          

  

 
        
  

 
             
          

 
 
             
          

  

 
  
  

 
             
          

 
 
             
          

 

 
        
        

 
             
          

 
 
             
          

 

 
  
        

 
             
          

 
 
             
          

 

 
 
  
 
        
 

 
      

 
 
      

 

 
      

 
 
      

 

 
    

 
 
    

 

 
        
  
        

 
         
         
            

 
 
         
         
            

 

 
        
        

 
             
          

 
 
             
          

  

 
        
        

 
             
          

 
 
             
          

  

 
  
  
  
  
  

 
 
 
  
 

 
         
    
      
           
 

  
 
         
    
      
           
 

  

 
  
  
  

       

 
                                                
 
  

 
        

 
        

 
        

 
        

 
       

 
     

 

 
 
            
 

 
                         
 
 

    
 

   
 

   
 

   
 

  
 

     

 
 
            
 

 
                         
 
 

    
 

   
 

   
 

   
 

  
 

     

 
                                                                                                               

第11号様式（その⑥）（取引事例地・公示地等）
別荘地

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件
項 目 格差

率
計

相乗積
格差
率

計
相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幅員、構造等

接面街路幅員（ ）ｍ
舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良
勾配の程度 劣・普通・良
配置の状況 劣・普通・良

接面街路幅員（ ）ｍ
舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良
勾配の程度 劣・普通・良
配置の状況 劣・普通・良

接

近

条

件

交 通 施 設
へ の 接 近 性

（ ）停留所まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

（ ）停留所まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

利 便 施 設 、
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設
等への接近性

利便施設（ ）・無
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設（ ）・無
接 近 性 劣・普通・良
集中の度合 劣・普通・良

利便施設（ ）・無
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設（ ）・無
接 近 性 劣・普通・良
集中の度合 劣・普通・良

環

境

条

件

眺 望 の 良 否 劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

日 照 、 温 度
通風等の良否

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

地勢、地質、
地盤等の良否

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

樹 木 等 自 然
環 境 の 良 否

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

各画地の配置
の 状 態

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

供給処理施設

の 状 態

上 水 道 有・可能・無 上 水 道 有・可能・無

下 水 道 有・可能・無 下 水 道 有・可能・無

温泉設備等 有・可能・無 温泉設備等 有・可能・無

危 険 施 設 、
処理施設等へ
の 接 近 性

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ）

危険施設（ ）無
処理施設（ ）無
そ の 他（ ）

災 害 発 生 の
危 険 性

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

公 害 発 生 の
程 度

劣（ ）
普通・良（ ）

劣（ ）
普通・良（ ）

行
政
的
条
件

公法上の規制

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

（ ）
１００

× 
１００ １００ １００ １００  

× × × ＝

（ ）
１００

× 
１００ １００ １００ １００  

× × × ＝



 

                      

                                          
 
 
 
             
 

     

      
 

      
 

 
  

 
  

  
  

  
  

 
  
 
  

 
 
           
 

  
 
  
 

      

 
  
 
  

 
           
 
           

  
 
  
 

 
 
    
 

  
 
    
 

  
 
    
 

 

 
  
 
  

 
 
           
 

  
 
  
 

      

 
  
  
  

 
           
 
           

 
 
  
 

 
 
  
 

 
 
           
 

  
 
           
 

  
 
           
 

 

 
  
  
  

 
 
           
 

  
 
  
 

      

 
 
      
 

  
 
  
 

      

 

  
 
 

 
                  

 
 
                      
 

 

   
    

 
 
   
   

  

 
 
   
   

  
   

 

第11号様式（その⑦）

別荘地

個 別 格 差 率 （ Ｂ ） 算 出 調 書

比 較 項 目 標 準 画 地 評 価 土 地

格差率 格差率 格差率 格差率

傾

斜
傾 斜 の 程 度 １００

面

積

面 積 の

過 大 ・ 過 小
１００ 劣・普通・良 劣・普通・良 劣・普通・良

地

形
不 整 形 等 １００

高
・
低

接 面 街 路

と の 高 低 差
等高 １００ 高 い ・ 等 高 ・ 低 い 高 い ・ 等 高 ・ 低 い 高 い ・ 等 高 ・ 低 い

そ
の
他

そ の 他 １００

合 計 （相乗積） １００

個別格差修正率の決定

標 準 画 地

評 価 土 地 （ ）
１００

＝

１００
＝

１００
＝



 

     
                                                       

                                
 
 
  

 

  

 
 

      

 

   
  

          
 

     
  

   

   

  

          
 

  

   

   

  

  

 
 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  
 

 
         

 

         

 
         

         

            

 
 

 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
         

         

            

  

 
      

 
       

 
   

 
       

 

 
      
 

 
          

   

 
 

   

 
          

   

 

 
 

      

 

 
      

        

   

 
 

 

   

 
      

        

   

 

 
 

      
 

 
      

      

   

 
 

 

   

 
      

      

   

 

 
         

 

         

 
  

          

    

 
 

 

   

 
  

          

    

 

 
  

  

  

  
 

 
  

         

 
  

             

 
 

   

 
 

 

 

 

    

 
  

             

  

 
         

         

 
      

             

 
 

   

 
      

             

 

 
  

 

  

 

  

 

  
 

 
  

 
      

 
   

 
 

 

 

 

 

 

 

    

 
      

 

 
 

         

         
 

 
  

              

  

              

 
 

 

 

   

 
  

              

  

              

 

 
      

 
               

 
   

 
               

 

  

  

  

  

  

 
 

 

         
 

 
         

    

      

           
 

 
 

 

 

   
 

 
 

 

 

    
 

 
         

    

      

           
 

  

 
  

  

  

       

 
                                                
 
  

        
 
        

 
        

 
        

 
       

 
      

 

 
 

              
 

 

 

 

    

      

           

 
 

 
    

                 

 

第11号様式（その⑧）（標準画地・評価土地）

商業地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件

項 目 標 準 画 地 格差

率

計

相乗積

評 価 土 地 格差

率

計

相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道

区画街路（ ）道

接 近 性（ ）㎞ 100 

100

幹線街路（ ）道

区画街路（ ）道

接 近 性（ ）㎞

幅 員 接面街路幅員（ ）ｍ 100 接面街路幅員（ ）ｍ

舗 装 舗装種別（ ）

維持補修の程度 劣・普通・良 100

舗装種別（ ）

維持補修の程度 劣・普通・良

歩 道

歩道の有無 有 ・ 無

歩道の幅員 （ ）ｍ

維持補修の程度 劣・普通・良 100

歩道の有無 有 ・ 無

歩道の幅員 （ ）ｍ

維持補修の程度 劣・普通・良

構 造

中央帯の有無 有 ・ 無

植樹帯の有無 有 ・ 無

車線区分の状況 劣・普通・良 100

中央帯の有無 有 ・ 無

植樹帯の有無 有 ・ 無

車線区分の状況 劣・普通・良

勾配・カーブ

の 状 態

店舗への進入の難易

劣・普通・良

衝突危険性の有無 有・無 100

店舗への進入の難易

劣・普通・良

衝突危険性の有無 有・無

接

近

条

件

商業地域の中心

へ の 接 近 性

地域の中心まで

（ ）㎞ 100 

100

地域の中心まで

（ ）㎞

最 寄 駅 へ の

接 近 性

（ ）駅まで

（ ）㎞ 100

（ ）駅まで

（ ）㎞

環

境

条

件

客足の流動性 劣・普通・良 100 

100

劣・普通・良

隣接不動産等

周 囲 の 状 態

顧客等誘引する施設等

（ ）

不適合施設

（ ） 100

顧客等誘引する施設等

（ ）

不適合施設

（ ）

地 盤 強 硬 ・ 普 通 ・ 軟 弱  100 強 硬 ・ 普 通 ・ 軟 弱

行

政

的

条

件

公法上の規制

用途地域（ ）

建ぺい率（ ）％

容 積 率（ ）％

そ の 他（ ） 100 100

用途地域（ ）

建ぺい率（ ）％

容 積 率（ ）％

そ の 他（ ）

そ

の

他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

評 価 土 地 （ ）  × × × × ＝

１００ １００ １００ １００ １００



 
     
                                                       
                                
 
 
  
 
  

 
 
      
 

   
 

      
  
   

   
  

   
   

   
  

  

 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 

 
         
 
         

 
         
         
            

   
         
         
            

  

 
      

 
       

  
       

 

 
      
 

 
          
   

  
          
   

 

 
 
      
 

 
      
        
   

  
      
        
   

 

 
 
      
 

 
      
      
   

  
      
      
   

 

 
         
 
         

 
  
          
    

  
  
          
    

 

 
  
  
  
  
 

 
  
         

 
  
             

   
  
             

  

 
         
         

 
      
             

  
      
             

 

 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
  

 
      

   
      

  

 
 
         
         
 

 
  
              
  
              

  
  
              
  
              

 

 
      

 
                

  
                

 

 
  
  
  
  
  

 
 
 
         
 

 
         
    
      
           
 

   
         
    
      
           
 

  

 
  
  
  

       

 
                                                 
 
  

        
 
        

 
        

 
        

 
       

 
      

 

 
 
            
 

 
                         
 
 

    
 

 
 

   
 

   
 

  
 

     

 
 
            
 

 
                         
 
 

    
 

   
 

   
 

   
 

  
 

     

 
                                                                                                               

第11号様式（その⑨）（取引事例地・公示地等）
商業地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件
項 目 格差

率
計

相乗積
格差
率

計
相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幅 員 接面街路幅員（ ）ｍ 接面街路幅員（ ）ｍ

舗 装 舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良

舗装種別（ ）
維持補修の程度 劣・普通・良

歩 道
歩道の有無 有 ・ 無
歩道の幅員 （ ）ｍ
維持補修の程度 劣・普通・良

歩道の有無 有 ・ 無
歩道の幅員 （ ）ｍ
維持補修の程度 劣・普通・良

構 造
中央帯の有無 有 ・ 無
植樹帯の有無 有 ・ 無
車線区分の状況 劣・普通・良

中央帯の有無 有 ・ 無
植樹帯の有無 有 ・ 無
車線区分の状況 劣・普通・良

勾配・カーブ

の 状 態

店舗への進入の難易
劣・普通・良

衝突危険性の有無 有・無

店舗への進入の難易
劣・普通・良

衝突危険性の有無 有・無

接
近
条
件

商業地域の中心
へ の 接 近 性

地域の中心まで
（ ）㎞

地域の中心まで
（ ）㎞

最 寄 駅 へ の
接 近 性

（ ）駅まで
（ ）㎞

（ ）駅まで
（ ）㎞

環

境

条

件

客足の流動性 劣・普通・良 劣・普通・良

隣接不動産等
周 囲 の 状 態

顧客等誘引する施設等
（ ）
不適合施設
（ ）

顧客等誘引する施設等
（ ）
不適合施設
（ ）

地 盤 強 硬 ・ 普 通 ・ 軟 弱 強 硬 ・ 普 通 ・ 軟 弱

行
政
的
条
件

公法上の規制

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

用途地域（ ）
建ぺい率（ ）％
容 積 率（ ）％
そ の 他（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

（ ）
１００ １００ １００ １００ １００ 

× × × × ＝

（ ）
１００ １００ １００ １００ １００ 

× × × × ＝



 
       
 

                                 
 
 
 
        
 

   

       
 

       
 

 
  

 
  

 
   

 
  

 
          

 
  

 
              

 

 
   

 
           

 
          

 
  

 
              

 

 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

 
 
       
 

 
 
  
 

 
      

 

 
  

    
      

 
 
           
 

 
 
       
 

 
 
  
 

 
      

 

 
  

     
      

 
 
           
 

 
      

 
 
  
 

 
      
      
   

 

   
        

 
 
 
 
   
 

 
        
 

  
  
 

 
  
    

 

 
           
           

  
  
 

 
  
    

 

 
           
 

  
  
 

 
  
    

 

 
           
 

  
  
 

 
  
    

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

  
 
  
 

 
      

 

 
  

     
      

 
           

 
       

 
  

  

 
           

 
   

 
  

  

 
        

  
  

  

 
        

  
  

  

 
           

  
  

  

 
           

  
  

  

 
           

  
  

  

 
   
   
   

 
           

  
  

  

 
           

  
  

  

 
 
      
 

  
  

  

  
  

  

 
                                           
 
  

              
 

 
 
              
 

 

 
 

  
 

 
 

 

第11号様式（その⑩）（標準画地・評価土地）
商業地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ｂ）算出調書

比 較 項 目 標 準 画 地 評 価 土 地
格差率 格差率

高 低 接面街路との高低差 等 高 １００ 高 い ・ 等 高 ・ 低 い

面 積 面 積 の 過 大 ・ 過 小 面 積 ㎡ １００ 劣 ・ 普 通 ・ 良

奥 行

奥 行 逓 減 画地の奥行 ｍ １００
奥行 ｍ 

(標
＝ 

)奥行 ｍ

奥 行 短 小 画地の奥行 ｍ １００
奥行 ｍ 

(標
＝ 

)奥行 ｍ

奥 行 長 大
奥行 ｍ

１００
奥 行 ｍ
間 口 ｍ＝ 

(A)＝
＝(Ａ)

間口 ｍ

側 道

角 地 １００ 高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

準 角 地
二 方 路

１００ 高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

三 方 路 １００ 高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

四 方 路 １００ 高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

地 形

間 口 狭 小 １００
間口 ｍ 

(標
＝ 

)間口 ｍ

不 整 形 地 画地の間口 ｍ １００

私 道 敷 地 整形 １００

袋 地 １００

崖 地 １００

三 角 地 １００

無 道 路 地 １００

面 大 増 価 １００

そ
の
他

高 圧 線 下 地 １００

そ の 他 １００

合 計（相乗積）
１００

１００

個別格差修正率の決定

標 準 画 地

評 価 土 地 （ ）
１００

＝



 
      

                                 
 
 
 
         
 

   

 
 
   

 
  

 
   

 
  

 
               

 
               

 
   

 
           

 
               

 
               

 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

 
       

 
       

 
  

         
          

 
 
           
 

 
       

 
       

 
  

         
          

 
 
           
 

 
      
      
   

 
 
      
      
   

 

 
 
 
 
   
 

 
        
 

 
  
    

 
 
  
    

 

 
           
           

 
  
    

 
 
  
    

 

 
           
 

 
  
    

 
 
  
    

 

 
           
 

 
  
    

 
 
  
    

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
           
 

 
       

 
       

 
  

         
          

 
               

 
               

 
            

 
            

 
               

 
               

 
               

 
   
   
   

 
               

 
               

 
 
      
 

    

    

 
                                           
 
 

 
               

 
 
            
 

 
    
 
 

  
 

 

 

            

 

     
 
 

  
 

 
   

 

第11号様式（その⑪）（取引事例地・公示地等）
商業地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ｂ）算出調書

比 較 項 目
格差率 格差率

高 低 接面街路との高低差 高 い ・ 等 高 ・ 低 い 高 い ・ 等 高 ・ 低 い

面 積 面 積 の 過 大 ・ 過 小 劣 ・ 普 通 ・ 良 劣 ・ 普 通 ・ 良

奥 行

奥 行 逓 減
奥行 ｍ 奥行 ｍ 

(標
＝ ＝ 

)奥行 ｍ (標)奥行 ｍ

奥 行 短 小
奥行 ｍ 奥行 ｍ 

(標
＝ ＝ 

)奥行 ｍ (標)奥行 ｍ

奥 行 長 大
奥 行 ｍ
間 口 ｍ＝ 

(A)＝

奥 行 ｍ
間 口 ｍ＝ 

(A)＝

側 道

角 地 高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

準 角 地
二 方 路

高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

三 方 路 高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

四 方 路 高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

高商･準高･普商･近商･路商
（幅員） ｍ

地 形

間 口 狭 小
間口 ｍ 間口 ｍ 

(標
＝ ＝ 

)間口 ｍ (標)間口 ｍ

不 整 形 地

私 道 敷 地

袋 地

崖 地

三 角 地

無 道 路 地

面 大 増 価

そ
の
他

高 圧 線 下 地

そ の 他

合 計（相乗積）

個別格差修正率の決定

標 準 画 地

（ ）
１００

＝

（ ）
１００

＝



 
     
                                
 
 
  
 
  

 
 
     
 

  
          
 

       
   

   
  

          
 

  
   

   
  

  

 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
         
 
         

 
         
         
            

 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
         
         
            

  

 
     

 
       

 
   

 
       

 

 
 
     
 

 
          
  
             

 
 
 
   

 
          
  
             

 

 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 

 
         
         

 
        
     

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
        
     

  

 
  
 

 
     
             
  
             

 
 
 
 
   

 
     
             
  
             

 

 
  
         

 
             
 

 
 
   

 
             
 

 

 
  
 

 
  
   

 
 
   

 
  
   

 

 
         
 

 
  
   

 
 
   

 
  
   

 

 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 

 
         
 

 
  
   

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
  
   

  

 
         
 

 
  
   

 
 
   

 
  
   

 

 
         
         

 
             
 

 
 
   

 
             
 

 

 
 
 
  
 

 
      

 
   

 
      

 

 
      

 
   

 
      

 

 
      

 
   

 
      

 

 
      

 
             

 
   

 
             

 

 
  
  
  
  
  

 
 
 
  
 

 
          
 

 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
    

 
          
 

  

 
  
  
  

       

 
                                                
 
  

        
 
        

 
        

 
        

 
       

 
     

 

 
 
              
 

 

 
 

    
      

           
 

 
 

    
                 

 

第11号様式（その⑫）（標準画地・評価土地）
工業地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件
項 目 標 準 画 地 格差

率
計

相乗積
評 価 土 地 格差

率
計

相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞ 100 

100

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幅 員 正面街路幅員（ ）ｍ 100 正面街路幅員（ ）ｍ

舗 装
舗装種別（ ）
維持補修の程度

劣 ・ 普 通 ・ 良  100

舗装種別（ ）
維持補修の程度

劣 ・ 普 通 ・ 良

接

近

条

件

最 寄 駅 へ の
接 近 性

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回 100 

100

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

空港への接近性 （ ）空港まで
（ ）㎞

製品輸送等の程度
劣 ・ 普 通 ・ 良  100

（ ）空港まで
（ ）㎞

製品輸送等の程度
劣 ・ 普 通 ・ 良

地域内における
関 係 位 置

劣 ・ 普 通 ・ 良  
100

劣 ・ 普 通 ・ 良

鉄道専用引込線 有
無 （可能・困難） 100

有
無 （可能・困難）

専 用 岸 壁 有
無 （可能・困難） 100

有
無 （可能・困難）

環

境

条

件

工 業 用 水 有
無 （可能・困難） 100 

100

有
無 （可能・困難）

工 場 排 水 有
無 （可能・困難） 100

有
無 （可能・困難）

電 力 等 の
電 力 資 源

劣 ・ 普 通 ・ 良  
100

劣 ・ 普 通 ・ 良

上下水道ガス等

上 水 道 有・可能・無 100 上 水 道 有・可能・無

下 水 道 有・可能・無 100 下 水 道 有・可能・無

ガ ス 等 有・可能・無 100 ガ ス 等 有・可能・無

地 盤 劣 ・ 普 通 ・ 良  100 劣 ・ 普 通 ・ 良

行
政
的
条
件

公法上の規制

用途地域（ ） 

100 100

用途地域（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

評 価 土 地 （ ）  × 
１００

× × × ＝
１００ １００ １００ １００



 
     
                                
 
 
  
 
  

 
 
     
 

 
   

   
   
  

   
   

   
  

  

 
 
  
 
  
 
  
 
  
 

 
         
 
         

 
         
         
            

  
 
         
         
            

  

 
     

 
        

 
        

 
 
     
 

 
          
  
             

 
 
          
  
             

 

 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 

 
         
         

 
        
     

  
 
        
     

  

 
  
 

 
     
             
  
             

 
 
     
             
  
             

 

 
  
         

 
             
 

 
 
             
 

 

 
  
 

 
  
   

 
 
  
   

 

 
         
 

 
  
   

 
 
  
   

 

 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 

 
         
 

 
  
   

  
 
  
   

  

 
         
 

 
  
   

 
 
  
   

 

 
         
         

 
             
 

 
 
             
 

 

 
 
 
  
 

 
       

 
       

 
       

 
       

 
       

 
       

 
      

 
              

 
              

 
  
  
  
  
  

 
 
 
  
 

 
          
 

  
 
          
 

  

 
  
  
  

       

 
                                                
 
 

 
        

 
        

 
        

 
        

 
       

 
      

 
 
            
 

 
                        
 
 

    
 

   
 

   
 

   
 

  
 

     

 

            

 

                          
 
 

    
 

   
 

   
 

   
 

  
 

     

 

第11号様式（その⑬）（取引事例地・公示地等）
工業地（用途的地域細分： ）

個別格差率（Ａ）算出調書

条

件
項 目 格差

率
計

相乗積
格差
率

計
相乗積

街

路

条

件

系 統 及 び

連 続 性

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幹線街路（ ）道
区画街路（ ）道
接 近 性（ ）㎞

幅 員 正面街路幅員（ ）ｍ 正面街路幅員（ ）ｍ

舗 装
舗装種別（ ）
維持補修の程度

劣 ・ 普 通 ・ 良

舗装種別（ ）
維持補修の程度

劣 ・ 普 通 ・ 良

接

近

条

件

最 寄 駅 へ の
接 近 性

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

（ ）駅まで（ ）㎞
徒歩（ ）分、バス（ ）回

空港への接近性 （ ）空港まで
（ ）㎞

製品輸送等の程度
劣 ・ 普 通 ・ 良

（ ）空港まで
（ ）㎞

製品輸送等の程度
劣 ・ 普 通 ・ 良

地域内における
関 係 位 置

劣 ・ 普 通 ・ 良 劣 ・ 普 通 ・ 良

鉄道専用引込線 有
無 （可能・困難）

有
無 （可能・困難）

専 用 岸 壁 有
無 （可能・困難）

有
無 （可能・困難）

環

境

条

件

工 業 用 水 有
無 （可能・困難）

有
無 （可能・困難）

工 場 排 水 有
無 （可能・困難）

有
無 （可能・困難）

電 力 等 の
電 力 資 源

劣 ・ 普 通 ・ 良 劣 ・ 普 通 ・ 良

上下水道ガス等

上 水 道 有・可能・無 上 水 道 有・可能・無

下 水 道 有・可能・無 下 水 道 有・可能・無

ガ ス 等 有・可能・無 ガ ス 等 有・可能・無

地 盤 劣 ・ 普 通 ・ 良 劣 ・ 普 通 ・ 良

行
政
的
条
件

公法上の規制

用途地域（ ） 用途地域（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

街 路 条 件 接 近 条 件 環 境 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

（ ）
１００

× 
１００ １００ １００ １００ 

× × × ＝

（ ）
１００

× 
１００ １００ １００ １００ 

× × × ＝



 

      

                                             
 
 
 
             
 

     

      
 

      
 

 
  

 
  

  
  

  
  

 
  
 
  

 
           
 
           

 
 
        
 

 
 
  
 

 
 
    
 

  
 
    
 

  
 
    
 

 

 
  
 
  

 
 
           
 

  
 
  
 

 
    
       
   

  
    
       
   

  
    
       
   

 

 
  
 
  

 
 
           
 

  
 
  
 

      

 
  
  
  

 
 
           
 

  
 
  
 

      

 
 
      
 

  
 
  
 

      

 

  
 
 

 
                  

 
 
                      
 

 

   
    

 
 
   
   

  

 
 
   
   

  
   

 

第11号様式（その⑭）

工業地（用途的地域細分： ）

個 別 格 差 率 （ Ｂ ） 算 出 調 書

比 較 項 目 標 準 画 地 評 価 土 地

格差率 格差率 格差率 格差率

面

積

面 積 の

過 大 ・ 過 小
面 積 ㎡ １００ 劣・普通・良 劣・普通・良 劣・普通・良

側

道
角 地 等 １００

角 地・準角地
二方路

三方路・四方路

角 地・準角地
二方路

三方路・四方路

角 地・準角地
二方路

三方路・四方路

地

形
不 整 形 等 １００

そ
の
他

そ の 他 １００

合 計 （相乗積） １００

個別格差修正率の決定

標 準 画 地

評 価 土 地 （ ）
１００

＝

１００
＝

１００
＝



 

 

                   

                                   
 
 

 

  

 

 

 

          

 

   
  

      

 

     
  

   

   

  

   

   

   

  

  

 

  

  

  

   

   

 

  

 

 

       

 

 

       

        

 

 

   

 

 

 

 

 

    

 

       

        

  

 

         

 

 

       

       

 

       

    

 

 

   

 

       

    

 

 

 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

         

 

 

       

  

 

      

     

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

      

     

  

 

 

 

               

 

 

  

  

  

    

    

     

 

 

 

 

 

 

   

 

  

  

  

    

    

     

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

      

      

     

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

      

      

     

  

 

               

 

 

  

     

 

 

   

 

  

    

 

 

 

         

 

 

      

     

 

 

      

      

     

 

 

 

   

 

      

      

     

 

 

  

  

  

 

 

               

 

 

       

   

 

 

 

 

   

 

 

 

    

 

       

   

 

  

 

   

   

   

   

 

 

         

 

 

     

     

 

       

   

 

 

   

 

 

 

 

 

    

 

       

   

  

 

         

 

 

     

 

 

      

     

 

 

   

 

      

     

 

 

   

   

   

       

 

                                             
 
  

  

 

        

 

        

 

       

 

       

 

     
 

 

 

      

 

 

                        

 

 

    

 

   

 

   

 

  

 

  

 
     

 

                                                                                                           

第11号様式（その⑮）

田

個 別 格 差 率 算 出 調 書

条件 項 目 評 価 土 地 格差

率

計

相乗積

格差

率

計

相乗積

交

通接

・近

条

件

集落への接近性 最 寄 集 落 （ ）まで

（ ）㎞ 100 

100

（ ）まで

（ ）㎞

農 道 の 状 態 接 面 農 道

整 備 状 況

有 ・ 無

劣・普通・良 100

有 ・ 無

劣・普通・良

自

然

的

条

件

日 照 の 良 否 し ゃ へ い 物件

日照の良否

（ ）・無

劣・普通・良 100 

100

（ ）・無

劣・普通・良

土 壌 の 状 態

壌土･埴土･砂壌土・

火山灰性土・砂土・

泥炭土

作土（ ）㎝

基層まで（ ）㎝

劣・普通・良 100

壌土･埴土･砂壌土・

火山灰性土・砂土・

泥炭土

作土（ ）㎝

基層まで（ ）㎝

劣・普通・良

かんがいの良否 水量の調節

多 ・ 少

可 ・ 否

劣・普通・良 100 

100

多 ・ 少

可 ・ 否

劣・普通・良

排 水 の 良 否 乾田･湿田･たん水田

劣・普通・良 100

乾田･湿田･たん水田

劣・普通・良

災害の危険性

水 害

そ の 他

（ ）・無

（ ）・無

劣・普通・良 100

（ ）・無

（ ）・無

劣・普通・良

行条

政

的件

公 法 上 の 規 則

（ ）法

強・普通・弱 

100 100

（ ）法

強・普通・弱

画

地

条

件

画 地 の 規 模 地 積

形 状

（ ）㎡

整形・不整形 100 

100

（ ）㎡

整形・不整形

耕うんの難易 障 害 物 （ ）・無

劣・普通・良 100

（ ）・無

劣・普通・良

そ

の

他

個別格差修正率の決定

交通・接近条件 自 然 的 条 件 行 政 的 条 件 画 地 条 件 そ の 他 計

取引事例地（ ）

１００ １００ １００ １００ １００ 
× × × × ＝



 

 

                   

                                   
 
 

 

  

 

 

 

          

 

   
  

      

 

     
  

   

   

  

   

   

   

  

  

 

  

  

  

   

   

 

  

 

 

       

 

 

       

        

 

 

   

 

 

 

 

 

    

 

       

        

  

 

         

 

 

       

       

 

       

    

 

 

   

 

       

    

 

 

 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

         

 

 

       

  

 

      

     

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

      

     

  

 

 

 

               

 

 

  

  

  

    

    

     

 

 

 

 

 

 

   

 

  

  

  

    

    

     

 

 

               

 

 

       

    

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

       

    

  

 

               

 

 

      

     

 

 

   

 

      

     

 

 

 

         

 

 

      

     

 

 

      

      

     

 

 

 

   

 

      

      

     

 

 

  

  

  

 

 

               

 

 

       

   

 

 

 

 

   

 

 

 

    

 

       

   

 

  

 

   

   

   

   

 

 

         

 

 

     

     

 

       

   

 

 

   

 

 

 

 

 

    

 

       

   

  

 

         

 

 

     

 

 

      

     

 

 

   

 

      

     

 

 

   

   

   

       

 

                                             
 
  

  

 

        

 

        

 

       

 

       

 

     
 

 

 

      

 

 

                         

 

 

    

 

   

 

   

 

  

 

  

 
     

 

                                                                                                           

第11号様式（その⑯）

畑

個 別 格 差 率 算 出 調 書

条件 項 目 評 価 土 地 格差

率

計

相乗積

格差

率

計

相乗積

交

通接

・近

条

件

集落への接近性 最 寄 集 落 （ ）まで

（ ）㎞ 100 

100

（ ）まで

（ ）㎞

農 道 の 状 態 接 面 農 道

整 備 状 況

有 ・ 無

劣・普通・良 100

有 ・ 無

劣・普通・良

自

然

的

条

件

日 照 の 良 否 し ゃ へ い 物件

日照の良否

（ ）・無

劣・普通・良 100 

100

（ ）・無

劣・普通・良

土 壌 の 状 態

壌土･埴土･砂壌土・

火山灰性土・砂土・

泥炭土

作土（ ）㎝

基層まで（ ）㎝

劣・普通・良 100

壌土･埴土･砂壌土・

火山灰性土・砂土・

泥炭土

作土（ ）㎝

基層まで（ ）㎝

劣・普通・良

傾 斜 の 方 向 （ ）向

劣・普通・良 100 

100

（ ）向

劣・普通・良

排 水 の 良 否 乾 ・ 湿

劣・普通・良 100

乾 ・ 湿

劣・普通・良

災害の危険性

水 害

そ の 他

（ ）・無

（ ）・無

劣・普通・良 100

（ ）・無

（ ）・無

劣・普通・良

行条

政

的件

公 法 上 の 規 則

（ ）法

強・普通・弱 

100 100

（ ）法

強・普通・弱

画

地

条

件

画 地 の 規 模 地 積

形 状

（ ）㎡

整形・不整形 100 

100

（ ）㎡

整形・不整形

耕うんの難易 障 害 物 （ ）・無

劣・普通・良 100

（ ）・無

劣・普通・良

そ

の

他

個別格差修正率の決定

交通・接近条件 自 然 的 条 件 行 政 的 条 件 画 地 条 件 そ の 他 計

取引事例地（ ）

１００ １００ １００ １００ １００ 
× × × × ＝



 

 

                    

                                   
 
 
 

  

 

 
 

          

 

   
  

      

 

     
  

   

   

  

   

   

   

  

  

 
   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

   

 

 
               

 

 
      

        

 
 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
      

        

  

 
               

 

 
       

        

 
 

   

 
       

        

 

 
               

 

 
           

      

    

 
 

 

   

 
           

      

    

 

 
               

 
        

 
   

  

 
  

      

 
       

        

 
 

   

 
       

        

 

 
 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 
               

 
    

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
    

  

 
     

 

 
     

 

 
      

    

 
 

   

 
      

    

 

 
 

      

 

 
     

     

 

 
       

       

    

 
 

 

   

 
       

       

    

 

 
      

 

 
   

 

 
     

    

 
 

   

 
     

    

 

 
               

 

 
           

    

 
 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

    

 
           

    

  

 
               

 

 
     

    

 
 

   

 
     

    

 

 
               

 

 
    

 

 
 

   

 
    

 

 

 
  

  

  

 
 

               

 

 
       

   

 

 
 

 

   

 
 

 

    

 
       

   

 

  

 
   

   

   

       

 
                                             
 
       
                                            

 
   

              

 

                            

 

 

       

 

  

 

    

 

 
                                                                                                           

第11号様式（その⑰）

林 地

個 別 格 差 率 算 出 調 書

条件 項 目 評 価 土 地 格差

率

計

相乗積

格差

率

計

相乗積

交

通

・

接

近

条

件

最 寄 駅 へ の 接 近 性 （ ）駅まで

（ ）㎞ 100 

100

（ ）駅まで

（ ）㎞

最 寄 集 落 へ の 接 近 性 （ ）まで

（ ）㎞ 100

（ ）まで

（ ）㎞

幅 員 等 の 構 造 搬出拠点の道路の

幅員 （ ）ｍ

劣・普通・良 100

搬出拠点の道路の

幅員 （ ）ｍ

劣・普通・良

搬 出 拠 点 ま で の 距 離 （ ）㎞ 100

搬出拠点から

最寄市場までの距離

（ ）まで

（ ）㎞ 100

（ ）まで

（ ）㎞

自

然

的

条

件

気 象 の 状 態 劣・普通・良 

100

劣・普通・良

標 高 差 海 抜 （ ）ｍ

劣・普通・良 100

（ ）ｍ

劣・普通・良

方 位

樹 種

方 位

（ ）

（ ）

劣・普通・良 100

（ ）

（ ）

劣・普通・良

傾 斜 傾斜角度 （ ）度

劣・普通・良 100

（ ）度

劣・普通・良

斜 面 の 位 置 山麓・山腹・山頂

劣・普通・良 100 

100

山麓・山腹・山頂

劣・普通・良

斜 面 の 型 凹型 ・ 凸型

劣・普通・良 100

凹型 ・ 凸型

劣・普通・良

土 壌 の 良 否 劣・普通・良 
100

劣・普通・良

行条

政

的件

公 法 上 の 規 則

（ ）法

強・普通・弱 
100 100

（ ）法

強・普通・弱

そ

の

他

個別格差修正率の決定

交 通 ・ 接 近 条 件 自 然 的 条 件 行 政 的 条 件 そ の 他 計

取 引 事 例 地 （ ）
１００

× 

１００

× 

１００

×

１００ 
＝



 
 

  
                                   
 
 
 
  
 

 
 
          
 

   
  

      
 

     
  
   

   
  

   
   

   
  

  

 
 
 
 
 
   
 
 
 
   
 
 
 
   
 
 
 
   
 

 
 
  
 

 
  
 
      
 

 
        
       
  
      

 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
        
       
  
      

  

 
 
               
 

 
      
        
     
    

 
 
 
 
   

 
      
        
     
    

 

 
 
               
 

 
      
      
    
    

 
 
 
 
   

 
      
      
    
    

 

 
 
 
               
 

 
      
      
       
      
         
      

 
 
 
 
 
 
   

 
      
      
       
      
         
      

 

 
 
 
   
 
   
 
   
 
   
 

 
               
 

 
    
         

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 
    
         

  

 
               
 

 
    
         

 
 
   

 
    
         

 

 
  

 
    

 
   

 
    

 

 
          
  

 
  
  

 
       
       

 
 
   

 
       
       

 

 
               

 
    

 
   

 
    

 

 
  
  
  

 
 
               
 

 
           
         
 

 
 
 
   

 
 
 
    

 
           
         
 

  

 
   
   
   
   
 

 
 
  
 

 
 
  
 

 
       
  
      

 
 
 
   

 
 
 
 
 
    

 
       
  
      

  

 
               

 
    

 
   

 
    

 

 
  
  
  

 
 
          
 

 
  
      
 

 
         
         
 

 
 
 
   

 
 
 
    

 
         
         
 

  

 
   
   
   

       

 
                                             
 
         

                     
  

 
      
 

 
                            
                                       
 

  

 
                                                                                                           

第11号様式（その⑱）
宅地見込地（住宅地）

個 別 格 差 率 算 出 調 書

条件 項 目 評 価 土 地 格差
率

計
相乗積

格差
率

計
相乗積

接

近

条

件

周辺道路等の状態
幹線街路

接 近 性

（ ）道
（ ）ｍ
幅員、系統、舗装の

良 ・ 否 100 

100

（ ）道
（ ）ｍ
幅員、系統、舗装の

良 ・ 否

最 寄 駅 へ の 接 近 性
（ ）駅まで
（ ）ｍ

・徒歩（ ）分
・バス（ ）回 100

（ ）駅まで
（ ）ｍ

・徒歩（ ）分
・バス（ ）回

最 寄 商 店 街 へ の 接 近 性
（ ）商店街
まで（ ）ｍ
・徒歩（ ）分
・バス（ ）回 100

（ ）商店街
まで（ ）ｍ
・徒歩（ ）分
・バス（ ）回

公 共 施 設 等 へ の 接 近 性

（ ）小学校
まで（ ）㎞
（ ）病院
まで（ ）㎞
（ ）
まで（ ）㎞ 100

（ ）小学校
まで（ ）㎞
（ ）病院
まで（ ）㎞
（ ）
まで（ ）㎞

環

境

条

件

日照、温度、通風等の良否 劣・普通・良
（ ） 100 

100

劣・普通・良
（ ）

地勢・眺望・地盤等の良否 劣・普通・良
（ ） 100

劣・普通・良
（ ）

上下水道･電気･ガス等の状態 有・可能・無 100 有・可能・無

危険施設・処理
施設等への接近性

危険施設
処理施設

（ ）・無
（ ）・無 100

（ ）・無
（ ）・無

周 辺 地 域 の 状 態 劣・普通・良 100 劣・普通・良

宅成
地条
造件

造成の難易及び必要の程度
困難・普通・容易
（ ） 

100 100

困難・普通・容易
（ ）

画
地
条
件

道路との位置関係 接面道路
（ ）・無
幅員、系統、舗装の

良 ・ 否 100 

100

（ ）・無
幅員、系統、舗装の

良 ・ 否

画 地 の 形 状 等 劣・普通・良 100 劣・普通・良

行条
政
的件

公 法 上 の 規 則
用途地域
そ の 他

（ ）
（ ） 

100 100

（ ）
（ ）

そ
の
他

個別格差修正率の決定

接近条件 自然的条件 宅地造成条件 画地条件 行政的条件 そ の 他 計

取引事例地（ ）
１００ １００ １００ １００ １００ １００ 

× × × × × ＝



 

 

  

                                   
 
 
 

  

 

 
 

          

 

    
   

      

 

     
  

   

   

  

   

   

   

  

   

 
 

 

   

 

   

 

   

 

   

 

 
 

  

 

 
  

 

      

 

 
        

       

  

      

 
 

 

 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
        

       

  

      

  

 
 

               

 

 
      

        

     

    

 
 

 

 

   

 
      

        

     

    

 

 
               

 
    

 
   

 
    

 

 
 

 

   

 

   

 

   

 

   

 

 
               

 

 
   

   

 
 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
   

   

  

 
               

 

 
   

   

 
 

   

 
   

   

 

 
  

 
    

 
   

 
    

 

 
           

 
    

 
   

 
    

 

 
               

 
    

 
   

 
    

 

 
  

  

  

 
 

               

 

 
           

         

 

 
 

 

   

 
 

 

    

 
           

         

 

  

 
   

   

   

   

 

 
 

  

 

 
 

  

 

 
      

  

      

 
 

 

   

 
 

 

 

 

    

 
      

  

      

  

 
               

 
    

 
   

 
    

 

 
  

  

  

 
 

          

 

 
  

      

 

 
         

         

 

 
 

 

   

 
 

 

    

 
         

         

 

  

 
   

   

   

       

 
                                               
 
         

                      

  
 

      

 

 
                          

                                       

 

  

 
                                                                                                           

第11号様式（その⑲）

宅地見込地（工業地）

個 別 格 差 率 算 出 調 書

条件 項 目 評 価 土 地 格差

率

計

相乗積

格差

率

計

相乗積

接

近

条

件

周辺道路等の状態

幹線街路

接 近 性

（ ）道

（ ）ｍ

幅員、系統、舗装の

良 ・ 否 100 

100

（ ）道

（ ）ｍ

幅員、系統、舗装の

良 ・ 否

最 寄 駅 へ の 接 近 性

（ ）駅まで

（ ）ｍ

・徒歩（ ）分

・バス（ ）回 100

（ ）駅まで

（ ）ｍ

・徒歩（ ）分

・バス（ ）回

地域内における関係位置 劣・普通・良 100 劣・普通・良

環

境

条

件

工 業 用 水 有

無（可能・困難） 100 

100

有

無（可能・困難）

工 業 排 水 有

無（可能・困難） 100

有

無（可能・困難）

上下水道･電気･ガス等の状態 有・可能・無 100 有・可能・無

地 盤 劣・普通・良 100 劣・普通・良

周 辺 地 域 の 状 態 劣・普通・良 100 劣・普通・良

宅成

地条

造件

造成の難易及び必要の程度

困難・普通・容易

（ ） 
100 100

困難・普通・容易

（ ）

画

地

条

件

道路との位置関係 接面道路

有（ ）・無

幅員、系統、舗装の

良 ・ 否 100 

100

有（ ）・無

幅員、系統、舗装の

良 ・ 否

画 地 の 形 状 等 劣・普通・良 100 劣・普通・良

行条

政

的件

公 法 上 の 規 則

用途地域

そ の 他

（ ）

（ ） 
100 100

（ ）

（ ）

そ

の

他

個別格差修正率の決定

接近条件 環境条件 宅地造成条件 画地条件 行政的条件 そ の 他 計

取引事例地（ ）

１００ １００ １００ １００ １００ １００ 
× × × × × ＝



 

               

 

 

 

 

 

   

       

 

  

 

  

  

  

        

   

   

   

    

          

     

          

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  
 

 
                               
        
                                                           
                          
      
                          

 

 

別表第1

木 造 建 物 種 目 別 価 格 構 成 割 合 表

（単位：パーセント）

構造区分

種 目

仮

設

基

礎

主

体

屋

根

外

壁

内

壁

天

井

床 開

口

部

そ

の

他

計

事務所建 〔標準的な建物〕

間仕切の少ない

事務所建 建物及び延面積が 

1,000㎡以上の建物

住 宅 建

工 場 建

倉 庫 建

雑 屋 建 （便所）

渡廊下等構造が

雑 屋 建 きわめて簡易な

建物

2 

2 

2 

3 

3 

3 

20 

5 

5 

4 

6 

3 

19 

6 

18 

21 

16 

26 

27 

22 

9 

10 

13 

9 

12 

19 

11 

46 

4 

3 

4 

4 

5 

4 

-

15 

6 

10 

12 

8 

5 

-

11 

13 

10 

3 

-

-

-

14 

20 

16 

11 

18 

4 

9 

9 

7 

11 

12 

6 

21 

-

12 

10 

18 

11 

11 

11 

10 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100

雑 屋 建（上記以外の建物） 上記の建物のうちから類似しているものを採用する。 100

（注１） 本表は、平屋建の場合の価格構成割合である。

（注２） 二階建の場合（一部二階建の場合を含む。）は、本表に掲げる主体及び屋根

の価格構成割合について、それぞれ次により修正を行うものとする。

建面積

二階建の主体＝本表に掲げる主体の割合× 1／2 1＋
延面積

建面積

二階建の屋根＝本表に掲げる屋根の割合

延面積

（注３） 本表に掲げる価格構成割合によることが、著しく不適当と認められるものに

ついては、実情に応じ、これを適宜修正して採用する。



 

          

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２

地 域 格 差 比 較 項 目 表

地

目

用途

区分

条件 項 目 格差率 適 用

住

交通

接近

条件

都心への所要時間及び交通

施設の状態

最寄商店街の性格

公共施設の有無と種類・規模 

90～110 

97～103 

94～106

最寄駅又は最寄の交通機関が異な

る場合に適用

最寄商店街が異なる場合に適用

公共施設が異なる場合に適用

近隣の社会的環境の良否 95～105 危険施設、処理施設等が異なる場合

宅 宅

環境 街区、各画地間の均衡等町並

の良否

94～106 に適用

危険施設、処理施設等の有無 95～105 

条件 と種類・規模

公害又は災害の発生の危険性 95～105

地

そ の

他

将来の動向 90～110

別

交通

接近

条件

都心への所要時間及び交通施

設の状態

観光資源の配置の状態 

90～110 

95～105

最寄駅又は幹線道路が異なる場合

に適用

名所、旧跡、自然公園等の配置の状

態が異なる場合に適用

傾斜等の地勢の状態 82～118 危険施設、処理施設等が異なる場合

環境 地域の名声、知名度等 75～125 に適用

荘 各画地間の均衡等周辺の利用 92～108 

状態

条件 危険施設、処理施設等の有無 97～103 

地 地

と種類・規模

公害又は災害の発生の危険性 95～105

そ の

他

将来の動向 90～110

商

街路

条件

街区の状態 98～102

交通 最寄駅の乗降客数 90～110 最寄駅が異なる場合に適用

接近 駐車場の整備と交通 98～102

業 条件 規制の状態 

環境 デパート・大型店舗・事務所ビ 90～110 

地

ルの集中度

客等を誘引する施設の有無と 97～103 

条件 種類・規模 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

宅

商

業

環境

条件

背後地及び顧客の購買力

店舗の連たんと高度利用の状

態

顧客の通行量と営業時間の長

短 

88～112 

95～105 

88～112

地 そ の

他

将来の動向 90～110

交通 製品及び原材料の搬出入先と 80～120 最寄駅又は幹線道路が異なる場合

工 の所要時間 において適用する。

接近 労働力確保の難易 80～120 

条件

（通勤時間を含む。）

公共岸壁 90～110

業 環境

条件

公害発生の危険性 90～110

行政 行政上の助成の有無と程度 90～110 

的 条 行政上の規制 90～110

地 地 件

そ の

他

工場進出の動向 95～105

交通 最寄駅の性格と都心への接近 95～105 最寄駅又は幹線道路が異なる場合

宅 性 において適用する。

接近 最寄商店街及び公共施設の 95～105 最寄商店街及び公共施設が異なる

地 有無と性格 場合において適用する。

条件

見 環境

条件

市街化進行の程度 90～110

込 行政 宅地造成に対する助成又は規 90～110 市町村の行政区域が異なる場合に

的条 制の有無と程度 おいて適用する。

地 件



 

          

 

 

    

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

     

     

     

  

 

     

     

     

     

  

 

   

   

   

   

 

別表第３

個 別 格 差 比 較 項 目 表 （Ａ）

１ 住 宅 地

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

街

※

系 統 及 び 連 続 性 
98～102 接面する街路について、幹線街路か否か、幹線街路

への接近性及びその利用面における経済性（交通時間

距離）を考慮して標準画地と比較する。

ただし、農家集落地の場合においては 99～101％とす

る。 
路 ※

幅 員 
98～102 接面する街路の幅員について、快適性及び利便性を

考慮して標準画地と比較する。 

条
※

舗 装 
98～102 接面する街路の舗装の状態について、舗装の種別、

維持補修の程度及び舗装の状態を考慮して標準画地と

比較する。

件 
配 置 98～102 周辺の街路の状態（均衡がとれているか、行き止まり路

や丁路があるか等）について、標準画地と比較する。

配 置 100～105 広大地について道路を想定した場合において、周辺の

街路の状態について標準画地と比較する。

接

最 寄 駅 へ の 接 近 性 95～105 地域において一般的に利用されている距離的時間的

に最も近い駅への接近性について、道路に沿った最短距

離、バス路線の有無、バス運行回数等を考慮して各格差

率により標準画地と比較する。

優良住宅地 97～103％

標準住宅地 95～105％

混在住宅地 96～104％

農家集落地 95～105％

近

条

件

最寄商 店 街 への接 近 性 95～105 通常、一般的に利用されている日常生活の需要を満た

すに足りる最寄りの商店街への接近性について、道路に

沿った最短距離、バス路線の有無、バス運行回数等を考

慮して各格差率により標準画地と比較する。

優良住宅地 98～102％

標準住宅地 96～104％

混在住宅地 95～105％

農家集落地 97～103％

公共施 設 等 への接 近 性 96～104 小学校、中学校、保育所、児童公園、病院等公共利便

施設への接近性、集中の度合及び日常の利便性を考慮

して各格差率により標準画地と比較する。

優良住宅地 96～104％

標準住宅地 97～103％

混在住宅地 97～103％

農家集落地 97～103％



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

   

   

   

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

環

境

※

日照、温度、通風等の良否 
90～110 日照の確保、温度、通風等の自然的条件の良否につ

いて、それらを阻害する要因の有無を考慮して標準画地と

比較する。 

※

地勢、地質、地盤等の良否 
90～110 地勢、地質、地盤等の自然的環境の良否について、標

準画地と比較する。

隣接地等周囲の利用状況 80～120 隣接地等周囲の利用状況について、それらの利用方

法及びその方位等住環境を考慮して各格差率により標準

画地と比較する。

優良住宅地 80～120％

標準住宅地 84～116％

混在住宅地 88～112％

農家集落地 92～108％

条

各 画 地 の配 置 の状 態 98～102 周辺における各画地の配置の状態（各画地の地積、形

状等の均衡がとれ整然としているか否か）について標準画

地と比較する。

件 

各 画 地 の配 置 の状 態 100～105 広大地について道路を想定した場合において、周辺に

おける各画地の配置の状態について標準画地と比較す

る。 

※

供 給 処 理 施 設 の状 態 
96～104 上水道（簡易水道を含む。）施設、下水道施設（団地等

の共同自家処理施設を含む。）及び都市ガス施設等（大

団地の集中供給方式を含む。）の整備の度合について標

準画地と比較する。

ただし、混在住宅地の場合は 97～103％とする。

危険施設、処理施設等への

接 近 性 
96～104 危険施設（規模の大きい変電所、ガスタンク等）、処理

施設（汚水処理場、ゴミ焼却場）又は、自動車専用道路等

の有無及びそれらの配置の状態による危険性、騒音、ば

い煙等の悪影響の度合について標準画地と比較する。

行

政

的

条

件 

※

公 法 上 の 規 制 
97～103 都市計画法、建築基準法等による用途地域及びその他

の地域地区等による土地の利用方法に関する一般的な公

法上の規制の程度について標準画地と比較する。ただ

し、①農家集落地の場合には 98～102％とする②マンショ

ン地域（マンション移行地域を含む。）の場合においては

左記の格差率を 87～113％（取引事例価格を類似地域か

ら採用した場合でも同一の格差率とする。）として適用す

る。

なお、都市計画法による都市計画施設（事業予定地）、

都市公園法及び自然公園法（第 2 種特別地域）に関して

は、付表による。

そ

の

他

そ の 他 上記各項目に該当しない特別の要因がある場合、その

要因の性格に応じて標準画地と比較する。

（注） ※を付した項目の格差率については、取引事例価格を類似地域から採用した場合においては、当該格

差率を 5 割増した範囲内で適用することができる。



   

 

                           

         

       

        

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付 表

法 令 名 格 差 率 （ ％ ） 比 較 の 内 容

都 市 計 画 法

（ 都 市 計 画 施 設

（ 事 業 予 定 地 ） ）

都 市 公 園 法

自 然 公 園 法

（ 第  2 種 特 別 地 域 ） 

70～100 

20～100 

80～100

都市計画施設（事業予定地）の利用方法に関する規

制の程度及び事業予定地に指定されてから買収される

までの期間を考慮して標準画地と比較する。

都市公園法による土地利用に関する規制の程度につ

いて標準画地と比較する。

第 2種特別地域の利用方法に関する規制の程度につ

いて標準画地と比較する。

（注） 上記格差率は、既に公法上の規制の対象となっている国有地を第三者に売り払う場合において適用し、

地方公共団体に対して公共用地として売り払う場合においては適用しないことに留意する。



    

 

                   

 

 

 

 

 

     

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

２ 別 荘 地

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

街

路

条

※

系 統 及 び 連 続 性 
95～105 接面する街路について、幹線街路か否か、幹線街路

への接近性及びその利用面における経済性（交通時間

距離）を考慮して標準画地と比較する。

件 幅 員 、 構 造 等 97～103 接面する街路の幅員、舗装、勾配、配置等について、

快適性及び利便性を考慮して標準画地と比較する。

交

通

・

接

交 通 施 設 への接 近 性 97～103 地域において一般的に利用されている距離的時間的

に最も近いバス停留所等への接近について、道路に沿っ

た最短距離、バス運行回数等を考慮して標準画地と比較

する。

近

条

件

利便施設、レクリエーション

施 設 等 へ の 接 近 性 
98～102 利便施設、レクリエーション施設等への接近性につい

て、集中の度合及び利便性を考慮して標準画地と比較す

る。

※

眺 望 の 良 否 
66～134 眺望の良否について、視界を遮る障害物の有無、見通

しの良否等の快適性、特に著名な景観が眺望出来るか

否かを考慮して標準画地と比較する。 
※

日照、温度、通風等の良否 
98～102 日照の確保、温度、通風等の自然的条件の良否につ

いて、それらを阻害する要因の有無を考慮して標準画地

と比較する。

環 地勢、地質、地盤等の良否 97～103 地勢、地質、地盤等の自然的環境の良否について、標

準画地と比較する。 
※

樹木等自然環境の良否 
89～111 樹木等自然環境の良否について、画地内の樹木を含

み、周囲の植生、環境を考慮して標準画地と比較する。

境
各 画 地 の 配 置 の 状 態  98～102 周辺における各画地の配置の状態（各画地の地質、形

状等の均衡がとれ整然としているか否か）について標準

画地と比較する。

各 画 地 の 配 置 の 状 態  100～105 広大地について道路を想定した場合において、周辺に

おける各画地の配置の状態について標準画地と比較す

る。 
条 ※

供 給 処 理 施 設 の 状 態  
90～110 上水道（簡易水道を含む。）施設、下水道施設（別荘地

域等の共同自家処理施設を含む。）温泉設備の状態、温

泉引込の可能性の有無及び温泉の質、量を考慮して標

準画地と比較する。

件 
危険施設、処理施設等への

接 近 性 
97～103 危険施設（規模の大きい変電所、ガスタンク等）、処理

施設（汚水処理場、ゴミ焼却場）又は、自動車専用道路等

の有無及びそれらの配置の状態による危険性、騒音、ば

い煙等の悪影響の度合について標準画地と比較する。

災 害 発 生 の 危 険 性  97～103 洪水、地すべり、崖くずれ等の災害の発生の危険性に

ついて、発生の可能性とその規模等を考慮して標準画地

と比較する。

公 害 発 生 の 程 度 97～103 騒音、排気ガス、ばい煙等の公害発生の頻度、公害の

広がりとその程度等を考慮して標準画地と比較する。



 

 

 

 

 

 

   

 

                           

         

       

        

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行 ※ 98～102 都市計画法、建築基準法等による用途地域及びそ

政 公 法 上 の 規 制 の他の地域地区等による土地の利用方法に関する一

的 般的な公法上の規制の程度について標準画地と比較

条 する。ただし都市計画法による都市計画施設（事業予

件 定地）、都市公園法及び自然公園法（第 2 種特別地

域）に関しては付表による。

（注） ※を付した項目の格差率については、取引事例価格を類似地域から採用した場合においては、当該格

差率を 5 割増した範囲内で適用することができる。

付 表

法 令 名 格 差 率 （ ％ ） 比 較 の 内 容

都 市 計 画 法

（ 都 市 計 画 施 設

（ 事 業 予 定 地 ） ）

都 市 公 園 法

自 然 公 園 法

（ 第  2 種 特 別 地 域 ） 

70～100 

20～100 

80～100

都市計画施設（事業予定地）の利用方法に関する

規制の程度及び事業予定地に指定されてから買収さ

れるまでの期間を考慮して標準画地と比較する。

都市公園法による土地利用に関する規制の程度に

ついて標準画地と比較する。

第 2 種特別地域の利用方法に関する規制の程度に

ついて標準画地と比較する。

（注） 上記格差率は、既に公法上の規制の対象となっている国有地を第三者に売り払う場合において適用し、

地方公共団体に対して公共用地として売り払う場合においては適用しないことに留意する。



    

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

     

     

     

     

     

  

 

     

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

     

     

     

     

  

 

   

     

     

     

 

 

3 商 業 地

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

※

系 統 及 び 連 続 性 
98～102 接面する街路について、幹線街路か否か、及び幹線

街路への接近性並びに地域の中心（近隣地域もしくは

周辺地域を含む商業上の中心をいう。以下同じ。）への

客足の流れの性格等地域の中心との連絡の程度を考

慮して標準画地と比較する。 

街

路

※

幅 員 
98～102 接面する街路の幅員について、顧客の通行量、商品

の搬出入等に与える影響の程度を考慮して各格差率

により標準画地と比較する。

高 度 商 業 地 92～108％

準高度商業地 95～105％

普 通 商 業 地 95～105％

近 隣 商 業 地 96～104％

郊外路線商業地 96～104％

条

舗 装 98～102 接面する街路の舗装の状態について、舗装の種別

及び維持補修の程度を考慮して各格差率により標準画

地と比較する。

普 通 商 業 地 99～101％

近 隣 商 業 地 98～102％ 

件 

※

歩 道 
98～102 接面する街路の歩道の幅員、維持補修の程度を考

慮して標準画地と比較する。

ただし、高度商業地の場合においては 99～101％と

する。 
※

構 造 
98～102 郊外路線商業地において、街路の構造（中央帯・植

樹帯・車線区分・舗装等）の良否について、標準画地と

比較する。 
※

勾 配 ・ カ ー ブ の 状 態 
97～103 郊外路線商業地において、勾配・カーブの状態につ

いて、店舗への進入の難易・衝突の危険性の有無等を

考慮して標準画地と比較する。

接

近

商業地域の中心への接近性 82～118 地域の中心との関係位置の状態について、その関連

性を考慮して各格差率により標準画地と比較する。

高 度 商 業 地 82～118％

準高度商業地 82～118％

普 通 商 業 地 86～114％

近 隣 商 業 地 86～114％

郊外路線商業地 98～102％

条

件

最 寄 駅 へ の 接 近 性 91～109 地域の中心と最寄駅への接近の程度について、客足

の便等の良否を考慮して各格差率により標準画地と比

較する。

高 度 商 業 地 95～105％

準高度商業地 95～105％

普 通 商 業 地 91～109％

近 隣 商 業 地 92～108％



 

 

 

 

 

 

   

 

                           

         

       

        

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

     

     

     

     

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

環

境

条

客 足 の 流 動 性 70～130 接面する街路（前面）の客足の量と性格を考慮して

各格差率により標準画地と比較する。

高 度 商 業 地 70～130％

準高度商業地 70～130％

普 通 商 業 地 79～121％

近 隣 商 業 地 79～121％

郊外路線商業地 91～109％

隣 接 地 等 周 囲 の状 態 90～110 隣接地等に価格形成要因となる施設等の有無及び

その影響の程度を考慮して標準画地と比較する。
件 地 盤 98～102 地盤の軟弱等の程度を考慮して標準画地と比較す

る。

行

政

的

条

件

公 法 上 の 規 制 89～111 都市計画法、建築基準法等による用途地域及びそ

の他の地域地区等による土地の利用方法に関する一

般的な公法上の規制の程度について標準画地と比較

する。ただし、取引事例価格を類似地域から採用した

場合においては 78～122％とする。

なお、都市計画法による都市計画施設（事業予定

地）、都市公園法及び自然公園法（第 2 種特別地域）

に関しては、付表による。

そ

の

他

そ の 他 上記各項目に該当しない特別の要因がある場合に

おいて、その要因の性格に応じて標準画地と比較す

る。

（注） ※を付した項目の格差率については、取引事例価格を類似地域から採用した場合においては、当該格

差率を 5 割増した範囲内で適用することができる。

付 表

法 令 名 格 差 率 （ ％ ） 比 較 の 内 容

都 市 計 画 法

（ 都 市 計 画 施 設

（ 事 業 予 定 地 ） ）

都 市 公 園 法

自 然 公 園 法

（ 第  2 種 特 別 地 域 ） 

70～100 

20～100 

80～100

都市計画施設（事業予定地）の利用方法に関する

規制の程度及び事業予定地に指定されてから買収さ

れるまでの期間を考慮して標準画地と比較する。

都市公園法による土地利用に関する規制の程度に

ついて標準画地と比較する。

第 2 種特別地域の利用方法に関する規制の程度に

ついて標準画地と比較する。

（注） 上記格差率は、既に公法上の規制の対象となっている国有地を第三者に売り払う場合において適用し、

地方公共団体に対して公共用地として売り払う場合においては適用しないことに留意する。



    

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

  

 

 

 

 

 

4 工 業 地

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

街 ※

系 統 及 び 連 続 性 
96～104 接面する正面街路について、幹線街路か否か、幹線

街路への接近性等を考慮して標準画地と比較する。 
路 ※

幅 員 
95～105 接面する正面街路の幅員について、利便性（経済

性）を考慮して標準画地と比較する。 
条

件 

※

舗 装 
96～104 接面する正面街路の舗装の状態について、舗装の

種別、維持補修の程度及び舗装の状態を考慮して標

準画地と比較する。

接

最 寄 駅 へ の 接 近 性 89～111 地域において一般的に利用されている距離的、時間

的に最も近い駅への接近性について、道路に沿った最

短距離、バス路線の有無、バス運行回数等を考慮して

標準画地と比較する。

近

空 港 へ の 接 近 性 95～105 地域内において一般的に利用されている距離的、時

間的に最も近い空港への接近性について、道路に沿っ

た最短距離、航空機による製品輸送等を考慮して標準

画地と比較する。

条

地域内における関係位置 95～105 地域内における対象土地の位置について、その良

否、従業員の通勤等における利便性及び労働力確保

の難易等を考慮して標準画地と比較する。

件

鉄 道 専 用 引 込 線 97～103 大工場地において、鉄道専用引込線の整備につい

て、その有無、費用性及び経済性等を考慮して標準画

地と比較する。

専 用 岸 壁 88～112 大工場地において、専用岸壁の整備について、その

有無、費用性及び経済性等を考慮して標準画地と比較

する。

環

※

工 業 用 水 
95～105 工業用水道の整備について、その有無、費用性及び

経済性等を考慮して各格差率により標準画地と比較す

る。

大 工 場 地 97～103％

中小工場地 95～105％ 

境

※

工 場 排 水 
95～105 工場排水施設の整備について、その有無、費用性及

び経済性等を考慮して標準画地と比較する。 

条

※

電 力 等 の 動 力 資 源 
95～105 電力、重油等動力資源の入手の状態及び引込の難

易について、費用性及び経済性等を考慮して各格差率

により標準画地と比較する。

大 工 場 地 95～105％

中小工場地 97～103％

件 

上 下 水 道 ガ ス 等 98～102 上下水道、ガス等の供給、処理施設の有無及びその

利用の難易について、費用性及び経済性等を考慮して

標準画地と比較する。 

※

地 盤 
95～105 地勢、地質、地盤等の自然的条件の良否について施

設費の多寡を考慮して標準画地と比較する。



 

 

 

 

 

   

 

                           

         

       

        

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

     

 

 

 

  

 

行 公 法 上 の 規 制 93～107 都市計画法、建築基準法等による用途地域及びその

他の地域地区等による土地の利用方法に関する一般的

政 な公法上の規制の程度について各格差率により標準画

地と比較する。ただし、都市計画法による都市計画施設

的

条

（事業予定地）、都市公園法及び自然公園法（第 2 種特

別地域）に関しては、付表による。

大 工 場 地 97～103％

中小工場地 93～107％

件

そ そ の 他 上記各項目に該当しない特別の要因がある場合にお

の いて、その要因の性格に応じて標準画地と比較する。

他

（注） ※を付した項目の格差率については、取引事例価格を類似地域から採用した場合においては、当該格

差率を 5 割増した範囲内で適用することができる。

付 表

法 令 名 格 差 率 （ ％ ） 比 較 の 内 容

都 市 計 画 法

（ 都 市 計 画 施 設

（ 事 業 予 定 地 ） ）

都 市 公 園 法

自 然 公 園 法

（ 第  2 種 特 別 地 域 ） 

70～100 

20～100 

80～100

都市計画施設（事業予定地）の利用方法に関する規

制の程度及び事業予定地に指定されてから買収される

までの期間を考慮して標準画地と比較する。

都市公園法による土地利用に関する規制の程度につ

いて標準画地と比較する。

第 2種特別地域の利用方法に関する規制の程度につ

いて標準画地と比較する。

（注） 上記格差率は、既に公法上の規制の対象となっている国有地を第三者に売り払う場合において適用し、

地方公共団体に対して公共用地として売り払う場合においては適用しないことに留意する。



 

          

 

 

    

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

   

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

       

       

別表第４

個 別 格 差 比 較 項 目 表 （Ｂ）

１ 住 宅 地

条件 項目 細 項 目 格差率（％） 適 用 基 準

方

位

接面街路の方位 97～103 標準画地の接面する街路の方位を 100％として、日

照、通風等による快適性を考慮して各格差率を限度とし

て修正する。

優良住宅地 98～102％

標準住宅地 97～103％

混在住宅地 97～103％

高

低

接 面 街 路

と の 高 低 差 

89～111 標準画地の接面街路との高低差を 100％として、その

快適性及び利便性の程度により 89％～111％を限度とし

て修正する。

画

面

積

面 積 の

過 大 ・ 過 小 

70～130 標準画地の面積を 100％として、面積の過大又は過小

により特に利用上の阻害が認められる場合においては、

当該利用上の阻害の程度を考慮して修正する。

地

奥

奥 行 逓 減 80～100 標準画地の奥行距離を 100％として、その 3倍までにつ

いて80％（87％）を限度として修正するものとし、 3倍以上

を「劣る」 80％（87％）とする。

ただし、農家集落地の場合においては（ ）書の格差

率とする。

条

奥 行 短 小 88～100 標準画地の奥行距離を 100％として、その 0.7（0.6）倍

未満について 88％（90％）を限度として修正するものと

し、 0.2倍（0.3倍）未満を「劣る」 88％（90％）とする。

ただし、農家集落地の場合においては（ ）書の格差率と

する。

件 行

奥 行 長 大 90～100 標準画地の奥行距離と間口距離の比を 100％として、

奥行

その1.5倍（2.0倍）以上について 90％を限度

間口

として修正するものとし、 3倍（4倍）以上を「劣る」 90％とす

る。

ただし、農家集落地の場合においては（ ）書の格差

率とする。

側

道

角 地 100～112 角地による快適性及び利便性について、側道の幅員

方位等を考慮して各格差率を限度として修正する。

優良住宅地 107％

標準住宅地 110％



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

       

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

   

 

  

 

 

       

           

     

          

           

 

  

 

 

 

  

 

画

地

条

件

側

混在住宅地 112％

農家集落地 104％

準角地・二方路 100～105 準角地又はニ方路による快適性及び利便性につい

て、側道等の幅員、方位等を考慮して 105％（102％）を

限度として修正する。

ただし、農家集落地の場合においては（ ）書の格差率

とする。

道 三 方 路 三方路による快適性及び利便性については、三方路

が角地としての性格を重複して持っていることにかんが

み、それぞれの道路の角地とみなして角地格差率の相

乗積により修正する。

間 口 狭 小 80～100 標準画地の間口距離を 100％として、その 0.7（0.6）倍

未満について 80％（85％）を限度として修正するものと

し、 0.2 倍（0.3 倍）未満を「劣る」 80％（85％）とする。

ただし、農家集落地の場合においては（ ）書の格差率

とする。

地

不 整 形 70～100 標準画地の形状を 100％として、不整形部分の利用の

程度を考慮して 70％（87％）を限度として修正する。

ただし、農家集落地の場合においては（ ）書の格差率

とする。

私 道 敷 地 10～100 標準画地の利用を 100％として、道路の敷地の用に供

する状況により 10％を限度として修正する。

形

袋 地 50～100 標準画地の利用を 100％として、袋地の利用の程度を

考慮して修正するものとし、次式により格差率を求める。

有 効 有 効

宅 地 宅 地 路地状 路地状

部 分 × 部分の＋部分の×部分の

格 の面積 残価率 面 積 残価率

差＝ 売 払 土 地 の 面 積

率

（イ） 有効宅地部分の残価率は、路地状部分の間口、

奥行等を考慮して次表に掲げる残価率を限度とす

る。

（注） 有効宅地部分が周辺土地の利用状況から考

慮して地価水準が相当低下すると見込まれる場

合においては、次表の残価率を超えて適用して

差し支えない。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

  

  

  

  
 

  

   

   

   

  

 

 

 

   

    

     

     

     

     
 

  

 

 

 

  

 

画

地

地

路地状部分の奥行 残価率 

10m 未満 90％ 

10m 以上 20m 未満 85％ 

20m 以上 80％

（ロ） 路地状部分の残価率は、路地状部分の間口、奥

行等を考慮して次表に掲げる残価率を限度とす

る。

（注） 路地状部分について建築基準表第 42 条の

規定により特定行政庁から道路（道路法の道

路を除く。）として指定されている場合におい

ては、次表に掲げる残価率によることなく、残

価率 10％を適用して差し支えない。

路地状部分の奥行 残価率 

10m 未満 70％ 

10m 以上 20m 未満 50％ 

20m 以上 30％

条

形

件

崖 地 2～100 土地造成を行うことが客観的にみて適当でないと認

められる崖地部分について崖地の方位、傾斜の状況に

応じ、次表に掲げる残価率を限度として、平坦宅地部分

と崖地部分との比率を考慮して修正する。

（注） 15°未満については、周辺土地の利用状況を

考慮して慎重に適用する。

角 度 残価率（％）

北 西 東 南 

15°未満 40 50 60 70 

15°以上 30°未満 10 30 40 50 

30°以上 45 度未満 5 15 20 25 

45°以上 2 4 5 7

三 角 地 75～100 標準画地の形状を 100％として、三角地部分の利用

の程度を考慮し 75％（87％）を限度として修正する。た

だし、不整形による修正と重複して修正しないものとす

る。

なお、農家集落地の場合においては（ ）書の格差率

とする。

無 道 路 地 50～100 現実の利用に最も適した道路等に至る距離等の状況

を考慮し、取付道路の取得の費用等を勘案して 50％を

限度として修正する。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ

画

地

条 の

高 圧 線 下 地 30～100 標準画地の利用を 100％として、高圧線下地部分に

ついて高圧線の電圧の種別に応じ 30％を限度として修

正するものとし、線下地部分とそれ以外との比率を考慮

して格差率を求めて修正する。

件

他

そ の 他 上記に掲げる項目以外で比較すべき特別の項目が

あると認められるときは、その項目に応じて適正に修正

する。



    

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

       

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2 別 荘 地

条件 項目 細 項 目 格差率（％） 適 用 基 準

画 傾

斜

傾 斜 の 程 度 82～100 標準画地の傾斜を 100％として、有効利用度及び建物

建築費に与える影響度合の程度を考慮して修正する。

地

面

積

面 積 の

過 大 ・ 過 小 

80～120 標準画地の面積を 100％として、面積の過大又は過小

により特に利用上の阻害が認められる場合においては、

当該利用上の阻害の程度を考慮して修正する。

地

形

不 整 形 等 82～100 標準画地の形状を 100％として、奥行短小、間口狭

小、袋地等及び不整形等、利用の効率の程度を考慮し

て82％を限度として修正する。

条 高

低

接 面 街 路

と の 高 低 差 

89～111 標準画地の接面街路との高低差を 100％として、その

快適性及び利便性の程度により 89％～111％を限度とし

て修正する。

件

そ

の

他

そ の 他 上記に掲げる項目以外で比較すべき特別の項目があ

ると認められるときは、その項目に応じて適正に修正す

る。



    

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

     

     

     

  

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

          

          

          

      

  

 

   

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

     

     

     

       

3 商 業 地

条件 項目 細 項 目 格差率（％） 適 用 基 準

高

低

接 面 街 路

と の 高 低 差 

93～107 標準画地の接面街路との高低差を 100％として、その

利便性の程度により修正する。

高 度 商 業 地 98～102％

準高度商業地 98～102％

普 通 商 業 地 94～106％

近 隣 商 業 地 93～107％

郊外路線商業地 93～107％

画

面

積

面 積 の

過 大 ・ 過 小 

70～130 標準画地の面積を 100％として、面積の過大又は過小

により特に利用上の阻害が認められる場合においては、

当該利用上の阻害の程度を考慮して修正する。

地

奥

奥 行 逓 減 90～100 標準画地の奥行距離を 100％として、所定の倍数まで

について各格差率を限度として修正するものとし、所定

の倍数以上を「劣る」とする。

高 度 商 業 地 3.0倍まで 95％

準高度商業地 〃 95％

普 通 商 業 地 〃 90％

近 隣 商 業 地 〃 90％

郊外路線商業地 4.0倍まで 90％

条 奥 行 短 小 90～100 標準画地の奥行距離を 100％として、その 0.8倍未満に

ついて 90％を限度として修正するものとし、 0.2倍未満を

「劣る」90％とする。

件

行 奥 行 長 大 90～100 標準画地の奥行距離と間口距離の比を 100％として、

奥行

その1.5倍以上について 90％を限度として

間口

修正するものとし、 4倍以上を「劣る」 90％とする。

側

道

角 地 100～115 角地による顧客の出入りの便及び商品宣伝の効果等

の程度について、側道の幅員、系統及び連続性等を考

慮して各格差率を限度として修正する。

高 度 商 業 地 115％

準高度商業地 115％

普 通 商 業 地 110％

近 隣 商 業 地 110％

郊外路線商業地 110％



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

     

     

     

  

 

   

     

     

     

     

  

 

   

     

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

     

     

     

     

  

 

   

     

     

     

     

画

地

条

件

側

準角地・二方路 100～110 準角地又はニ方路による顧客の出入りの便及び商品

宣伝の効果等の程度について、側道等の幅員、系統及

び連続性等を考慮して各格差率を限度として修正する。

高 度 商 業 地 110％

準高度商業地 110％

普 通 商 業 地 108％

近 隣 商 業 地 108％

郊外路線商業地 108％

三 方 路 100～120 三方路による顧客の出入りの便及び商品宣伝の効果

等の程度について、用途地域及び三方路の幅員、系統

及び連続性等を考慮して各格差率を限度として修正す

る。

高 度 商 業 地 120％

準高度商業地 120％

普 通 商 業 地 115％

近 隣 商 業 地 115％

郊外路線商業地 115％

道 四 方 路 100～125 四方路による顧客の出入りの便及び商品宣伝の効果

等の程度について、用途地域及び四方路の幅員、系統

及び連続性等を考慮して各格差率を限度として修正す

る。

高 度 商 業 地 125％

準高度商業地 125％

普 通 商 業 地 120％

近 隣 商 業 地 120％

郊外路線商業地 120％

地

間 口 狭 小 84～100 標準画地の間口距離を 100％として、その 0.9 倍未満

について次に掲げる各格差率を限度として修正するもの

とし、 0.2 倍未満を「劣る」とする。

高 度 商 業 地 85％

準高度商業地 85％

普 通 商 業 地 90％

近 隣 商 業 地 90％

郊外路線商業地 84％

形

不 整 形 90～100 標準画地の形状を 100％として、不整形部分の利用の

程度を考慮して各修正率を限度として修正する。

高 度 商 業 地 92％

準高度商業地 92％

普 通 商 業 地 90％

近 隣 商 業 地 90％

郊外路線商業地 90％



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

 

 

       

           

     

          

           

 

  

 

 

 

  

   

   

   

  

 

 

 

  

  

  

  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

  
 

画

地

地

形

条

件

私 道 敷 地 10～100 標準画地の利用を 100％として、道路の敷地の用に

供する状況により修正する。

袋 地 50～100 標準画地の利用を 100％として、袋路の利用の程度を

考慮して修正するものとし、次式により格差率を求める。

有 効 有 効

宅 地 宅 地 路地状 路地状

部 分 × 部分の＋部分の×部分の

格 の面積 残価率 面 積 残価率

差＝ 売 払 土 地 の 面 積

率

（イ） 有効宅地部分の残価率は、路地状部分の間口、

奥行等を考慮して次表に掲げる残価率を限度とす

る。

（注） 有効宅地部分が周辺土地の利用状況から考

慮して地価水準が相当低下すると見込まれる場

合においては、次表の残価率を超えて適用して

差し支えない。

路地状部分の奥行 残価率 

10m 未満 90％ 

10m 以上 20m 未満 85％ 

20m 以上 80％

（ロ） 路地状部分の残価率は、路地状部分の間口、奥

行等を考慮して次表に掲げる残価率を限度とする。

（注） 路地状部分について建築基準法第 42条の規

定により特定行政庁から道路（道路法の道路を

除く。）として指定されている場合においては、

次表に掲げる残価率によることなく、残価率  

10％を適用して差し支えない。

路地状部分の奥行 残価率 

10m 未満 70％ 

10m 以上 20m 未満 50％ 

20m 以上 30％

崖 地 5～100 土地造成を行うことが客観的にみて適当でないと認め

られる崖地部分について、崖地の傾斜の状況に応じ、次

表に掲げる残価率を限度として、平坦宅地部分と崖地

部分との比率を考慮して格差率を求める。

角 度 残価率 

30°以上 45°未満 20％ 

45°以上 5％



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

     

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

   

     

     

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

画

地

三 角 地 90～100 標準画地の形状を 100％として、三角地部分の利用の

程度を考慮して各修正率を限度として修正する。ただし、

不整形による修正と重複して修正しないものとする。

高 度 商 業 地 92％

準高度商業地 92％

普 通 商 業 地 90％

近 隣 商 業 地 90％

郊外路線商業地 90％

地

無 道 路 地 50～100 現実の利用に最も適した道路等に至る距離等の状況

を考慮し、取付道路の取得の費用等を勘案して 50％を

限度として修正する。

条

形

面 大 増 価 100～115 標準画地の地積を 100％として、地積が大きくなること

により、明らかに収益の増加が見込まれ市場における需

給関係等から合理的と認められる場合においては、その

収益性の程度を考慮して各修正率を限度として修正す

る。

ただし、面大増価を適用する場合においては、奥行逓

減は適用しないものとする。

高 度 商 業 地 110％

準高度商業地 115％

普 通 商 業 地 105％

件

そ

の

他

高 圧 線 下 地 30～100 標準画地の利用を 100％として、高圧線下地部分につ

いて高圧線の電圧の種別に応じ 30％を限度として修正

するものとし、線下地部分とそれ以外との比率を考慮して

格差率を求めて修正する。

そ の 他 上記に掲げる項目以外で比較すべき特別の項目があ

ると認められるときは、その項目に応じて適正に修正す

る。



    

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

       

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

      

      

 

 

  

   

   
 

 

 

 

 

 

  

 

      

      

 

 

 

       

 

 

 

 
 
 

4 工 業 地

条件 項目 細 項 目 格差率（％） 適 用 基 準

面

積

面 積 の

過 大 ・ 過 小 

80～100 標準画地の面積を 100％として、面積の過大又は過小

により特に利用上の阻害が認められる場合においては、

当該利用上の阻害の程度を考慮して各格差率を限度と

して修正する。

大 工 場 地 90％

中小工場地 80％

画

地

側

道

角 地 等 100～108 側道等による利便性について、対象土地に接面する

利用可能な街路の幅員、系統、連続性等を考慮して各

格差率を限度として修正する。

種 別 大工場地 中小工場地

角 地 102 104

準 角 地 ・ 101 102

ニ 方 路 

三 方 路  103 106

四 方 路  104 108

条 地

形

不 整 形 等 74～100 標準画地の形状を 100％として、奥行短小、間口狭

小、袋地等及び不整形等、利用の効率の程度を考慮し

て各格差率を限度として修正する。

大 工 場 地 82％

中小工場地 74％

件 そ

の

他

そ の 他 上記に掲げる項目以外で比較すべき特別の項目があ

ると認められるときは、その項目に応じて適正に修正す

る。



 

          

 

 

  

 

            

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

別表第５

個 別 格 差 比 較 項 目 表

１ 田

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

交条

通

集落への接近性 96～104 最寄集落までの通作距離について、耕作者が耕作地へ通う

ときの便否を考慮して比較する。

・

接

近件

農 道 の 状 態 89～111 通作に利用される接面道路について、幅員、構造、傾斜、配

置及び連続性等農道の整備状況を考慮して比較する。

自

日 照 の 良 否 95～105 対象土地の中央部分における日照のしゃへい状況につい

て、地形的条件及び建物、樹木等の配置状況を考慮してその

良否を比較する。

然 土 壌 の 状 態 82～118 土性、作土の厚さ、保水の良否、礫の多少等について、農作

物の育成の適否を考慮して比較する。

的 かんがいの良 否 93～107 水利の便否、水量の多少、水量の調節の可否、水温の適否

及び水質の良否等を考慮して比較する。

条 排 水 の 良 否 96～104 乾田、半湿田、湿田又はたん水田等による作業効率の良否

を考慮して比較する。

件 災 害 の危 険 性 96～104 地勢及び堤防の整備状況等による水害の危険性及び塩害

又は煙害等を考慮してその良否を比較する。

行条

政

的件

公 法 上 の規 制 96～104 農地法、農業振興地域の整備に関する法律等農地に関する

規制の程度について比較する。

画条 画 地 の 規 模 92～108 面積の大小、地形の良否を考慮して比較する。

地件

耕 う ん の 難 易 99～101 電柱、鉄塔等の障害物の有無等による作業効率を考慮して

比較する。

そ

の

他

そ の 他 上記各項目に該当しない特別の比較項目が現出した場合

においては、その項目の性格に応じて比較する。



 
  

 
            

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 畑

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

交条

通

集落への接近性 95～105 最寄集落までの通作距離について、耕作者が耕作地へ通う

ときの便否を考慮して比較する。

・

接

近件

農 道 の 状 態 89～111 通作に利用される接面道路について、幅員、構造、傾斜、配

置及び連続性等農道の整備状況を考慮して比較する。

自

日 照 の 良 否 96～104 対象土地の中央部分における日照のしゃへい状況につい

て、地形的条件及び建物、樹木等の配置状況を考慮してその

良否を比較する。

然 土 壌 の 状 態 80～120 土層の状態、土性、土壌の構成、礫の多少等について、農

作物の育成の適否を考慮して比較する。

的

条

傾 斜 の 方 向 94～106 対象土地の傾斜方向を考慮してその良否を比較する。優劣

は、①南向き又は平坦地②東又は西向き③北向きの順位とす

る。

件

排 水 の 良 否 97～103 畑の乾湿の状況について、地下水位の高低、排水等を考慮

して比較する。

災 害 の危 険 性 98～102 地勢及び塩害又は煙害等による災害の危険性を考慮してそ

の良否を比較する。

行条

政

的件

公 法 上 の規 制 96～104 農地法、農業振興地域の整備に関する法律等農地に関する

規制の程度について比較する。

画条 画 地 の 規 模 97～103 面積の大小、地形の良否を考慮して比較する。

地件

耕 う ん の 難 易 95～105 電柱等の障害物の有無及び画地の傾斜による作業効率を

考慮して比較する。

そ

の

他

そ の 他 上記各項目に該当しない特別の比較項目が現出した場合

においては、その項目の性格に応じて比較する。



 
 
  

 
            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

   

  

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 
 
 

3 林地

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

交

最寄駅への接近性 97～103 地域における社会的、経済的な最寄駅への接近性につい

て、林業経営にかかる生産性を考慮して道路の系統、連続

性、構造等により比較する。

通

・

最寄駅への接近性 96～104 地域における最寄集落への接近性について、林産物の搬

出能率への影響を考慮して比較する。

接 幅 員 等 の構 造 96～104 搬出拠点の道路の幅員等の構造状態について比較する。

近

条

搬出地 点 までの

距 離 

92～108 搬出地点までの距離の長短、道路の整備状況、搬出の難易

等について比較する。

件 搬出地点から最寄

市場までの距離 

94～106 搬出地点から最寄市場までの距離について、搬出車輌、積

載量等林業経営上の費用性を考慮して林道等の連続性、幅

員、平均勾配、逆勾配の有無等の構造等により比較する。

自

気 象 の 状 態 96～104 積雪、風等について、木竹の生育に対する影響を考慮して

比較する。

標 高 差 93～107 売払土地と搬出地点との標高の高低差について、搬出地点

までの搬出に要する費用を考慮して比較する。

然 方 ヒ ノ キ 、 ス ギ 95～105 傾斜の方向について、樹種を考慮して比較する。

位 そ の 他 99～101

的

傾 斜 95～105 傾斜面の緩急について、排水、利水を考慮して傾斜角度に

より比較する。

斜 面 の 位 置 95～105 斜面の位置により、山麓、山腹、山頂の順位を標準として比

較する。

条 斜 面 の 型 95～105 斜面の型が凸型か凹型かについて、風、土壌の堆積状態等

による木竹の生産に与える影響を考慮して凹型、直型、複合

型、凸型の順位を標準として比較する。

件 土 壌 の 良 否 86～114 土層の状態、土性、土壌の構造、肥よく度等について、木竹

の成育の適否を考慮して比較する。

行条

政

的件

公 法 上 の規 制 68～132 自然公園法、森林法等による立木竹の伐採についての規制

の程度について比較する。

そ

の

他

そ の 他 上記各項目に該当しない特別の比較項目が現出した場合

においては、その項目の性格に応じて比較する。



  
 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

4 宅地見込地（住宅地）

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

周辺道路等の状態 97～103 幹線街路の整備状況と接近性及び周辺道路の配置、系統、

舗装の状態等の良否について比較する。

接

近

最寄駅への接近性 90～110 地域において一般的に利用されている距離的、時間的に最

も近い駅への接近性について、道路に沿った最短距離、バス

路線の有無、バス運行回数等を考慮して比較する。

条

件

最寄商店街への

接 近 性 

97～103 通常、一般的に利用されている日常生活の需要を満たすに

足りる最寄りの商店街への接近性について、道路に沿った最

短距離、バス路線の有無、バス運行回数等を考慮して比較す

る。

公共施設等への

接 近 性 

97～103 小学校、中学校、保育所、児童公園、病院等公共利便施設

への接近性、集中の度合及び日常の利便性を考慮して比較す

る。

環

日 照 、 温 度 、

通 風 等 の良 否 

98～102 日照の確保、温度、通風等自然的条件の良否について、そ

れらを阻害する要因の有無を考慮して比較する。

地勢、眺望、地盤

等 の 良 否 

98～102 地勢、眺望、地盤等の自然的環境の良否について、比較す

る。

境 上下水道、電気、

ガ ス 等 の 状 態 

97～103 上下水道、電気、ガス等の供給処理施設の状態及び引込み

の難易について比較する。

条

危険施設、処理施

設等への接近性 

98～102 危険施設（規模の大きい変電所、ガスタンク等）又は処理施

設（汚水処理場、ゴミ焼却場）等の有無及びそれらの配置の状

態による危険性悪影の響度合について比較する。

件

周辺地域の状態  90～110 周辺の既存住宅地域の性格、規模等について、附近の住

宅、店舗等の建設動向等住環境の整備の状況を考慮して比較

する。

宅成

地条

造件

造成の難易及び

必 要 の 程 度 

70～130 宅地化するための造成費用及びそれぞれの宅地造成工事

の内容と当該宅地見込地としての価格水準を勘案して比較す

る。

画

地

道路との関係位置 90～110 接面道路の有無及び接面道路の幅員、系統及び舗装の状

態等その利用面における経済性を考慮して比較する。

条

件

画 地 の形 状 等 90～110 画地の形状、間口、奥行等による価格に及ぼす度合を考慮

して比較する。

行

政

的

条

件

公 法 上 の規 制 98～102 都市計画法、建築基準法等による用途地域及びその他の地域

地区等による土地の利用方法に関する公法上の規制の程度に

ついて比較する。

ただし、都市計画法による都市計画施設（事業予定地）、都

市公園法及び自然公園法（第 2種特別地域）に関しては、付表

による。



 
 
 

  
               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  
 

そ そ の 他 上記各項目に該当しない特別の要因がある場合におい

の て、その要因の性格に応じて比較する。

他

付 表

法 令 名 格差率（％） 比 較 の 内 容

都 市 計 画 法

（都市計画施設

（事業予定地 ））

都 市 公 園 法

自 然 公 園 法

（第 2 種特別地域） 

70～100 

20～100 

80～100

都市計画施設（事業予定地）の利用方法に関する規制の程度及

び事業予定地に指定されてから買収されるまでの期間を考慮して

比較する。

都市公園法による土地利用に関する規制の程度について比較

する。

第 2 種特別地域の利用方法に関する規制の程度について比較

する。

（注） 上記格差率は、既に公法上の規制の対象となっている国有地を第三者に売り払う場合にお

いて適用し、地方公共団体に対して公共用地として売り払う場合においては適用しないこと

に留意する。



   
 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 
 

5 宅地見込地（工業地）

条件 項 目 格差率（％） 比 較 の 内 容

接

周辺道路等の状態 95～105 幹線街路の整備状況と接近性及び周辺道路の配置、系統、

舗装の状態等の良否について比較する。

近

最寄駅への接近性 92～108 地域において一般的に利用されている距離的、時間的に最

も近い駅への接近性について、道路に沿った最短距離、バス

路線の有無、バス運行回数等を考慮して比較する。

条

件

地 域 内 における

関 係 位 置 

95～105 地域内におけるそれぞれの土地の位置について、その良

否、従業員の通勤等における利便性及び労働力確保の難易

等を考慮して比較する。

環 工 業 用 水 94～106 工業用水道の整備について、費用性及び経済性等を考慮し

て比較する。

境

工 場 排 水 94～106 工場排水施設の整備について、費用性及び経済性等を考

慮して比較する。

上下水道、電気、

ガ ス 等 の 状 態 

98～102 上下水道、電気、ガス等の供給処理施設の状態及び引込み

の難易について比較する。

条 地 盤 94～106 地勢、地質、地盤等の自然的条件の良否について、施設費

の多寡を考慮して比較する。

件

周辺地域の状態  95～105 周辺の工場地域の性格、規模等について、その建設動向等

を考慮して比較する。

宅成

地条

造件

造成の難易及び

必 要 の 程 度 

75～125 宅地化するための造成費用及びそれぞれの宅地造成工事

の内容と当該宅地見込地としての価格水準とを勘案して比較

する。

画

地

道路との関係位置 95～105 接面道路の有無及び接面道路の幅員、系統及び舗装の状

態等その利用面における経済性を考慮して比較する。

条

件

画 地 の形 状 等 95～105 画地の形状、間口、奥行等による価格に及ぼす度合を考慮

して比較する。

行

政

的

条

件

公 法 上 の規 制 98～102 都市計画法、建築基準法等による用途地域及びその他の地域

地区等による土地の利用方法に関する公法上の規制の程度に

ついて比較する。

ただし、都市計画法による都市計画施設（事業予定地）、都

市公園法及び自然公園法（第 2種特別地域）に関しては、付表

による。

そ

の

他

そ の 他 上記各項目に該当しない特別の要因がある場合において、

その要因の性格に応じて比較する。



  
     

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

付 表

法 令 名 格 差 率

（％）

比 較 の 内 容

都 市 計 画 法

（都市計画施設

（事業予定地 ））

都 市 公 園 法

自 然 公 園 法

（第 2 種特別地域） 

70～100 

20～100 

80～100

都市計画施設（事業予定地）の利用方法に関する規制の程度及び

事業予定地に指定されてから買収されるまでの期間を考慮して比較

する。

都市公園法による土地利用に関する規制の程度について比較す

る。

第 2 種特別地域の利用方法に関する規制の程度について比較す

る。

（注） 上記格差率は、既に公法上の規制の対象となっている国有地を第三者に売り払う場合にお

いて適用し、地方公共団体に対して公共用地として売り払う場合においては適用しないこと

に留意する。
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